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この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長
庶務部会計課長事務取扱 元尾 竜一

◎調達機関番号 001 ◎所在地番号 13
〇第 28 号
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 購入等件名及び数量
普通乗用自動車（ハイブリッド車）11台

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和８年10月16日 令和８
年10月30日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 本件については総合評価方式を
もって落札決定とするので入札に際して、環
境性能等に関する提案書を提出し、審査を受
けなければならない。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
10％に相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てるものとする。）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1000014 東京都千代田区永田町１
７１ 衆議院庶務部会計課調達係 中西
剛史 電話0335815111 内線34380
 入札説明書の交付方法 の場所及び電子
調達システムにおいて交付する。
 入札説明書の交付期間 令和８年４月24日
から令和８年６月１日まで（土曜日、日曜日
及び祝日を除く。）の、10時00分から17時00分
（６月１日は12時00分）まで。
 入札書の受領期限 令和８年６月15日12時
00分（郵送の場合は書留で必着のこと。）
 開札の日時及び場所
ア 日時 令和８年６月16日11時00分
イ 場所 衆議院第二別館５階会計課入札室

４ 電子調達システムの利用
本件は電子調達システムを利用した入開札手
続により実施するものとする。
ただし、紙による入札書の提出も可とする。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MOTOO Ryuichi, Deputy

Director General, General Affairs Departm‑

ent (in charge of Accounts Division), House

of Representatives

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the products re‑

quired : Regular sized passenger car (Hyb‑

rid Car), 11

 Delivery Period : 16 October 2026 
30 October 2026

 Delivery place : As designated in the

tender document

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible to

participate in the proposed tender shall be

those who :

 do not come under Article 70 of the

Cabinet Order on the Budget, Auditing

and Accounting ; this stipulation is

waived for minors or other persons under

the supervision of a guardian or assistant,

provided that they have the supervising

person's consent to enter into a contract ;２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

 令和７・８・９年度衆議院競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の販売」において「Ａ」
又は「Ｂ」の等級に格付けされ、関東・甲信
越地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 「衆議院所管の物品等の契約に係る指名停
止等の取扱いについて」（平成26年６月25日事
務総長決定）に基づく指名停止を受けていな
いこと。

５ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書の交付を受
け、本公告に示した調達内容を完全に履行で
きると支出負担行為担当官が判断しうる資料
を事前に提出した上で、封印した入札書を入
札書の受領期限までに提出しなければならな
い。また、入札者は、開札日の前日までの間
において、支出負担行為担当官から提出した
当該書類について説明を求められた場合は、
これに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 次の要件に該当する者
のうち、入札説明書に定める総合評価の方法
によって得られた得点の最も高い者を落札者
とする。
 入札価格が予算決算及び会計令第79条の
規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内であること。
 入札者が提出した提案書が、衆議院の審
査の結果合格したものであること。

 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。

 do not come under Article 71 of the

Cabinet Order on the Budget, Auditing

and Accounting ;

 are classified as Grade A or B in the

Sales of products in terms of the qualifi‑

cation for participating in tenders invited

by the House of Representatives (Single

入札公告
入札公告 1
入札公告（建設工事） 37

入札公示
公募型プロポーザル方式に係る手続
開始の公示（建築のためのサービス
その他の技術的サービス（建設工事
を含む）） 49

資格
競争参加者の資格に関する公示 49

招請
意見招請に関する公示 51

随意契約
随意契約に関する公示 52

落札
落札者等の公示 53
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qualification for every ministry and agen‑

cy) in the Kanto Koshinetsu Area for the

purpose of procurement in fiscal 2025,

2026 and 2027 ; and
 have not had their designated contrac‑

tor status suspended by the House of Rep‑

resentatives
 Time limit for tender : 12 : 00, 15 Jun 2026
 Contact point for the notice :

NAKANISHI Tsuyoshi, Procurement Sec‑

tion, Accounts Division, General Affairs

Department, House of Representatives, 1
71 Nagata‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 100
0014, Japan. TEL. 0335815111 ext.

34380

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
国立国会図書館総務部副部長
会計課長事務取扱 小熊 美幸

◎調達機関番号 001 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量 図書館資料（雑誌：法
令・議会資料等）のデジタル化 約45万コマ
（予定）
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 令和９年３月12日
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 １コマ当たりの単価とする。入
札者は、消費税等に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。なお、支払においては、入
札金額に作製コマ数を乗じた金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てるものとする。）に消費税額及び
地方消費税額を加えた金額を支払金額とす
る。

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す証明
書等を作成し、証明書等の提出期限までに提
出すること。なお、提出した証明書等につい
て説明を求められたときは、これに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 上記４で提出された
証明書等に基づき、本公告に示した資格を有
し、業務を履行できると支出負担行為担当官
が確認した入札者であって、予算決算及び会
計令第79条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効
な入札を行ったものを落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : OGUMA Miyuki, Deputy

Director General, Administrative Departm‑

ent (also doubles as) Director, Accounts Di‑

vision, National Diet Library

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Digitization of legal periodicals

in the National Diet Library, 450,000

frames (estimated quantity)

 Fulfillment period : as in the tender do‑

cumentation

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause.

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

⒞ have Grade A or B in manufacture of

product or offer of services in the

Kanto・Koushin'etsu district, in terms of

the qualifications for participating in ten‑

ders by the National Diet Library (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

⒟ have experience of the said works,

equipment and technology for the said

works.

⒠ have not had their designated contrac‑

tor status suspended by the National Diet

Library.

 Time‑limit for certification : 12 : 00, June

22, 2026

 Time‑limit for tender : 12 : 00, July 7, 2026

 Contact point for the notice : IKEBE,

Procurement Section, Accounts Division,

Administrative Department, National Diet

Library, 1101 Nagata‑cho, Chiyoda‑ku,

Tokyo 1008924 Japan TEL 033581
0714

E‑mail ml-digi-jimu1@ndl.go.jp

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ているものは、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。

 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度国立国会図書館競争参
加資格（全省庁統一資格）「物品の製造」若し
くは「役務の提供等」においてＡ若しくはＢ
の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競
争参加資格を有する者、又は当該競争参加資
格を有しない者で、証明書等の提出期限まで
に競争参加資格審査を受け、当該等級に格付
けされたものであること。
 当該作業に係る実施実績があり、当該作業
に関する技術及び設備を有することを証明で
きる者であること。
 「国立国会図書館の発注する物品等の契約
に係る指名停止等の取扱いについて」（平成26
年国図会1406251号）に基づく指名停止を受
けていないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1008924 東京都千代田区永田町１

10１ 国立国会図書館総務部会計課調達係
池部 電話0335810714
電子メール ml-digi-jimu1@ndl.go.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の場所又は電子ファイルで交付する。
なお、電子ファイルでの交付を希望する者は、
３の問合せ先に次の内容の電子メールを送
信した上で、電話で当該電子メールの受信確
認を行うこと。
ア 標題 上記１の件名を記載
イ 本文 交付申請者の住所、氏名、所属（法
人名）、電話番号、メールアドレス

 入札説明会の日時、場所等
ア 日時 令和８年５月26日14時00分
イ 場所 国立国会図書館東京本館 本館５
階北 共用会議室４
ウ 参加申込み 参加を希望する者は、令和
８年５月25日17時00分までに入札説明書記
載の問合せ先に連絡すること。

 証明書等の提出期限 令和８年６月22日12
時00分（郵送の場合は必着のこと。）
 入札書の受領期限 令和８年７月７日12時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所
ア 日時 令和８年７月８日14時00分
イ 場所 国立国会図書館東京本館 本館４
階会計課会議室１
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
警察庁長官官房会計課理事官 重成 麻利

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 13
〇第 114 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 インテリジェンスソ
リューション利用ライセンス １式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。
 本案件は、電子調達システム（政府電子調
達（ＧＥＰＳ））対象調達案件である。ただし、
電子調達システムにより難い場合には、紙に
よる入札ができるものとする。詳細について
は、入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1008974 東京都千代田区霞が関２

１２ 警察庁長官官房会計課調達係 藤岡
敏彦 電話0335810141 内線2298

 入札説明書の交付方法 本公告日から調達
ポータル上にてダウンロード可能。
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
UAA01/OAA0101

 入札書の提出期限 令和８年６月15日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月16日14
時00分 警察庁長官官房会計課入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加を希望する者は、入札書のほかに２の
を証明する書類を提出期限までに電子調達シ
ステムにより提出しなければならない。ただ
し、電子調達システムにより難い場合には、
３のに示す場所に提出期限までに提出しな
ければならない。入札者は、提出した書類に
関し警察庁から説明を求められた場合は、そ
れに応ずる義務を有するものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tenders are

those who :

 Do not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, persons under conservatorship or

persons under assistance who have ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause.

 Do not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 Have Grade A, B, or C Manufacture

of product or Sale of product in terms

of the qualification for the participation

in tenders by Cabinet Office (Single quali‑

fication for every ministry and agency) in

the fiscal years 2025, 2026, and 2027.

 Are not being suspended from Trans‑

actions by request of National Police

Agency.

 Are not the business entities whose ma‑

nagement is substantially influenced by a

gangster or the person who has exclusion

request from the Japanese government

and the state concerned still continues.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
デジタル庁会計担当参事官 田邉 国治

◎調達機関番号 027 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 告示ベース・レジス
トリの提供に向けた告示のＸＭＬデータ作
成、データ補正・データ搭載業務 一式
 調達件名の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から令和９年３月31
日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定に当たっては、総
合評価落札方式をもって行うので、入札説明
書で示した技術等提案書を提出すること。な
お、落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10％に相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てた金額。）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額の110分の100に相当する金額を入札
書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、電子
調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））の
電子入札機能利用対象案件である。なお、電
子入札によりがたい者は、入札説明書に定め
る様式により、紙入札方式とすることができ
る。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SHIGENARI Mari, Fi‑

nance Division, Commissioner‑General's

Secretariat, National Police Agency.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : License of using intelligence so‑

lution 1 Sets

 Delivery period : As shown in the tender

documentation.

 Delivery place : As shown in the tender

documentation.

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度内閣府競争参加資格
（全省庁統一資格）において「物品の製造」
又は「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣの等級に
格付けされている者であること。
 警察庁から指名停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。

 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質
的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる
者として、国発注業務等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

 Time‑limit for Tender : 17 : 00 15 June,

2026

 Contact point for the notice : FUJIOKA

Toshihiko, Finance Division, Commissioner

General's Secretariat, National Police

Agency, 212 Kasumigaseki Chiyoda‑ku

Tokyo 1008974 Japan. TEL 033581
0141 ext. 2298

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者については、この
限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
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 令和７・８・９年度全省庁統一資格におい
て、「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に
格付けされた者であること。
 デジタル庁又は他省庁等における物品等の
契約に係る指名停止等措置要領に基づく指名
停止を受けている期間中の者でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書の提出先等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1020094 東京都千代田区紀尾井町１番
３号東京ガーデンテラス紀尾井町20階 デジ
タル庁戦略・組織グループ会計担当契約班
小泉 玲 電話07074169924
 入札説明書の交付方法 本公告の日から原
則、「電子調達システム」に掲載する。
 入札説明会 入札説明書による。
 技術等提案書の提出期限 令和８年６月３
日15時00分
 入札書の提出期限及び開札の日時及び場所
ア 入札書の提出期限 令和８年６月18日15
時00分
イ 開札の日時 令和８年６月19日14時00分
ウ 開札の場所 デジタル庁入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争入
札に参加を希望する者で、「紙」により入札に
参加を希望する者は、封印した入札書に入札
説明書に示す書類を添付し、入札書の提出期
限までに提出しなければならない。また、「政
府電子調達（ＧＥＰＳ）システム」により入
札に参加を希望する者は、入札書データを提
出期限までに同システムにより提出しなけれ
ばならない。入札者は、支出負担行為担当官
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、これに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出をした入札書、入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。

 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内の入札金額を提示した入札者で
あって、入札説明書で指定する要件のうち必
須とした項目についての基準を全て満たして
いる内容を提案した入札者の中から、入札説
明書で定める総合評価の方法をもって落札者
を決定する。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TANABE Kuniharu,

Counsellor of the Accounts Division, Digital

Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Creation, Correction, and Regis‑

tration of XML Data for the provision of

the Public Notice Registry, 1 set

 Fulfillment period : as in the tender do‑

cumentation

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible to

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A, B or C offer of services

etc in terms of the Single qualification

for every ministry and agency in the fis‑

calyears 2025, 2026, 2027.

 not be suspended from transaction by

the request of the officials in charge of

contact.

 Time‑limit for Tender : 3 : 00 PM, 3 June,

2026.

 Contact point for the notice : KOIZUMI

Rei, Accounting Division, Digital Agency,

13 Kioi‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 102
0094 Japan TEL 07074169924

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
総務省大臣官房会計課企画官 東 政幸

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 借入件名及び数量 総合無線局監理システ
ムにおける次期ＰＡＲＴＮＥＲ向けハード
ウェアの借入（令和８年度～令和12年度）１
式
 借入件名の特質等 仕様書による。
 借入期間 令和８年７月16日から令和13年
３月31日まで。
 借入場所 入札説明書による。
 開札の日時及び場所 令和８年６月５日午
前11時 総務省大臣官房会計課入札室
 入札方法 総合評価落札方式で行うので、
入札金額を記載した入札書及び提案に係る性
能、機能、技術等を記載した書類を提出する
こと。なお、落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
 本調達案件は、「電子調達システム」を利用
した応札及び入開札手続を実施するものとす
る。ただし、「電子調達システム」によりがた
い場合には、入札説明書に定める理由書を下
記３に示す場所に令和８年５月15日10時か
ら令和８年５月25日17時までに提出し、承認
を得た場合に限り、紙による応札及び入開札
手続によることができるものとする。なお、
詳細については入札説明書のとおり。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 総務省競争参加資格審査（全省庁統一資格）
において「役務の提供等」のＡ又はＢ等級に
格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資
格を有する者であること。
 暴力団が実質的に経営を支配する者又はこ
れに準ずる者でないこと。

３ 入札書等の提出場所
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008926 東京都千代田区霞が関２

１２ 総務省大臣官房会計課契約第一係
松田 恭明 電話0352535132
 入札説明書の交付方法 本公告の日から
「電子調達システム」上にてダウンロード可
能。
 入札書の受領期限 令和８年５月15日10時
から令和８年５月25日17時まで。

４ 入札者に求められる義務 入札に参加を希望
する者は、入札説明書に明記されている下見積
書等を令和８年５月15日10時から令和８年５月
25日17時までに「電子調達システム」により提
出しなければならない。ただし、「電子調達シス
テム」によりがたい場合には、上記３に示す
場所に期限までに提出しなければならない。提
出された下見積書等を審査の結果、当該物品を
納入できると認められた者に限り入札の対象者
とする。なお、提出した下見積書等について説
明を求められたときは、これに応じなければな
らない。
５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。


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６ Summary

 Contracting entity : Higashi Masayuki,

Planning Director of the Accounts Division

Minister's Secretariat, Ministry of Internal

Affairs and Communications (MIC).

 Classification of the services to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the services to be

leased : Lease (FY2026～2030) : the comput‑

er equipment of next PARTNER 1 set

 Lease period : As shown in the tender do‑

cumentation.

 Delivery place : As shown in the tender

documentation.

 Language and currency which tender

shall use in tendering procedures : Japanese

and Japanese currency.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause : 
not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting : Have Grade A or B Offer

of services etc in the Kanto・Koushin'etsu

district in terms of the qualification for par‑

ticipating in tender by MIC (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 Time limit for submission of tenders by

electronic bidding system : 17 : 00 25

May 2026. (tenders brought with 17 : 00

25 May 2026 or submitted by mail : 17 : 00

25 May 2026)

 Contact point for the notice : Matsuda

Yasuaki, Accounts Division, Minister's Sec‑

retariat, MIC, 12 Kasumigaseki 2‑chome

Chiyoda‑ku Tokyo 1008926 Japan. TEL

0352535132.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
財務省大臣官房会計課長 松田 康宏

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
予算編成支援システムの帳票作成基盤構築
等業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 契約締結日から令和９年３月31
日までの間。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」
で、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付
けされ、関東・甲信越地域の資格を有する者、
又は当該競争参加資格を有しない者で、入札
書の受領期限までに競争参加資格審査を受
け、競争参加資格者名簿に登載された者であ
ること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 その他 詳細は入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所
〒1008940 東京都千代田区霞が関３

１１ 財務省東受付室内入札説明室
 問い合わせ先

〒1008940 東京都千代田区霞が関３
１１ 財務省大臣官房会計課契約第一係
西谷 隼人 電話0335814111 内線2140
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所又は電子調達システムにて
交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年５月
15日16時00分 財務省本庁舎北157会議室
 入札書の受領期限 令和８年６月22日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月23日に
財務省本庁舎Ｂ東62会議室において、13時30
分から開札する。

４ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用した応札及
び入開札手続により実施するものとする。ただ
し、紙による入札書の提出も可とする。詳細に
ついては、入札説明書のとおり。なお、上記３
及びについては、電子調達システムにおい
てシステム障害が発生した場合には、別途通知
する日時に変更する場合がある。
５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した総
合評価のために必要な書類を令和８年６月16
日12時00分までに提出しなければならない。
ただし、電子調達システムにおいて障害が発
生した場合には、別途通知する日時に変更す
る場合がある。入札者は、入札書の受領期限
までの間において、支出負担行為担当官から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。

 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内であり、入札説明書で指定する
性能等の要求要件のうち必須とされた項目を
全て満たしている提案をした入札者の中か
ら、入札説明書で定める総合評価の方法を
もって落札者を決定する。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ
て入札をした他の者のうち次に有利な入札を
行った者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MATSUDA Yasuhiro,
Director, Accounts Division, Minister's Sec‑
retariat, Ministry of Finance
 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27
 Nature and quantity of the services to be

required : Establishment of a Report Crea‑
tion Platform for Budget Information Sys‑
tems, 1 set.
 Fulfillment period : From the date when

contract is concluded through March 31,
2027
 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation
 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for
participating in the proposed tender are
those who shall :
 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑
ing and Accounting. Furthermore, mi‑
nors, Person under Conservatorship or
Person under Assistance that obtained
the consent necessary for concluding a
contract may be applicable under cases
of special reasons within the said clause.
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 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 Have Grade A, B, C or D in the services

in terms of the qualification for partici‑

pating in tenders by Organizations in the

Kanto・Koushinetsu area related to the

Ministry of Finance (Single qualification

for every ministry and agency) in the fis‑

cal years 2025, 2026 and 2027.

 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

 A person whose business situation or

trustworthiness is deemed not to have

significantly deteriorated and whose

proper performance of a contract can be

guaranteed.

 Submit a document of a system to

prove their ability to supply the system

concerned and meet our requirements in

order to be judged acceptable by the con‑

tracting entity ; and provide explanations

on the contents of the above document by

request.

 Date and time for tender explanation

meeting : 4 : 00 p.m. May 15, 2026

 Time‑limit for tender : 12 : 00 p.m. June

22, 2026

 Contact point for the notice : NISHI‑

TANI Hayato, Procurement Section, Ac‑

counts Division, Minister's Secretariat, Mi‑

nistry of Finance, 311 Kasumigaseki

Chiyoda‑ku Tokyo 1008940 Japan. TEL

0335814111 ext. 2140

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官
愛知労働局総務部長 稲田 剛

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 23
１ 調達内容
 品目分類番号 23
 購入等件名
令和８年度愛知労働局名古屋南公共職業安
定所他２所ハローワークシステム刷新に伴う
什器購入及び移設作業等契約
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期間 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、調達件名の本体価
格のほか、業務の履行に要する一切の諸経費
を含め入札金額を見積もるものとする。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっ
ても、契約締結のために必要な同意を得てい
る者は、同条中、特別の理由がある場合に該
当する。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第71条の規定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされ
ている者であること。
 次の各号に掲げる制度が適用される者に
あっては、この入札の入札書提出期限の直近
２年間（及びについては２保険年度）の
保険料について滞納がないこと。
厚生年金保険 健康保険（全国健康保険
協会が管掌するもの） 船員保険 国民
年金 労働者災害補償保険 雇用保険
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中に該当しない者であること。

 経営状況又は信用度が極度に悪化していな
いと認められる者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反
により行政処分等を受けていないこと。
 その他予算決算及び会計令（昭和22年勅令
第165号）第73条の規定に基づき、支出負担
行為担当官が定める資格を有する者であるこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒4608507 愛知県名古屋市中区三の丸二
丁目５番１号名古屋合同庁舎第２号館 愛知
労働局総務部総務課会計第一係 田村 尚平
電話0529720262（内線325）

 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子調達システムにてダウンロードすること。
また、上記３の交付場所及び電子調達シス
テムにて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本入札に係る
説明会は開催しない。
 入札書の受領期限 令和８年６月24日15時
00分
 開札の日時及び場所 開札は、令和８年６
月25日13時30分 名古屋合同庁舎第２号館愛
知労働局４階会議室において行う。

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除する。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、競争参加資格に関する
証明書等を令和８年６月23日17時00分までに
提出しなければならない。また、上記証明書
類とあわせて入札説明書に収録した別紙５
「自己申告書」、別紙６の暴力団等に該当し
ない旨の「誓約書」及び別紙７「保険料納付
に係る申立書」その他入札説明書に定める提
出書類を提出しなければならない。入札者の
競争参加資格に関する証明書等は、当労働局
において審査するものとし、採用しうると判
断された場合の入札書のみを落札決定の対象
とする。入札者は、支出負担行為担当官から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。また入札に参加した者が、
上記４の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓
約をし、若しくは誓約書に反することとなっ
たときは、当該者の入札を無効とするものと
する。
 契約書作成の要否 要
原則、電子契約によること。

 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると支出負担行為担当官が判断した
者であって、予算決算及び会計令第79条の規
定に基づいて作成された予定価格の制限の範
囲内で最低価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 担当者等から提出される契約関係書類は事
業者としての決定であること。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : INADA Tsuyoshi, Direc‑

tor of General Coordination Department,

Aichi Labor Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 23

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Office supplies and Sanitary

goods

 Delivery period : Refer to the tender in‑

structions

 Delivery place : Refer to the tender in‑

structions

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under the provisions of Arti‑

cle 70 of the Cabinet Order concerning

the Budget, Auditing and Accounting.

Furthermore, minors, persons under cu‑

ratorship or assistance that obtained the

consent required for concluding a con‑

tract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause,
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 Not covered by Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

 Have Grade A, B or C on Sales of

product in terms of qualifications for

participating in tenders by the Ministry

of Health, Labor and Welfare (Inter‑

Ministerial, Inter‑Agency Standardized

Qualification) in the fiscal year of 2025,

2026 and 2027,

 Not be behind in payment of the pre‑

mium in the last two years (the latest two

insurance years as for  and ), such

as :

 Employees' Pension Insurance

 Health Insurance (managed by the

Japan Health Insurance Association)

 Seamen's Insurance

 National Pension

 Industrial Accident Compensation

Insurance

 Employment Insurance

 Not be under the period of business

suspension order issued by the Ministry

of Health, Labor and Welfare,

 Be able to prove neither the business

condition nor credibility is considerably

deteriorating,

 Be able to prove to have no false state‑

ment in the tendering documents or its at‑

tached documents to be submitted,

 Within the past year, not to be subject

to administrative disposition by violation

of laws under the jurisdiction of the Min‑

istry of health, Labor and Welfare,

 Meet the qualification requirements

stipulated by the Director of General

Coordination Department in accordance

with Article 73 of the Cabinet Order con‑

cerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting.

 Time‑limit for tender : 3 : 00 PM, 24 June,

2026

 Contact person for the notice : TAMURA

Shohei, First Accounting Section, General

Coordination Division, General Coordina‑

tion Department, Aichi Labor Bureau,

Nagoya joint government building No. 2,

251 Sannomaru Naka Ward, Nagoya

City, Aichi Prefecture, 4608507 Japan

TEL 0529720262 ext. 325

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官
愛知労働局総務部長 稲田 剛

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 23
１ 調達内容
 品目分類番号 23
 購入等件名
令和８年度愛知労働局名古屋東公共職業安
定所他２所ハローワークシステム刷新に伴う
什器購入及び移設作業等契約
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期間 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、調達件名の本体価
格のほか、業務の履行に要する一切の諸経費
を含め入札金額を見積もるものとする。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっ
ても、契約締結のために必要な同意を得てい
る者は、同条中、特別の理由がある場合に該
当する。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第71条の規定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされ
ている者であること。

 次の各号に掲げる制度が適用される者に
あっては、この入札の入札書提出期限の直近
２年間（及びについては２保険年度）の
保険料について滞納がないこと。
厚生年金保険 健康保険（全国健康保険
協会が管掌するもの） 船員保険 国民
年金 労働者災害補償保険 雇用保険
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中に該当しない者であること。
 経営状況又は信用度が極度に悪化していな
いと認められる者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反
により行政処分等を受けていないこと。
 その他予算決算及び会計令（昭和22年勅令
第165号）第73条の規定に基づき、支出負担
行為担当官が定める資格を有する者であるこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒4608507 愛知県名古屋市中区三の丸二
丁目５番１号名古屋合同庁舎第２号館 愛知
労働局総務部総務課会計第一係 佐藤 隆太
電話0529720262（内線325）

 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子調達システムにてダウンロードすること。
また、上記３の交付場所及び電子調達シス
テムにて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本入札に係る
説明会は開催しない。
 入札書の受領期限 令和８年６月24日15時
00分
 開札の日時及び場所 開札は、令和８年６
月25日（木）10時30分 名古屋合同庁舎第２
号館愛知労働局４階会議室において行う。

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除する。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、競争参加資格に関する
証明書等を令和８年６月23日17時00分までに

提出しなければならない。また、上記証明書
類とあわせて入札説明書に収録した別紙５
「自己申告書」、別紙６の暴力団等に該当し
ない旨の「誓約書」及び別紙７「保険料納付
に係る申立書」その他入札説明書に定める提
出書類を提出しなければならない。入札者の
競争参加資格に関する証明書等は、当労働局
において審査するものとし、採用しうると判
断された場合の入札書のみを落札決定の対象
とする。入札者は、支出負担行為担当官から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。また入札に参加した者が、
上記４の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓
約をし、若しくは誓約書に反することとなっ
たときは、当該者の入札を無効とするものと
する。
 契約書作成の要否 要 原則、電子契約に
よること。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると支出負担行為担当官が判断した
者であって、予算決算及び会計令第79条の規
定に基づいて作成された予定価格の制限の範
囲内で最低価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 担当者等から提出される契約関係書類は事
業者としての決定であること。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : INADA Tsuyoshi, Direc‑

tor of General Coordination Department,

Aichi Labor Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 23

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Office supplies and Sanitary

goods

 Delivery period : Refer to the tender in‑

structions
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 Delivery place : Refer to the tender in‑

structions

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under the provisions of Arti‑

cle 70 of the Cabinet Order concerning

the Budget, Auditing and Accounting.

Furthermore, minors, persons under cu‑

ratorship or assistance that obtained the

consent required for concluding a con‑

tract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause,

 Not covered by Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

 Have Grade A, B or C on Sales of

product in terms of qualifications for

participating in tenders by the Ministry

of Health, Labor and Welfare (Inter‑

Ministerial, Inter‑Agency Standardized

Qualification) in the fiscal year of 2025,

2026 and 2027,

 Not be behind in payment of the pre‑

mium in the last two years (the latest two

insurance years as for  and ), such

as :

 Employees' Pension Insurance

 Health Insurance (managed by the

Japan Health Insurance Association)

 Seamen's Insurance

 National Pension

 Industrial Accident Compensation

Insurance

 Employment Insurance

 Not be under the period of business

suspension order issued by the Ministry

of Health, Labor and Welfare,

 Be able to prove neither the business

condition nor credibility is considerably

deteriorating,

 Be able to prove to have no false state‑

ment in the tendering documents or its at‑

tached documents to be submitted,

 Within the past year, not to be subject

to administrative disposition by violation

of laws under the jurisdiction of the Min‑

istry of health, Labor and Welfare,

 Meet the qualification requirements

stipulated by the Director of General

Coordination Department in accordance

with Article 73 of the Cabinet Order con‑

cerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting.

 Time‑limit for tender : 3 : 00 PM, 24 June,

2026

 Contact person for the notice : SATO

Ryuuta, First Accounting Section, General

Coordination Division, General Coordina‑

tion Department, Aichi Labor Bureau,

Nagoya joint govement building NO. 2, 2
51 Sannomaru Naka Ward, Nagoya City,

Aichi Prefecture, 4608507 Japan TEL

0529720262 ext. 325

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
北海道開発局帯広開発建設部長 齋藤 大作
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発帯広第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量
スマートリバースポット（ＳＲＳ）設備購
入 一式（電子入札対象案件）（電子契約対象
案件）
 調達案件の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年２月８日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 総価で行う。なお、落札決定に
当たっては、入札書に記載された金額に当該
金額の100分の10に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を記載した入札書
を提出すること。

 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「物品の製造」又は「物品
の販売」において、Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級
に格付けされ、北海道地域の競争参加資格を
有する者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」（令和８年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入札説明書等の交付を受け
た者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0808585 北海道帯広市西５条南８丁目
北海道開発局帯広開発建設部契約課上席専
門官 髙橋 浩貴 電話0155243198
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年５月15日16
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年６月
２日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月３日14
時00分 北海道開発局帯広開発建設部入札執
行室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、上記及びのいずれの場合も、開
札日の前日までの間において、支出負担行為
担当官から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
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となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」に
より随時受け付ける。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SAITOU Daisaku, Direc‑

tor of Obihiro Development and Construc‑

tion Department of Hokkaido Regional De‑

velopment Bureau
 Classification of the services to be pro‑

cured : 14
 Nature and quantity of the services to be

required : Wireless LAN device of Smart

River Spot
 Delivery period : 8 February 2027
 Delivery place : As in the tender do‑

cumentation
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :
 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting
 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the manufacture of product or sale

of product by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in Hokkaido region in the

fiscal year of 2025・2026・2027

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of successful bid decision

from time limit for the submission of ap‑

plication forms and relevant documents

for the qualification

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 p.m. 15 May 2026

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 2 June

2026

 Contact point for the notice :

TAKAHASHI Hiroki, Senior Officer, Con‑

tracts Division, Obihiro Development and

Construction Department of Hokkaido Re‑

gional Development Bureau, Minami 8,

Nishi 5, Obihiro, Hokkaido, 0808585, Ja‑

pan TEL 0155243198

〇開発帯広第３号（№３）
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量
 ＩＰ伝送装置購入及び据付調整 一式
 道路テレメータ装置製造及び据付調整
一式
（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間
 令和８年６月４日から令和９年２月８日
まで
 令和８年６月４日から令和９年３月10日
まで

 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 総価で行う。なお、落札決定に
当たっては、入札書に記載された金額に当該
金額の100分の10に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を記載した入札書
を提出すること。
 開発帯広第２号の１に同じ。
２ 競争参加資格
 開発帯広第２号の２に同じ。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「物品の製造」、「物品の販
売」又は「役務の提供等」において、Ａ、Ｂ、
Ｃ又はＤの等級に格付けされ、北海道地域の
競争参加資格を有する者であること。
 開発帯広第２号の２に同じ。
～ 開発帯広第２号の２～に同じ。
３ 入札書の提出場所等
～ 開発帯広第２号の３～に同じ。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年５月15日16
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年６月
２日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月３日14
時00分 北海道開発局帯広開発建設部入札執
行室

４ その他
～ 開発帯広第２号の４～に同じ。

〇開発帯広第４号（№４）
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量
十勝ダム管理支所放流警報局直流電源装置
更新 一式（電子入札対象案件）（電子契約対
象案件）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和８年６月11日から令和９年
３月17日まで
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 総価で行う。なお、落札決定に
当たっては、入札書に記載された金額に当該
金額の100分の10に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を記載した入札書
を提出すること。
 開発帯広第２号の１に同じ。

５ Summary

 The same with the notice above (No. 2)

 The same with the notice above (No. 2)

 Nature and quantity of the services to be

required :

 1 set of Information network system

maintenance

 1 set of Telemetering equipment for

Road management

 Fulfillment period :

 From 4 June 2026 through 8 February

2027

 From 4 June 2026 through 10 March

2027

 The same with the notice above (No. 2)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 The same with the notice above (No. 2)

 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the manufacture of product, sale of

product or offer of services etc. by Mi‑

nistry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism (Single qualification for

every ministry and agency) in Hokkaido

region in the fiscal year of 2025・2026・
2027

 The same with the notice above (No. 2)

 The same with the notice above (No. 2)

 The same with the notice above (No. 2)

～ The same with the notice above

(No. 2)

２ 競争参加資格
 開発帯広第２号の２に同じ。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「物品の製造」又は「役務
の提供等」において、Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等
級に格付けされ、北海道地域の競争参加資格
を有する者であること。
 開発帯広第２号の２に同じ。
～ 開発帯広第２号の２～に同じ。


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３ 入札書の提出場所等
～ 開発帯広第２号の３～に同じ。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年５月22日16
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年６月
９日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月10日14
時00分 北海道開発局帯広開発建設部入札執
行室

４ その他
～ 開発帯広第２号の４～に同じ。
５ Summary

 The same with the notice above (No. 2)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Renewal of the Direct Current

Power Supply Unit for the Dam Discharge

Warning System

 Delivery period : From 11 June 2026 th‑

rough 17 March 2027

 The same with the notice above (No. 2)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 The same with the notice above (No. 2)

 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the manufacture of product or offer

of services etc. by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in Hokkaido region in the

fiscal year of 2025・2026・2027

 The same with the notice above (No. 2)

 The same with the notice above (No. 2)

 The same with the notice above (No. 2)

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 p.m. 22 May 2026

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 9 June

2026

 The same with the notice above (No. 2)

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官
東京航空局長 大 統

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇東空契第 1172 号
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 調達等件名及び数量 空港用高速スイーパ
除雪車（自走式）２台の製造（東京国際空港
向け）
 引渡場所 東京空港事務所
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約締結日の翌平日から令和９
年12月13日まで
 電子調達システム対象 本案件は、資料等
の提出、入札等を電子調達システムで行う対
象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札による参加の承諾願
いを提出すること。
また、本案件は、契約手続きにかかる書類
の授受を、原則として電子調達システムで行
う。なお、電子調達システムによりがたい場
合は、発注者の承諾を得て紙方式に代えるも
のとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ、Ｂ、
Ｃ又はＤ等級に格付けされた競争参加資格を
有する者であること。なお、当該資格を有し
ていない者については、「競争参加者の資格に
関する公示」（令和７年３月31日付官報）に記
載されている申請方法等により、競争参加資
格の申請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者でないこと。

 競争参加資格確認申請書等の提出期限から
開札日までの間に、国土交通省東京航空局長
から指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 次に掲げる要件を満足する者であること。
１）平成23年４月１日以降公告日までに完了
した「スイーパ除雪車（掃雪幅2500㎜以
上）」を自ら設計、製造し納入した実績（契
約）を有する者であること。
２）調達物品に対し、仕様書に基づく製造等
を行うことができる者であること。
３）調達物品に対し、仕様書に基づくアフ
ターサービス体制及び部品供給体制が整備
された者であること。
４）調達物品に対し、品質管理体制が整備さ
れた者であること。

 ３により入札説明書等を直接入手した者
であること。

３ 入札手続き方法等
 担当部局 〒1020074 東京都千代田区九
段南１１15九段第二合同庁舎 東京航空
局総務部契約課 ＴＥＬ0368801505
 入札説明書の交付方法
⒜ 入札説明書等を電子調達システムにより
交付する。交付期間は、本日より令和８年
５月25日までとする。交付期間以降の入手
は認めないものとする。電子調達システム
による入札説明書等のダウンロード方法に
ついては、次を参照のこと。
https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/img/

contract/03̲koukoku̲tcab̲ippan̲pdf/

20-210107-02.pdf
⒝ やむを得ない事由により、⒜の交付方法
による入手ができない入札参加希望者は、
上記に事前連絡をしたうえで、の場所
において無償で交付を受けることができ
る。交付期間は本日より令和８年５月25日
（但し、行政機関の休日に関する法律（昭
和63年法律第91号）第１条第１項に規定す
る行政機関の休日（以下「休日」という。）
を除く。）の10時00分から12時00分及び13時
00分から17時00分までとする。

 競争参加資格確認申請書等の提出期限 令
和８年５月26日14時00分までに必着。
 入札書の提出期限
⒜ 電子調達システムにより入札する場合
開札日前日の令和８年６月17日16時00分ま
で。
⒝ 郵送等により入札書を提出する場合 開
札日前日の令和８年６月17日までに必着。
⒞ 持参により入札書を提出する場合 開札
日時の令和８年６月18日13時30分に持参。

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 開札日時及び場所 令和８年６月18日13時
30分 東京航空局総務部契約課

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札参加者に要求される事項 開札日の前
日までに申請書及び資料の内容に関する支出
負担行為担当官からの照会があった場合に
は、説明をしなければならない。
 競争参加資格の確認 競争参加資格確認申
請書等を提出し、支出負担行為担当官から競
争参加資格の有無について確認を受けなけれ
ばならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、競争参加資格確認申請書等に虚偽の記
載をした者のした入札並びに入札に関する条
件に違反した者のした入札は無効とする。
 入札方法 入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、本案件に係る諸経費等を含め
見積もった契約希望金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10％に相当する額を加算した金額
（円位未満端数切捨。）をもって落札価格とす
る。原則として、当該入札の執行において入
札執行回数は２回を限度とする。なお、当該
入札回数までに落札者が決定しない場合に
は、原則として予算決算及び会計令第99条の
２の規定に基づく随意契約には移行しない。


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 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。但し、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。なお、落札者とな
るべき者が２者以上となった場合は、くじに
より落札者を決定するものとする。
 契約書作成の要否 要
 その他詳細 入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : OTSUJI Osamu, Di‑

rector‑General, East Japan Civil Aviation

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 17

 Subject matter of the contract : High

Speed Snow Sweeper for Airport use 2 ve‑

hicles

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 2 : 00 P.M. May 26, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

 By electronic bidding system or mail :

4 : 00 P.M. June 17, 2026

 By tenders should be brought with :

1 : 30 P.M. June 18, 2026

 Contact point for tender documentation :

1115 Kudanminami Chiyoda‑ku Tokyo

1020074 Japan TEL 0368801505

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
東北地方整備局副局長 藤井 政人

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 77
 購入等件名及び数量 強震計定期点検調整
業務 一式（電子調達対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書及び別冊仕
様書のとおり。
 履行期間 契約締結日から令和９年３月31
日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。
また、原則として当該入札の執行において
入札執行回数は２回を限度とする。
なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として予算決算及び会計令
第99条の２の規定に基づく随意契約には移行
しない。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムによりがたい場合は、紙入札方式参加
願を提出しなければならない。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「役務の提供
等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされた
東北地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 平成28年度以降から入札公告日までに完了
した、強震計又は地震計の設置、修理、点検
のいずれかの業務の実績があること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いる者でないこと。
ただし、手続開始の申し立てがなされてい
る者においては、以下の１）及び２）の要件
を満たす場合、参加資格を有するものとする。
１）手続開始の決定を受けていること。
２）手続開始の決定後、以下のア）～ウ）を
競争参加資格申請場所のいずれか１箇所に
提出していること。
ア）更生手続開始決定書又は再生手続開始
決定書の写し

イ）許可決定に伴い定款、役員等に変更が
あった場合には、それを証明する書類と
して、登記事項証明書の写し
ウ）上記イ）に伴う競争参加資格審査申請
書変更届（物品製造等）詳しくは、競争
参加者の資格に関する公示（令和７年３
月31日付官報）による。

 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格
確認資料の提出期限の日から開札の時までの
期間に、東北地方整備局から指名停止を受け
ていないこと。
 入札説明書及び仕様書等を電子調達システ
ムから直接ダウンロードすることにより交付
を受けた者、又は送付の希望を申し出、電子
メール等により交付を受けた者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省が行う公共事業等から排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒9808602 仙台市青葉区本町３３１
仙台合同庁舎Ｂ棟
東北地方整備局総務部経理調達課契約企画係
昆野 真央 電話0227160013 メール
アドレス
pa.thr-tohokushikaku@ki.mlit.go.jp

 電子調達システムＵＲＬ及び問い合わせ先
電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記の問い合わせ先と同じ
 入札説明書の交付場所及び交付期間 入札
説明書は、上記３の電子調達システムから
ダウンロードすること。
なお、電子メール等による送付を希望する
者は、上記３の場所に送付の希望を申し出
ること。
入札説明書交付期間 令和８年４月24日から
令和８年６月15日まで
 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）、及び紙入札方式による証明書
等の提出期限 令和８年５月25日16時00分
 電子調達システムによる入札書、及び紙入
札、郵送等による入札書の提出期限 令和８
年６月15日16時00分

 開札の日時及び場所 令和８年６月16日10
時00分 東北地方整備局（仙台合同庁舎Ｂ棟）
会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
１）電子調達システムにより参加を希望する
者は、上記３の受領期限までに、入札書
類データを上記３に示すＵＲＬに提出し
なければならない。
２）紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を上記３の受領期限まで
に上記３に示す場所に提出しなければな
らない。
なお、１）、２）いずれの場合も、開札日

の前日までの間において必要な証明書等の内
容に関する支出負担行為担当官からの照会が
あった場合には、説明しなければならない。
 入札の無効 競争参加資格を有しない者の
した入札、提出書類に虚偽の記載をした者の
入札、入札の条件に違反した入札及び電子調
達システムを利用するための電子証明書を不
正に使用した者の入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低価格をもっ
て入札した者を落札者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : FUJII Masato Vice

Director‑General, Tohoku Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

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 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the services to be

purchased : Periodic inspection and calibra‑

tion of strong‑motion seismogr‑aphs, 1 set

 Fulfillment period : 31 March 2027

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

１）Not come under Article 70 and 71 of

the Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

２）Have the qualifications for participat‑

ing in tenders on A, B, C or D in Offer of

services in the Tohoku district, in terms

of the qualification for participating in

tenders by Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal year, 2025／2026／2027

３）Meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

４）Acquire the electric certificate in case

of using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Time‑limit for tender by electronic bid‑

ding system : 4 : 00 p.m. on June 15, 2026

(Bids must be submitted by 4 : 00 p.m. on

June 15, 2026 or by mail by 4 : 00 p.m. on

June 15, 2026.)

 Contact Point for the notice : KONNO

Mao, Accounting and Procurement Divi‑

sion, General Affairs Department, Tohoku

Regional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou‑

rism ; 331 Honcho, Aoba‑ku, Sendai‑

city, Miyagi‑pref 9808602 Japan. TEL

0227160013

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官
中国地方整備局長 杉中 洋一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 調達物品及び数量
多重無線通信装置 １式（電子入札対象案
件）（電子契約対象案件）
 調達物品の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月19日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。
 電子調達システムの利用 本案件は競争参
加資格確認申請書（以下、「申請書」という。）
の提出、入札及び契約を電子調達システムで
行う対象案件である。なお、電子調達システ
ムによりがたい場合は、紙入札方式参加願、
紙契約方式承諾願を提出し、紙入札方式、紙
契約方式に代えることができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 開札までに令和７・８・９年度の一般競争
（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）「物
品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付けされた中国地域の競争参
加資格を有することが確認できた者であるこ
と。
一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統
一資格）の申請の時期及び場所については、
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付官報）に記載されている時期及び
場所で申請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の公示９その他による手続きを行った者
を除く。）でないこと。
 申請書の受領期限の日から開札の時までの
期間に、中国地方整備局長から指名停止を受
けていないこと。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 当該調達物品又はこれと同等の類似物品に
係る納入又は製造実績があることを証明した
者であること。
 当該調達物品に関し、障害（故障等）が発
生した場合の受付先を有していること。
 電子調達システムより入札説明書をダウン
ロードした者であること、又は支出負担行為
担当官から入札説明書の交付を受けた者であ
ること。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒7308530 広島県広島市中区上八丁堀

６30 国土交通省中国地方整備局総務部契
約課購買係 加山 正裕 電話082221
9231（内線2531）
 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 の問い
合わせ先と同じ
 入札説明書の交付場所及び交付方法 電子
調達システムよりダウンロードを行う。やむ
を得ない事由により、電子調達システムによ
る入手が出来ない場合は、手交、電子メール
又は託送（着払い）による交付を行うので、
の問い合わせ先まで連絡し、指示を受ける
こと。
 電子調達システム及び紙入札方式による申
請書の受領期限 令和８年５月25日17時00分
 電子調達システム及び紙入札方式による入
札書の受領期限 令和８年６月24日17時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月25日10
時00分 国土交通省中国地方整備局入札室

 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。本公告４に従い書類・資料を添付して
入札書及び総合評価の性能等に関する書類を
提出した入札者であって、本公告２の競争参
加資格を全て満たし、本公告及び入札説明書
において明らかにした性能等の要求要件のう
ち必須とされた項目の最低限の要求要件を全
て満たし、当該入札者の入札価格が予算決算
及び会計令第79条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内であり、かつ、当
該入札者の申込みに係る性能等の各評価項目
の得点の合計を当該入札者の入札価格で除し
て得た数値の最も高いものをもって落札者と
する。ただし、落札者となるべき者の入札価
格によっては、その者により当該契約の内容
に適合した履行がなされない恐れがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち性能等の各評価
項目の得点の合計を当該入札者の入札価格で
除して得た数値の最も高い者を落札者とする
ことがある。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
⒜ 電子調達システムにより参加を希望する
者は、上記３に示す受領期限までに入札
書類データ（申請書等）を上記３に示す
ＵＲＬに提出しなければならない。

⒝ 紙入札方式により参加を希望する者は、
上記３に示す受領期限までに必要な申請
書等を上記３に示す場所に提出しなけれ
ばならない。
なお、⒜、⒝いずれの場合も、開札日の前
日までの間において支出負担行為担当官から
申請書等の内容に関する照会があった場合に
は、説明しなければならない。
 落札対象 申請書を基に、支出負担行為担
当官において競争参加資格が確認された入札
書のみを落札対象とする。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
本業務は、契約手続きにかかる書類の授受
を電子調達システムで行う対象案件である。
なお、電子調達システムによりがたい場合は、
発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるもの
とする。
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 上記２に掲げる一般競争（指名競争）参
加資格（全省庁統一資格）を有していない者
も上記４により申請書を提出することがで
きるが、競争に参加するためには、開札まで
に当該資格の認定を受け、且つ競争参加資格
の確認を受けていなければならない。
 発注者が必要と認めた場合には開札までの
間に参考見積書の提出を求めることがある。
 電子調達システムにより入札に参加する者
は、電子証明書を取得していること。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SUGINAKA Youichi Di‑

rector General of Chugoku Regional Devel‑

opment Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

manufactured : Multiplex Communication

Equipment 1 set

 Delivery period : 19 March, 2027

 Delivery place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B, C or D on manufac‑

ture of product or sale of product in

Chugoku Area in term of qualification

for participating in tenders by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every

Ministry and agency) for the purpose of

procurement in the fiscal year of 2025,

2026, 2027

 Time‑limit for submission of certificate :

17 : 00 25 May, 2026

 Time‑limit for tender : 17 : 00 24 June,

2026

 Contact point for the notice : KAYAMA

Masahiro Purchase Section, Contract Divi‑

sion, General Affairs Department, Chugoku

Regional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 630 Kamihatchobori, Naka‑ku,

Hiroshima‑shi, Hiroshima‑ken, 7308530

Japan TEL 0822219231 ex. 2531

 acquire the electric certificate in case of

using the Electric Procurement system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官
四国地方整備局長 奥田 晃久

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 37
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28
 調達件名及び数量 令和８年度 大洲局外
多重無線設備製造 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月15日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定は、総合評価の方法を
もって行うので、
１）総合評価のための性能、機能、技術力等
に関する書類を証明書等の受領期限までに
提出しなければならない。
２）落札決定にあたっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約希望金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載
すること。

 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、入札説明書等の交付、証明書等の提
出、入札及び契約等を電子調達システムによ
り実施する。ただし、電子調達システムによ
り難い場合は、支出負担行為担当官に願い出
た場合に限り、入札説明書等の紙による交付、
証明書等、入札書及び契約書を紙方式による
提出へ変更することができる。

 not have filed a petition for the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings under the Corporate Reorganiza‑

tion Act or the commencement of reha‑

bilitation proceedings under the Civil Re‑

habilitation Act (except those who have

done the procedure of reapplication un‑

der the notification of the competing par‑

ticipation qualification)

 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Chugoku Region‑

al Development Bureau from Time‑limit

for submission of certificate to Bid Open‑

ing

 not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned

 have proven to have actually delivered

the products concerned or the products

with performance similar to that of the

products concerned

 have proven to have prepared a system

to provide rapid after‑sale service and

maintenance for the products concerned

 have downloaded the bid manual from

the Electric Procurement system, or have

obtained the bid manual from orderer di‑

rectly

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条に示す特別
な理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物
品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付け
された四国地域の競争参加資格を有する者で
あること。

 証明書等の受領期限の日から開札の時まで
の期間に、四国地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 入札説明書等の交付を直接受けた者である
こと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札説明書等の交付、証明書等及び入札書の
提出場所等
 証明書等、入札書の提出場所（紙入札方式
の場合）、契約条項を示す場所及び問い合わ
せ先
〒7608554 香川県高松市サンポート３番
33号 四国地方整備局総務部契約課購買第一
係 電話0878518061（代表）（内線2536）
 入札説明書等の交付場所及び交付方法
１）場所 電子調達システムによる。
２）方法 電子調達システムによる。
 証明書等の受領期限 令和８年６月３日16
時00分
 入札書の受領期限 令和８年７月１日16時
00分
なお、入札書の受付開始は、上記入札書の
受領期限の日の２日前（閉庁日を除く。）の午
前９時からとする。
 開札の日時及び場所
１）日時 令和８年７月２日10時00分
２）場所 四国地方整備局入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この競争に参加
を希望する者は、所定の受領期限までに証明
書等を電子調達システムにて提出しなければ
ならない。
また、開札日の前日までの間において証明
書等の内容に関して支出負担行為担当官から
の照会があった場合は、説明しなければなら
ない。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札は無効とする。
 契約書の作成の要否 要
本業務は、契約手続を電子調達システムで
行う対象案件である。なお、電子調達システ
ムにより難い場合は、発注者の承諾を得て紙
契約方式に代えるものとする。
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 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。会計法第29条の６の規定に基づく、予算
決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成
された予定価格の制限の範囲内であり、総合
評価の性能等のうち必須とされた項目を全て
満たした者であって、各評価項目の得点合計
を入札価格で除して得た数値の最も高い者を
落札者とする。
 国土交通省競争参加資格の認定を受けてい
ない者の参加 上記２の国土交通省競争参
加資格（全省庁統一資格）の認定を受けてい
ない者であっても、証明書等及び入札書を提
出することができる。ただし、開札に当たっ
ては、開札の時に当該資格の認定を受け、か
つ競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。なお、証明書等を提出する時におい
て、当該資格の認定手続中である場合、その
状況が確認できる書面を任意様式にて添付す
ること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : OKUDA Akihisa,

Director‑General of Shikoku Regional De‑

velopment Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

procured : Manufacturing of Multichannel

Radio equipment, 1 Set

 Delivery period : 15 March, 2027

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

⒜ not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

⒝ have Grade A, B, C or D on manufac‑

ture of product or sale of product in

Shikoku Area in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every

ministry and agency) for the purpose of

procurement in the fiscal year of 2025,

2026 and 2027

⒞ not be under suspension of nomination

by Director‑General of Shikoku Regional

Development Bureau from Time‑limit for

the tender to Bid Opening

 Time‑limit for submission of certificate :

16 : 00 3 June, 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00 1 July,

2026

 Contact point for the notice : Purchase

Section, Contract Division, General Affairs

Department, Shikoku Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism, 333 Sunport,

Takamatsu‑shi, Kagawa‑ken, 7608554

Japan. TEL 0878518061 ex. 2536

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 調達件名及び数量 令和８年度 池田局統
一河川情報システム製造 一式
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
から及びは第１号１から及びに同
じ

２ 競争参加資格
、、からは第１号２、、から
に同じ
 令和７・８・９年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物
品の販売」のＡ又はＢ等級に格付けされた四
国地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。

３ 入札説明書等の交付、証明書等及び入札書の
提出場所等
からは第１号３からに同じ
 開札の日時及び場所
１）日時 令和８年７月２日11時00分
２）場所 四国地方整備局入札室

４ その他
から及びからは第１号４から及び
からに同じ
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。

５ Summary

,,,⒜⒞,,, the Same with

above (No. 1,,,⒜⒞,,,)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

procured : Manufacturing of River Informa‑

tion System equipment, 1 Set

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : In addition to 1⒜ and

⒞ above, suppliers who meet the following

requirements will be eligible to participate

in this tender ⒝ have Grade A or B on

manufacture of product or sale of prod‑

uct in Shikoku Area in terms of qualifica‑

tion for participating in tenders by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every mi‑

nistry and agency) for the purpose of pro‑

curement in the fiscal year of 2025, 2026 and

2027

５ Summary

,,,,,, the Same with above

(No. 1,,,,,,)

 the Same with above (No. 2)

 Nature and quantity of the products to be

procured : Manufacturing of debris flow

Telemetry equipment, 1 Set

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官
九州地方整備局長 垣下 禎裕

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 調達件名及び数量
令和８年度河川情報外部演算装置製造 一
式（電子入札対象案件）
 調達案件の特質等 入札説明書による。
 納入期間 契約締結日の翌日から令和９年
３月15日まで
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
入札者は、本調達案件価格のほか、本調達
案件に要する一切の諸経費を含めた契約希望
金額を見積もるものとする。

〇第３号（№３）
１ 調達内容
は第２号１に同じ
 調達件名及び数量 令和８年度 山之内局
外土石流テレメータ設備製造 一式
から及びは第１号１から及びに同
じ
は第２号１に同じ
２ 競争参加資格
からは第１号２からに同じ

３ 入札説明書等の交付、証明書等及び入札書の
提出場所等
からは第１号３からに同じ
 開札の日時及び場所
１）日時 令和８年７月２日13時30分
２）場所 四国地方整備局入札室

４ その他
から及びからは第１号４から及び
からに同じ
は第２号４に同じ
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 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
調達案件は、競争参加資格確認申請書及びそ
の添付書類（以下、「申請書等」という。）の提
出、入札及び契約を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、紙入札方式参加願、紙契
約方式承諾願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者であるこ

と。
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 開札までに令和７・８・９年度の一般競争
（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）「物
品の製造」（電気・通信用機器類）のＡ、Ｂま
たはＣ等級に格付けされた九州・沖縄地域の
競争参加資格を有する者であること。
一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統
一資格）の申請の時期及び場所については「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされていな
い者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いない者（競争参加資格に関する公示に基づ
く再申請の手続きを行った者を除く。）である
こと。
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、九州地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 入札説明書に示す納入実績があることを証
明した者であること。
 当該製造物品に関し入札説明書に示す迅速
なアフターサービス体制及び部品の供給体制
が整備されていることを証明した者であるこ
と。
 事業協同組合として申請書等を提出した場
合、その構成員は、単体として申請書等を提
出しないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者またはこれに準ずるものとして、
国土交通省発注工事等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書の交付を下記３の交付方法に
より、直接入手した者であること。

３ 入札書及び申請書等の提出場所等
 入札書及び申請書等の提出場所、契約条項
を示す場所及び問い合わせ先
〒8120013 福岡県福岡市博多区博多駅東
２丁目10番７号 国土交通省九州地方整備局
総務部契約課購買係 古賀 隆介 電話
0924763509（内線2537）
 入札説明書の交付期間 令和８年４月24日
から令和８年５月29日まで
 入札説明書の交付方法 電子調達システム
（調達ポータル）により交付する。（質問回答
等を、電子調達システムの調達資料ダウン
ロード機能を用いて行うため、資料のダウン
ロードの際に「ダウンロードした案件につい
て訂正・取消が行われた際に更新通知メール
の配信を希望する」にチェックを入れるこ
と。）
ただし、やむを得ない事由により、電子調
達システムにより入手ができない場合は、上
記３に問い合わせること。
 電子調達システムのＵＲＬ

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 電子調達システム、持参、郵送等又は電子
メールによる申請書等の提出期限 令和８年
５月29日12時00分
 電子調達システム、持参及び郵送等による
入札書の提出期限 令和８年６月23日17時00
分
 開札の日時及び場所 令和８年６月24日10
時00分 国土交通省九州地方整備局入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 競争参加資格の確認のため入札者に要求さ
れる事項 本調達案件の入札に参加を希望す
るものは、支出負担行為担当官の交付する入
札説明書に基づく申請書等を作成し、下記に
より提出しなければならない。
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、申請書等を作成し、上記３に示す
提出期限までにこれを上記３に示すＵＲ
Ｌに提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
申請書等を作成し、これを必要な証明書等
とともに上記３に示す提出期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。

 上記、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において支出負担行為担当官か
ら申請書等の内容に関する説明を求められ
た場合には、それに応じなければならない。
 上記２に掲げる一般競争（指名競争）
参加資格（全省庁統一資格）を有していな
い者も上記４により申請書等を提出する
ことができるが、競争に参加するためには、
開札までに当該資格の認定を受け、且つ競
争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。

 落札対象 申請書を基に、支出負担行為担
当官において競争参加資格が確認された入札
書のみを落札対象とする。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札、九州地方整備局競争契約入
札心得において示した条件等入札に関する条
件に違反した者のした入札、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者及び電子調達シ
ステムを利用するための電子証明書を不正に
使用した者のした入札は無効とし、無効の入
札を行った者を落札者としていた場合には落
札決定を取消す。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の範囲内の価格をもって入
札した他の者のうち最低価格をもって入札し
た者を落札者とすることがある。
また、原則として当該入札の執行における
入札執行回数は２回を限度とする。
なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として予算決算及び会計令
第99条の２の規定に基づく随意契約には移行
しない。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KAKISHITA Yoshihiro,

Director General of Kyusyu Regional De‑

velopment Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

manufactured : External River Information

Processing Unit, 1 set

 Fulfillment period : From the next day of

contract through 15 March 2027

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B or C on manufacture

of product in Kyusyu・Okinawa Area in

terms of qualification For participating

in tenders by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025, 2026

and 2027

 not have filed a petition for the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings under the Corporate Re‑

organization Act or the commencement

of rehabilitation proceedings under the

Civil Rehabilitation Act (except those

who have done the procedure of re‑

application under the notification of the

competing participation qualification)

 not be under suspension of nomination

by Director General of Kyushu Regional

Development Bureau from time limit for

the submission of application forms and

relevant documents for qualification to

Bid Opening

 be the person who proved that there is

a performance in the bid manual

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 have proven to have prepared a system

to provide rapid after sales service and

supply of goods in the bid manual for the

products concerned

 not have applied individually its mem‑

bers, if applying as a business coopera‑

tive

 not be the person that a gangster influ‑

ences management substantially or the

person who has exclusion request from

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism is continuing state con‑

cerned

 be the person who obtained a bid

manual from the person of ordering di‑

rectly

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 12 : 00 29 May 2026

 Time‑limit for tender : 17 : 00 23 June

2026

 Contact point for the notice : KOGA

Ryusuke Purchase Section, Contract Divi‑

sion, General Affairs Department, Kyusyu

Regional development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism, 2107, Hakataekihigashi, Hakata‑

ku Fukuoka city, Fukuoka, 8120013 Ja‑

pan, TEL 0924763509 ex. 2537

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
九州地方整備局副局長 酒井 浩二

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 令和８12年度港湾
情報処理システム機器１式賃貸借
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 借入期間 契約締結日から令和13年３月31
日まで
 借入場所 入札説明書による。

 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムによりがたい場合は、紙入札方式参加
願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ又
はＢ等級に格付けされた九州・沖縄地域の競
争参加資格を有する者であること。
 上記２の資格を有しない者で入札に参加
しようとする者は、開札の時までに当該資格
の決定を受け、かつ競争参加資格の確認を受
けた場合は入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 競争
参加者の資格に関する公示（令和８年３月31
日付官報）に記載されている時期及び場所で
申請を受け付ける。
 その他予決令第73条の規定に基づき、支出
負担行為担当官が定める資格を有する者であ
ること。（詳細は入札説明書による。）
 電子調達システムによる場合は、電子証明
書（ＩＣカード等）を取得していること。
なお、紙入札方式による場合は、紙入札方
式参加願を提出すること。
 一般競争入札申込書及び別紙（以下「申込
書等」という。）の提出期限の日から開札の時
までの期間に、九州地方整備局から指名停止
を受けていない者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）

に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いる者でないこと。ただし、手続開始決定後、
競争参加資格に関する公示に定める手続きを
行った者を除く。
 入札説明書の交付を３⒝から直接入手し
た者又はより直接ダウンロードにより交付
を受けた者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の交付期間等
⒜ 交付期間 令和８年４月24日から令和８
年６月15日まで
⒝ 問い合わせ及び交付場所 〒8120013
福岡市博多区博多駅東２10７ 九州地
方整備局総務部経理調達課契約管理第二係
電話0924183345

⒞ 交付方法 電子調達システム及び上記３
⒝の場所において無償で直接交付する。
なお、郵送・託送による交付も行うが、こ
の場合の送料については、別に必要とする。

 電子調達システムのＵＲＬ及び問合せ先
電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
問い合わせ先は上記３に同じ。

 申込書等及び入札書の提出先
⒜ 電子調達システムの場合
電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

⒝ 紙入札方式の場合 上記３⒝に同じ
 申込書等の提出期限 令和８年５月29日16
時00分
 入札書の提出期限 令和８年６月12日16時
30分
 開札の日時及び場所 令和８年６月15日10
時30分 九州地方整備局総務部経理調達課入
札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除

 入札参加希望者に要求される事項 この一
般競争に参加を希望する者は、本公告に示し
た業務に参加するために必要な資料を次によ
り提出しなければならない。
電子調達システムにより参加を希望する者
は、所定の提出期限までに申込書等データを
上記３に示すＵＲＬに提出しなければなら
ない。
紙入札方式により参加を希望する者は、所
定の提出期限までに申込書等を上記３⒝に
示す場所に提出しなければならない。
なお、開札日の前日までの間において必要
な証明書等の内容に関する支出負担行為担当
官からの照会があった場合には、説明しなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申込書等に虚偽の記載
をした者の入札及び入札に関する条件に違反
した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
申込書等及び入札書を提出した者であって、
予決令第79条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって
有効な入札を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
 受注後、本業務における情報保全に係る履
行体制に関する資料「情報取扱者名簿及び情
報管理体制図（別紙３）」を発注者に提出し、
同意を得ること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SAKAI Koji, Vice Di‑

rector‑General Kyushu Regional Develop‑

ment Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Lease of port information proce‑

ssingsystem equipment 1 set

 Lease period : 31 March, 2031

 Lease place : Refer to the tender explana‑

tion






令
和

年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : ⒜not come under Article

70 and 71 of the Cabinet Order concerning

the Budget, Auditing and Accounting ⒝
have Grade A or B Services in the

Kyushu・Okinawa district, in terms of the

qualification for participating in tenders by

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism (Single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal year

2025／2026／2027 ⒞meet the qualification

requirements which the Obligating Officer

may specify in accordance with Article 73

of the Cabinet Order

 Time‑limit for tender : 16 : 00, 29 May,

2026 (tender submitted by mail : 16 : 30, 12

June, 2026)

 Contact point for the notice :

SUETSUGU Yaeko, Accounting and Pro‑

curement Division, General Affairs Depart‑

ment, Kyushu Regional Development Bu‑

reau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 2107 Ha‑

kataekihigashi, Hakata‑ku, Fukuoka‑city,

8120013 Japan TEL 0924183345

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Procuring system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長 澤井 俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇特物契第 1132 号
１ 調達内容
 品目分類番号 ９
 購入等件名及び数量
鉄鎖（38㎜）850メートルほか９点買入

 調達案件及び仕様等 仕様書による。

 納入期限 令和８年９月25日
 納入場所 塩釜浮標置場ほか11箇所
 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10％に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、申請書等の提出、入札及び契約を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願、紙契約方式承諾願を提出し、
紙入札方式、紙契約方式に代えることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ、関東・
甲信越地域の競争参加資格を有するものであ
ること。
 当該部局において指名停止の措置を受け、
指名停止期間中でない者。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 経営状況や信用度が極度に悪化していない
と認められる者。
 入札業務に関し不正又は不誠実な行為を
し、契約の相手方として不適当でない者。
 電子調達システムによる場合は、電子証明
書を取得していること。

 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
政府電子調達（ＧＥＰＳ）
https://www.geps.go.jp/

電子調達システムヘルプデスク
ＴＥＬ0570014889

 入札方式による入札書等の提出場所、契約
条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び
問い合わせ先
〒1008976 東京都千代田区霞が関２

１３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管
理室第二契約係 田中 拓真 電話03
35916361 内線2831
 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説
明書含む）の交付は、電子調達システム（Ｇ
ＥＰＳ）からダウンロードすること。
https://www.geps.go.jp/

また、郵送により交付を希望する者はＡ４
判用紙が入る返信用封筒（宛先を明記する。）
並びに重量200ｇに見合う郵便料金に相当す
る郵便切手又は国際返信切手券を添付して
の係に申し込むこと。
 電子調達システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 令和
８年５月25日17時00分
 電子調達システムによる入札及び紙入札に
よる入札書の受領期限 令和８年６月17日17
時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月18日13
時30分 海上保安庁入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象業務である。

なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える
ものとする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : SAWAI Syun, Direc‑

tor General, Administration Department,

Japan Coast Guard.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 9

 Nature and quantity of the products or

service to be purchased or required. : Moor‑

ing chain (38㎜) 850 meters and other 9

kinds

 Delivery limit : 25. September. 2026.

 Delivery place : Shiogama Buoy Yard

and other 11 places

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Supplier eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause ;

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting ;

⒞ have Grade A to D level of interest in

Selling in Kanto・Koshinetsu area in

terms of the qualification for participat‑

ing in the tenders by the Ministry of

Land, Infrastructure Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in the fiscal years, 2025・
2026・2027.


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⒟ The person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

officials in charge of contract.

⒠ not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 Time‑limit for tender ; 17 : 00, 17. June.

2026.

 Contact point for the notice : TANAKA

Takuma, 2nd Contract Section, Contract

and Accounts Office, Budget Division, Ad‑

ministration Department, Japan Coast

Guard, 213, Kasumigaseki Chiyoda‑ku,

Tokyo, 1008976 Japan. TEL 033591
6361 ext. 2831

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

契約担当官 陸上自衛隊富士学校
会計課長 北川 陶子

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 22
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量
移動式空調機借上及び据付役務（総額契約）

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札は、品目ごと、それぞれ入
札に付する。なお、落札決定に当たっては、
入札書に記載された金額に当該金額の10％に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ているものは、同条中、特
別な理由がある場合に該当する。

 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度防衛省競争参加資格
（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ・Ｂ・
Ｃ又はＤ等級に格付けされ、「関東・甲信越」
又は「東海・北陸」の競争参加資格を有する
者であること。
 防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防
衛装備庁長官のいずれか該当する者又は陸上
幕僚長から指名停止等の措置を受けている期
間中の者でないこと。
 前号により現に指名停止を受けている者と
資本関係又は人的関係のある者であって、当
該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役
務請負について防衛省と契約を行うとする者
でないこと。（詳細は入札説明書による。）
 原則、現に指名停止を受けている者の下請
負については認めないものとする。ただし、
真にやむを得ない事由を防衛省大臣官房衛生
監が認めた場合には、この限りではない。
 警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質
的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる
ものとして、国発注業務等から排除要請があ
り、当該状況が継続している者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒4101432 静岡県駿東郡小山町須走481
番27号 陸上自衛隊富士学校総務部会計課契
約班契約係長 電話0550752311 内線
2232
メールアドレス
cont_fin-adm-fsh@inet.gsdf.mod.go.jp

 入札説明書の交付方法 随時交付する
 入札書の受領期限 令和８年６月19日午後
５時00分まで。ただし、入札書を持参する場
合は開札の日時までとする。
 開札の日時及び場所 令和８年６月22日午
前10時00分 陸上自衛隊富士学校本部庁舎Ｂ
１Ｆ会計課入札室
 郵便入札があった場合の再度入札の日時及
び場所 令和８年６月24日午前10時00分 陸
上自衛隊富士学校本部庁舎Ｂ１Ｆ会計課入札
室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を受領
期限までに提出しなければならない。入札者
は、開札日の前日までの間において、契約担
当官等から当該書類に関し、説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の行った入札、入札者に求められる
義務を履行しなかった者の行った入札及び入
札に関する条件に違反した入札は無効とす
る。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

Procuring entity : Touko Kitagawa, the

Contract Officer, Chief of Finance De‑

partment, Fuji School, Japan Ground Self

Defense Force.

 Classification of the products to be Pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the services to be

provided : mobile air conditionr rental and

installation services (contract of the total

amount)

 Delivery Period : as in the tender do‑

cumentation

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade : A or B or C or D in the

Provision of services in terms of The

qualification for participating in tenders

by Ministry of Defense (Single qualifica‑

tion For every ministry and agency) in

The fiscal years 2025／2026／2027.

 The person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

Ministry of Defense.

 Not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Japanese government is con‑

tinuing state concerned Details are writ‑

ten in the tender instructions.

 Those who are admitted to have justifi‑

able reasons by the official incharge of

the suspension of the nomination shall

exempted from these qualifications

stated above.

 Are not being suspended from Trans‑

actions by request of National Polise

Agency.

 Time limit for tender : 10 : 00 a.m. 22 June

2026 (tenders submitted by mail : 5 : 00 p.m.

19 June 2026

 Contact point for the notice : Chief clerk,

Contract section, Finance Department, Fuji

School, Japan Ground Self Defense Force,

48127, Subashiri, Oyama‑town, Shizuoka

4101432 Japan, TEL. 81550752311

EXT. 2232 Mail address cont_fin-adm-
fsh@inet.gsdf.mod.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

国立研究開発法人情報通信研究機構
契約担当理事 中山 裕司

◎調達機関番号 816 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 2026年度 ＧＰＵ
サーバー 一式



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 調達件名の特質等 仕様書による。
 納入期限 契約の日の翌日から起算して
120日以内
 納入場所 仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
 本案件は、電子入札システムで行う対象調
達案件であるため、原則電子入札システムに
より入札に参加すること。なお、電子入札シ
ステムによりがたい者は、紙入札参加承認申
請書を提出すること。

２ 競争参加資格
 情報通信研究機構契約事務細則第３条及び
第４条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度の国の競争参加資格
（全省庁統一資格）又は情報通信研究機構に
よる競争参加資格を有すると認められた者で
あること。
 情報通信研究機構、総務省又は他府省等か
ら指名停止を受けている期間中でないこと。
ただし、総務省又は他府省等における処分
期間については、当機構の処分期間を超過し
た期間は含めない。
 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。

３ 入札書の提出場所等
 電子入札システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先 情報通信研究機構電子入札システム
https://www.ep-bid.supercals.jp/
ebidGoodsAccepter/index.jsp?
KikanNo=1390300
問い合わせ先は、以下に同じ。

 紙入札方式による場合の問い合わせ先
〒1848795 東京都小金井市貫井北町４
２１ 情報通信研究機構財務部契約室 伊
藤 千穂 電話0423277505

 入札説明書の交付方法 令和８年４月24日
から令和８年６月15日まで、情報通信研究機
構電子入札システム内、入札情報システムよ
りダウンロードすること。
 電子入札システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 令和
８年６月15日12時00分
 電子入札システムによる入札書の受領期限
令和８年７月２日12時00分
※紙入札書により入札参加する場合も、上記
時刻までに３あてに提出すること。

 開札の日時及び場所 令和８年７月３日10
時00分 情報通信研究機構入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に入札
説明書に示した書類を添付して、入札書の受
領期限までに提出しなければならない。また、
入札者は、開札日の前日までの間において、
当機構から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 詳細は入札説明書及び仕様書による。
５ Summary

 Contracting entity : Hiroshi Nakayama,

Vice President, Member of the Board of Di‑

rectors, National Institute of Information

and Communications Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : GPU Server for Fiscal Year

2026, 1 set

 Delivery period : Within 120 days from

the day following the contract date

 Delivery place : As per the specifications

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Manufacturers or Re‑

tailers eligible for participating in the pro‑

posed tender are those who shall :

⒜ Not come under Article 3 and 4 of the

Regulation concerning the Contract for

NICT

⒝ Have been qualified through the quali‑

fications for participating in tenders by

NICT, or through Single qualification for

every ministry and agency in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027

⒞ Not be suspended from transaction by

the request of NICT, Ministry of Internal

Affairs and Communications or all other

prefectures. Within the suspended term

by those above, only the term exceeding

the suspended term by the request of

NICT is not included

⒟ Acquire the electric certificate in case

of using the Electric Bidding system

https://www.ep-bid.supercals.jp/
ebidGoodsAccepter/index.jsp?

KikanNo=1390300

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 12 : 00 15 June 2026

 Time limit for tender : 12 : 00 2 July

2026

 Contact point for the notice : Chiho Ito,

Contract Office, Financial Affairs De‑

partment, National Institute of Information

and Communications Technology, 421

Nukui‑Kitamachi Koganei‑shi Tokyo 184
8795 Japan TEL 0423277505

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

調達部長 辻 宏司
◎調達機関番号 587 ◎所在地番号 13
〇26 ＨＭ 00036 ＡＰＫＪ
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達サービス及び数量 2026年度2027年
度 将来航空機開発利用に向けたマルチＰＬ
Ｍ検証システムへの機能追加及び、検証支援

 調達サービスの特質等 調達仕様書によ
る。
 履行期限 調達仕様書による。
 履行場所及び借入場所 調達仕様書によ
る。
 入札金額 入札金額は、本調達を実施する
ために必要な総価とする。落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額の10％に相当
する額を加算した金額をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税に係る課税事業者
であるか、免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。
また、同価の入札を行った者が２人以上あ
るときは環境活動への取り組みが優れた入札
者を落札者とするため、環境会計公表、ＩＳ
Ｏ14001の報告を含む環境報告書発行、ＩＳ
Ｏ14001認証取得又は同等の環境活動評価プ
ログラム実施、環境管理部門の設置の取り組
みを行っている場合は、それを確認できる書
類等を用意すること。さらに環境活動への取
り組みが同等であった場合、くじで落札者を
決定する。詳細は入札説明書による。

２ 競争参加資格
 競争参加資格 国の競争参加資格（全省庁
統一資格）において、令和８年度に「役務の
提供等」又は「物品の製造」のＡ、Ｂ、Ｃ等
級に格付けされている者であること。
※技術力ある中小企業者等の入札参加機会の
拡大について「物品の製造」「物品の販売」「役
務の提供等」に関する入札については、中小
企業者等が、参加しようとする入札物件等の
分野における技術力等を証明できれば、保有
している入札参加資格の等級にかかわらず、
入札への参加を可能とする。詳細および申請
方法は、次の経済産業省のウェブページを確
認のこと。
・技術力ある中小企業者等の入札参加機会の
拡大についてのご案内 （経済産業省）
https://www.meti.go.jp/information̲2/

publicoffer/sanka̲shikaku/gijyuturyoku̲

chusyo.html

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 競争に参加できない者 競争に係る契約を
締結する能力を有しない者及び破産者で復権
を得ない者。資格審査申請書及びその添付書
類に故意に虚偽の事実を記載した者、警察当
局から、暴力団員が実質的に経営を支配する
業者又はこれに準ずるものとして、建設工事
及び測量等、物品の販売及び役務の提供等の
調達契約からの排除要請があり、当該状態が
継続している者等。

３ 入札説明書の交付場所等
 問い合わせ先 〒1828522 東京都調布市
深大寺東町７44１ 調布航空宇宙セン
ター 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機
構 プロジェクト調達室 當間 美穂 ＴＥ
Ｌ07031177573
E‑mail CHOFU-REKEI@ml.jaxa.jp

 入札説明書の交付方法 令和８年４月24日
から令和８年５月15日 入札情報公開システ
ムにてダウンロード。なお、ダウンロードに
必要となるパスワードは、上記３にメール
で問い合わせること。その際、発注図書は秘
密保持約款に同意し、秘密保全に関する管理
者の通知を行ったものにのみ交付する。交付
請求を行う際には、「秘密保持約款への同意及
び秘密保全に関する管理者の通知について」
をＰＤＦファイルで提出すること。本同意書
の提出にあたっては、押印・郵送又は改ざん
不可能な形式での電子署名・メールによる提
出とする。
（秘密保持約款）
http://stage.tksc.jaxa.jp/compe/pdf/

yakkanfy30.pdf

（秘密保持約款への同意及び秘密保全に関す
る管理者の通知について）
http://stage.tksc.jaxa.jp/compe/pdf/

yakkanfy26-1.docx
 入札説明会の日時及び場所 令和８年５月
19日（火）11時00分 国立研究開発法人宇宙
航空研究開発機構 Web会議（Microsoft

Teamsを想定） ※入札に参加する者は、
必ず入札説明会に参加することとする。本説
明会への参加を希望する場合は、開催前日ま
でに上記の問合せ先へ、メールにて参加の
意思および参加人数を伝えること。事前連絡
のない者の本説明会への参加は認めない。

 入札書の提出期限及び入札書の提出方法
令和８年６月10日（水）14時00分 電子入札
システム等により提出すること。
 開札の日時及び場所 令和８年６月10日
（水）14時01分 電子入札システム等により
行う。

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨とする。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 入札に参加する
者は、入札説明書で定める所要の証明書等を
提出し、本契約の履行が可能であることを証
明すること。入札者は、開札日の前日までの
間において調達部長及び調達部長から指名さ
れた者から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件のない者の入札及び入札の条件に違
反した入札等。詳細は入札説明書による。
 契約書の要否 要
 落札者の決定方法 上記４に記載する書
類等の審査の結果、認められた者で、当機構
が定める予定価格の範囲内の最低価格で入札
を行ったものを落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary
 Contracting Entity Tsuji Hiroji, Director

of Procurement Department, Japan Ae‑

rospace Exploration Agency (JAXA)
 Classification of the products to be pro‑

cured 71, 27
 Nature and quantity of the products to be

procured ; FY2026  FY2027 Functional

Upgrade to the MultiPLM Test System

and Test support for Future Aircraft Devel‑

opment Use Cases
 Fulfillment Deadline Refer to each speci‑

fication
 Fulfillment Place Refer to each specifica‑

tion
 Qualifications for participating in the

tendering procedures Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have the Grade A, B, C qua‑

lification during fiscal year 2026 in offer of

Services or Manufacturing participating

in tenders by Single qualification for every

ministry and agency

 Time‑limit for tender : 14 : 00, June 10,

2026

 Contact point for the notice Tohma Miho

Project Procurement Office 7441

Jindaiji Higashi‑machi, Chofu‑shi, Tokyo,

1828522. TEL07031177573

E‑mail CHOFU-REKEI@ml.jaxa.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
八戸工業高等専門学校事務部長 佐々木健一
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 02
１ 調達内容
 品目分類番号 12、24
 購入等件名及び数量
教育用CAD/CAMシステム 一式

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 八戸工業高等専門学校
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0391192 八戸市大字田面木字上野平

16１ 八戸工業高等専門学校総務課調達・
施設係 小笠原康晃 電話0178277230
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年５月
13日16時00分 八戸工業高等専門学校管理棟
３階中会議室
 入札書の受領期限 令和８年６月16日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月30日14
時00分 八戸工業高等専門学校管理棟３階中
会議室

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に東北地域の「物品の販売」
のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている者で
あること。
 調達特定役務に係る迅速なアフターサービ
スの体制が整備されていることを証明した者
であること。
 本公告に示した物品を契約担当役が指定す
る日時、場所に十分に納入することができる
ことを証明した者であること。

 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第６条の規定に基づき、契約担当
役が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した特定役務を履行できることを証明
する書類を添付して入札書の受領期限までに
提出しなければならない。入札者は、開札日
の前日までの間において、契約担当役から当
該書類に関し説明を求められた場合は、それ
に応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した特定役
務を履行できると契約担当役が判断した入札
者であって、独立行政法人国立高等専門学校
機構契約事務取扱規則第16条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った入札者を落
札者とする。
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 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kenici Sasaki, The Ob‑

ligating Officer Director‑General Adminis‑

tration Bureau, National Institute of Tech‑

nology Hachinohe College

 Classification of the services to be pro‑

cured : 12, 24

 Nature and quantity of the services to be

required : Educational CAD／CAM System

1 Set

 Delivery period : By 26 February, 2027

 Delivery place : National Institute of

Technology, Hachinohe College

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Technology Furt‑

hermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Tohoku area in sales of product for par‑

ticipating in tenders by Single qualifica‑

tion for every ministry and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service for the

procured services,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer Director‑

General may specify in accordance with

Article 6 of the Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer Director‑General.

 Time limit of tender : 17 : 00 16 June,

2026

 Contact point for the notice : Yasuaki

Ogasawara, Procurement Section, Ac‑

counting Division, National Institute of

Technology Hachinohe College, 161 Aza

Uwanotai Oaza Tamonoki Hachinohe‑shi

0391192 Japan, TEL 0178277230

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。

 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に全国いずれかの地域の「物
品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ
ている者であること。なお、当該競争参加資
格については、令和５年３月31日付け号外政
府調達第60号の官報の競争参加者の資格に関
する公示の別表に掲げる申請受付窓口におい
て随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第６条の規定に基づき、契約担当
役が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒7422193 山口県大島郡周防大島町大字
小松1091番地１ 大島商船高等専門学校総務
課契約係 電話 0820745588

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年６月19日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年７月７日14
時00分 大島商船高等専門学校管理棟１階小
会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tsuyoshi Ozawa, The Ob‑

ligating Officer Director‑General Adminis‑

tration Bureau, National Institute of Tech‑

nology, Oshima College

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : ECDIS simulator 1 Set

 Delivery period : By 25 March, 2027

 Delivery place : National Institute of

Technology, Oshima College Shipping

Technology Department Simulator center,

Radio Navigation Instruments Laboratory

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

Institute of National Colleges of Technol‑

ogy, Japan Furthermore, minors, Person

under Conservatorship or Person under

Assistance that obtained the consent nec‑

essary for concluding a contract may be

applicable under cases of special reasons

within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in sales of

product for participating in tenders by

Single qualification for every ministry

and agency,

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立高等専門学校機構
契約事務取扱規則第16条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
大島商船高等専門学校事務部長 小澤 強
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 35
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 ＥＣＤＩＳシミュ
レータ 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月25日
 納入場所 大島商船高等専門学校 商船学
科シミュレータセンター、電波計器実験室
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構
弓削商船高等専門学校事務部長 渡邊 真一
◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 38
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 レーダー・ARPA

シミュレータ 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 弓削商船高等専門学校学術支援
センター

 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に「物品の製造又は物品の販
売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている
者であること。なお、当該競争参加資格につ
いては、令和８年３月31日付け号外政府調達
第58号の官報の競争参加者の資格に関する公
示の別表に掲げる申請受付窓口において随時
受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を契約担当役が指定す
る日時、場所に十分に納入することができる
ことを証明した者であること。
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第６条の規定に基づき、契約担当
役が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒7942593 愛媛県越智郡上島町弓削下弓
削1000番地 弓削商船高等専門学校総務課契
約係 村上 竜一 電話 0897774615
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年６月15日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年７月６日13
時30分 弓削商船高等専門学校第一会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立高等専門学校機構
契約事務取扱規則第16条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the ob‑

ligating Officier,

Ｅ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer may spec‑

ify in accordance with Article 6 of the

Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer.

 Time limit of tender : 17 : 00 19 June,

2026

 Contact point for the notice : Taisuke

Toyoda, Procurement Section, General Af‑

fairs Division, National Institute of Tech‑

nology, Oshima College, 10911 Koma‑

tsu, Suouoshima‑cho Oshima‑gun Yamagu‑

chi, 7422193 JAPAN, TEL 082074
5588

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Shinichi Watanabe, The

Obligating Officer Director‑General Admin‑

istration Bureau, National Institute of

Technology (KOSEN), Yuge College

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Rader／ARPA (Automatic

Rader Plotting Aids) simulator 1 Set

 Delivery period : By 31 March, 2027

 Delivery place : Academic Support Cen‑

ter of National Institute of Technolo‑

gy (KOSEN), Yuge College

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Technology

(KOSEN) Furthermore, minors, Person

under Conservatorship or Person under

Assistance that obtained the consent nec‑

essary for concluding a contract may be

applicable under cases of special reasons

within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in manu‑

facture of product or sales of product for

participating in tenders by Single qualifi‑

cation for every ministry and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer Director‑

General may specify in accordance with

Article 6 of the Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer Director‑General.

 Time limit of tender : 17 : 00 15 June,

2026

 Contact point for the notice : Ryuichi Mu‑

rakami, Procurement Section, Accounting

Division, National Institute of Techno‑

logy (KOSEN), Yuge College, 1000 Shi‑

moyuge Yuge Kamijima‑cho Ochi‑gun

Ehime 7942593 Japan, TEL 089777
4615

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.


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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

財務契約部長 松本 尚也
◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 081418２号
１ 調達内容
 品目分類番号 12
 購入等件名及び数量 小型無人機対処資機
材の購入 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月19日（詳細は仕様
書による。）
 納入場所 国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構（詳細は仕様書による。）
 入札方法
 総価で行う。
 落札決定については、入札書に記載され
た金額に当該金額の100分の10に相当する
額を加算した額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数を切り捨てた金
額）をもって落札価格とするので、入札者
は、消費税に係る課税事業者であるか、免
税事業者であるかを問わず、見積もった契
約希望金額の110分の100に相当する金額を
入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人及び被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
競争参加者資格審査又は国の競争参加者資格
（全省庁統一資格）のいずれかにおいて、当
該年度における「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付けされている者であるこ
と。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
契約部長から取引停止にされている期間中の
者でないこと。

 警察当局から、国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構に対し、暴力団員が実質的に
経営を支配している業者又はこれに準ずるも
のとして、建設工事及び測量等、物品の製造
及び役務の提供等の調達契約からの排除要請
があり、当該状況が継続している者でないこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出及び入札説明書並びに契約条
項の交付は、電子入札システム等により実施
するものとする。
問い合わせ先 〒3191184 茨城県那珂郡
東海村大字舟石川765番地１ 国立研究開発
法人日本原子力研究開発機構 財務契約部
事業契約第２課 電話07013884158
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子入札システム又は上記３の問合せ先にて
交付する。
 入札説明会の日時及び場所 〒3191184
茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地１
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
本部 １階 入札室２ 令和８年５月12日13
時30分
 入札書の受領期限及び入札書の提出方法
令和８年７月３日17時00分までに電子入札シ
ステム等を通じて提出すること。
 開札の日時及び場所 令和８年７月９日15
時00分 電子入札システム等により行う。

４ 電子入札システムの利用
本件は、日本原子力研究開発機構電子入札シ
ステム等を利用した応札及び入開札手続により
実施するものとする。
５ その他
 契約手続に用いる言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 この一般競争に参加を希望する者は、封
かんした入札書のほかに、当機構の交付す
る入札説明書に定める入札仕様書等及び必
要な証明書等を入札書の受領期限までに提
出しなければならない。また、入札者は、
開札日の前日までの間において、入札仕様
書及び必要な証明書等について、説明若し
くは協議を求められた場合は、それに応じ
なければならない。

 上記の提出書類に基づき当該物品等の
納入が可能な者であると判断した者を落札
対象とする。

 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 その他詳細は、入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity ; Matsumoto Naoya, Di‑

rector of Financial Affairs and Contract

Department, Japan Atomic Energy Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 12

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; Procurement of Unmanned aer‑

ial vehicle Detection system, 1 set

 Delivery deadline ; By 19 March 2027

 Delivery place ; Japan Atomic Energy

Agency (Appointed place)

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Suppliers eligible for

participating in the proposed tendering are

those who shall ; not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting, furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained the

consent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause, not come

under Article 71 the Cabinet Order concern‑

ing the Budget, Auditing and Accounting,

have been qualified through the qualifica‑

tions for participating in tenders by Japan

Atomic Energy Agency, or through Single

qualification for every ministry and agency,

prior to the tendering, not be currently

under suspension of nomination by Director

of Contract Department, Japan Atomic En‑

ergy Agency

 Time limit for tender ; 17 : 00, 3 July 2026

 Contact point for the notice ; Contract

Section 2, Financial Affairs and Contract

Department, Japan Atomic Energy Agency,

7651, Funaishikawa Tokai‑mura Naka‑

gun Ibaraki‑ken 3191184 Japan. TEL

07013884158

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構
弘前総合医療センター院長 袴田 健一

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 02
〇第 00804 号（№00804）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 庁舎電力（交流３相
３線式、供給電圧6000ボルト）予定使用電
力量 6674825kWh

 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 使用期間 令和８年７月１日から令和９年
６月30日まで。
 需要場所 独立行政法人国立病院機構弘前
総合医療センター
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単一の単価（月額）及
び使用電力量に対する単価（同一月における
時間帯別単価においては、それぞれ単一のも
のとする。）を記載すること。（小数点以下を含
むことができる。）落札の決定は、当院が提示
する予定使用電力量の対価を入札書に記載さ
れた入札金額に従って計算した総価で行うの
で、当該総価を上記の単価と併せて記載する
こと。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110 分の100 に相当する金
額を入札書に記載すること。
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２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６ 条の規定に該当しない者で
あること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一格）
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付
され、東北地域の競争参加資格を有する者で
あること。なお、当該競争参加資格について
は、令和８年３月31日付け号外政府調達第58
号の官報の競争参加者の資格に関する公示の
別表に掲げる申請受付窓口において随時受け
付けている。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 購入される電力を経理責任者が指定する日
時、場所に十分供給することができることを
証明した者であること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒0368545 青森県弘前市大字富野町１番
地 独立行政法人国立病院機構弘前総合医療
センター 業務班長 砂山 有 電話
0172324313 内線6033
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年５月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年５月26日10
時00分 院内会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Sales of prod‑

ucts for participatingin tenders by Min‑

istry of Health, Labour and Welfare

(Single qualification for every ministry

and agency) in Tohoku Region ;

 Have permission to be a general elec‑

tric enterprise in accordance with article

2, section 2 of the Electricity Utilities In‑

dustry Law ;

 prove that they can deliver the electric‑

ity, on the date and to the place specified

by the Obligating Officer ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 5 : 00 P.M. May

25, 2026

 Contact point for the notice : Yu

Sunayama, Deputy Director, Accounting

Division, National Hospital Organization

Hirosaki General Medical Center, 1 To‑

mino‑cho Hirosaki‑shi Aomori‑ken 036
8545, Japan. TEL 0172324313 ext. 6033

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
経理責任者
独立行政法人国立病院機構岩手病院長

齋藤 桂一
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 03
〇第 01302 号 （№01302）
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 庁舎電力・病院 交
流３相３線式、供給電圧6000ボルト 予定
使用電力量 2405168kWh（１年間）
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。

 使用期間 令和８年７月１日から令和９年
６月30日まで。
 納入場所 独立行政法人国立病院機構岩手
病院
 入札方法
入札金額は、各社において設定する契約電
力に対する単一の単価(月額)及び使用電力料
に対する単価（同一月における時間帯別単価
においては、それぞれ単一のものとする。）を
記載すること。（小数点以下を含むことができ
る。）落札の決定は、当院が提示する予定使用
電力量の対価を入札書に記載された入札金額
に従って計算した総価で行うので、当該総価
を上記の単価と併せて記載すること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付
され、東北地域の競争参加資格を有する者で
あること。
 電気事業法第２条第２項の規定に基づき、
小売電気事業者の登録を受けている者である
こと。
 購入される電力を経理責任者が指定する日
時、場所に十分供給することができることを
証明した者であること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kenichi Hakamada, Di‑

rector, National Hospital Organization Hi‑

rosaki General Medical Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

required : Electricity of public office build‑

ing (6,000Ｖ) contract : 6,674,825kWh

 Fulfillment period : From July 1, 2026 th‑

rough June 30, 2027

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization Hirosaki General Medical Cen‑

ter

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained theconsent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

日の前日までの間において、経理責任者から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。ただし、落札者とな
るべき者の入札価格によっては、その者によ
り該当契約の内容に適合した履行がなされな
いおそれがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適
当であると認められるときは、予定価格の制
限の範囲内の価格をもって入札した他の者の
うち最低の価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 詳細は入札説明書による。
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３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒0210056 岩手県一関市山目字泥田山下
48 独立行政法人国立病院機構岩手病院 契
約係 富樫 薫 電話0191252223（直
通）
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年５月25日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年５月26日11
時00分 院内会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、経理責任者から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法
契約細則第21条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低の価格を
もって有効な入札を行った入札者を落札者と
する。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Keiichi Saito, Director,

National Hospital Organization Iwate Na‑

tional Hospital

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity of public office buil‑

ding (Hospital 6,000V) contract :

2,405,168kWh (1year)

 Fulfillment period : From July 1, 2026 th‑

rough June 30, 2027

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization Iwate National Hospital

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

東京医療センター院長 小林 佳郎
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 13
〇第 03806 号（№03806）
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 内視鏡診断治療シス
テム 一式 賃貸借
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 履行期間 令和８年６月１日から令和13年
５月31日まで。
 納入場所 独立行政法人国立病院機構東京
医療センター
 入札方法 入札金額については、購入物品
のほか、納入に要する一切の費用を含めた額
とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。

 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格
付され、関東・甲信越地域の競争参加資格を
有する者であること。なお、当該競争参加資
格については、令和８年３月31日付け号外政
府調達第58号の官報の競争参加者の資格に関
する公示の別表に掲げる申請受付窓口におい
て随時受け付けている。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書及び技術仕様書の提出場所、契約条
項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問
い合わせ先 〒1528902 東京都目黒区東が
丘２丁目５番１号 独立行政法人国立病院機
構東京医療センター契約係 松原 愛 電
話0334110118（直通）
E‑mail : matsubara.ai.fe@mail.hosp.go.jp

 入札説明書の交付方法 の場所にて交付
する。
 入札説明会の日時及び場所 の場所にて
随時説明する。
 入札書及び技術仕様書の受領期限 令和８
年５月27日17時00分
 開札の日時及び場所 令和８年５月28日14
時00分 管理棟６階地域医療研修センター

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類を添付して入札書の受領期
限までに提出しなければならない。入札者は、
開札日の前日までの間において、経理責任者
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Sales of prod‑

ucts for participating in tenders by Min‑

istry of Health, Labour and Welfare

(Single qualification for every ministry

and agency) in Tohoku Region ;

 It must be a person as the general elec‑

tric utility based on regulations of the

electricity enterprises act who is doing

based on regulations of permitted person

or this law as for specific scale electric

entrepreneurs wrriten report.

 prove that they can deliver the electric‑

ity, on the date and to the place specified

by the Obligating Officer ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Timelimit for tender : 5 : 00 P. M. May 25,

2026

 Contact point for the notice : Kaoru

Togashi, Clerk, Accounting Division, Na‑

tional Hospital Orgaization Iwate National

Hospital, 48 Aza Dorotayamashita Ya‑

manome Ichinoseki‑shi Iwate‑Ken 021
0056, Japan. TEL019125ー2223






令
和

年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると経理責任者が判断した資料を添
付して入札書を提出した入札者であって、契
約細則第21条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で、入札説明書で定め
る総合評価の方法をもって落札者を定める。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshiro Kobayashi, Di‑

rector, National Hospital Organization

Tokyo Medical Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the services to be

required : Endoscopic diagnosis and treat‑

ment system set Rental

 Fulfillment Period : From June 1, 2026 th‑

rough May 31, 2031

 Delivery place : National Hospital Orga‑

nization Tokyo Medical Center

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Service Offer

for participating in tenders by Ministry

of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in Kanto‑Koshinetsu Region ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 27 May

2026

 Contact point for the notice : Ai

Matsubara, Accounting Division, National

Hospital Organization Tokyo Medical Cen‑

ter, 251 Higashigaoka, Meguro‑ku

Tokyo, 1528902, Japan. TEL 033411
0118

E‑mail : matsubara.ai.fe@mail.hosp.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

米子医療センター院長 鰤岡 直人
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 31
〇第 10201 号（№10201）
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 放射線治療計画シス
テム 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和８年12月31日
 納入場所 独立行政法人国立病院機構米子
医療センター
 入札方法 入札金額については、に定め
る履行期限までに行う購入等件名の履行に
要する一切の費用を含めた額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。

 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。

 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、
Ｃ、Ｄの等級に格付され、中国地域の競争参
加資格を有する者であること。なお、当該競
争参加資格については、令和８年３月31日付
け号外政府調達第58号の官報の競争参加者の
資格に関する公示の別表に掲げる申請受付窓
口において随時受け付けている。
 薬機法に基づく医療器具の販売業の届出を
していることを証明した者であること。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒6830006 鳥取県米子市車尾４17１
独立行政法人国立病院機構米子医療セン

ター 企画課長 折出 公生 電話0859
337115（内線2137）
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年６月15日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月16日11
時30分 ３階会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した件名を履行できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、経理責任者から当該類
に関し説明を求められた場合は、それに応じ
なければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。

 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により該当契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Naoto Burioka, Director,

National Hospital Organization Yonago

Clinical Center

 Classification of the services to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the services to be

required : Radiation therapy planning sys‑

tem 1 set

 Delivery period : December 31, 2026

 Delivery place : National Hospital Orga‑

nization Yonago Clinical Center

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may beapplicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B, C, D in Service Of‑

fer for participating in tenders by Minis‑

try of Health, Labour and Welfare (Sing‑

le qualification for every ministry and

agency) in Chugoku Region ;






令
和

年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 prove to have prepared a system to

provide rapid response for maintenance

of the procured service ;

 meet the qualification requirements

which director may specify in accordance

with Article 4 of the Regulation ;

 Time limit of tender : 5 : 00 P.M. June 15,

2026

 Contact point for the notice : Kimio

Oride, Director, Accounting Division, Na‑

tional Hospital Organization Yonago Clin‑

ical Center 4171 Kuzumo Yonago‑shi

Tottori‑ken 6830006, Japan. TEL 0859
337115 (ext. 2137)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

九州がんセンター院長 森田 勝
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 40
〇第 12701 号（№12701）
１ 調達内容
 品目分類番号 22
 購入等件名及び数量 抗がん剤ロボット
一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 独立行政法人国立病院機構九州
がんセンター
 入札方法 入札金額については、購入物品
のほか、納入に要する一切の費用を含めた額
とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、

被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ
又はＣ等級に格付され、九州・沖縄地域の競
争参加資格を有する者であること。なお、当
該競争参加資格については、令和８年３月31
日付け号外政府調達第58号の官報の競争参加
者の資格に関する公示の別表に掲げる申請受
付窓口において随時受け付けている。
 薬機法に基づいて医療機器の販売業の許可
を得ていることを証明した者であること。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8111395 福岡市南区野多目３丁目１番
１号 独立行政法人国立病院機構九州がんセ
ンター業務班長 須股 豊智 電話092
5416104 内線2242
 入札書の受領期限 令和８年６月22日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月29日11
時00分 会議室１

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、経理責任者から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。

 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masaru Morita, Director,

National Hospital Organization Kyushu

Cancer Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Chemotherapy Drug Compoun‑

ding Robot 1 Set

 Delivery period : as in tender do‑

cumentation

 Delivery place : National Hospital Orga‑

nization Kyushu Cancer Center

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for conclud‑

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Manufactur‑

ers of products or Sales of products for

participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in Kyushu‑Okinawa Region ;

 prove to have obtained the license for

selling a medical instrument in accor‑

dance with the Pharmaceutical Affairs

Law ;

 prove to have prepared a system to

provoide rapid after‑sale service and

maintenance for the procured products ;
 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;
 Time‑limit for tender : 5 : 00 P.M. June

22, 2026
 Contact point for the notice : Toyonori

Sumata, Section Chief Division, National

Hospital Organization Kyushu Cancer Cen‑

ter, 311, Notame, Minami‑ku, Fu‑

kuoka‑shi, Fukuoka‑ken 8111395, Japan.

0925416104 ext. 2242

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

全国健康保険協会理事長 北川 博康
◎調達機関番号 427 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び予定数量 け ん ぽ ア プ リ
（バージョン１）開発に係る工程管理等支援
業務
 調達案件の仕様等 調達仕様書等による。
 委託期間 調達仕様書等による。
 納入場所 全国健康保険協会が指定する場
所
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、入札金額を記載した
入札書及び提案書を提出すること。なお、落
札決定に当たっては、入札書に記載された金
額をもって落札判定を行うので、入札者は、
消費税等に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、税抜額を入札書に記載
すること。

２ 競争参加資格
 全国健康保険協会会計細則第30条及び第31
条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一参加資格）「役務の提供等」の
Ａの等級に格付けされ、関東・甲信越地域の
競争参加資格を有するものであること。なお、
当該競争参加資格については、令和８年３月
31日付け号外政府調達第58号の官報の競争参
加者の資格に関する公示の別表に掲げる申請
受付窓口において随時受け付けている。
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 当該案件を確実に履行できると認められる
者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 損害賠償請求を全国健康保険協会から受け
ていない者であること。
 全国健康保険協会から業務等に関し競争参
加資格停止措置を受けている期間中でないこ
と。
 厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康
保険又は船員保険の適用を受けている者に
あっては、直近１年間について保険料の未納
がない者、健康保険組合等の適用を受けてい
る者にあっては、直近１年間について厚生年
金保険料に未納がない者であること。また、
厚生年金保険の適用を受けない場合は、事業
主が直近１年間について国民年金の未加入及
び国民年金保険料の未納がない者であるこ
と。
 プライバシーマーク付与認定または、

ISMS（Information Security Management

System）やＩＳＯ／ＩＥＣ27001（国際認証）
又はＪＩＳ Ｑ 27001（日本産業標準）のう
ち、いずれかの認証を受けている者であるこ
と。もしくは、それに準じた個人情報の取扱
いに関する内容を事業者独自の規約等で確立
されている者であること。
 品質保証に係る認証・資格として、ＩＳＯ
9001：2015の認証又はＣＭＭＩレベル２以上
またはこれと同等の認証を受けている者であ
ること。もしくは、それに類する同水準の品
質管理体制を有している者であること（品質
保証や品質方針、品質マネジメントやリスク
マネジメント方法、責任の所在等、事業者独
自の規約等での確立）。
 入札に参加しようとする者は、協会が別に
指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を
提出すること。入札に参加した者が、誓約書
を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは
誓約書に反することとなったときは、当該者
の入札を無効とする。

 過去１年以内に厚生労働省所管法令違反に
より行政処分を受けていないこと。ただし、
次の各号に掲げる労働基準関係法令の違反に
より労働基準監督機関から使用停止等命令を
受けたが、是正措置を行い「使用停止等命令
解除通知書」を受理している場合は、この限
りではない。
ア 労働基準法
イ 労働安全衛生法
ウ 最低賃金法
エ 賃金の支払の確保等に関する法律
オ 家内労働法
カ 作業環境測定法
キ じん肺法
ク 炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関す
る特別措置法

 過去１年以内に厚生労働省所管法令違反に
より送検され、この事実を公表されていない
こと。
 過去１年以内に厚生労働省所管法令に基づ
く公表制度により、又は違法な長時間労働や
過労死等が複数の事業場で認められた企業と
して、平成29年１月20日付け基発0120第１号
厚生労働省労働基準局長通達「違法な長時間
労働や過労死等が複数の事業場で認められた
企業の経営トップに対する都道府県労働局長
等による指導の実施及び企業名の公表につい
て」記３、平成31年１月25日付け基発0125第
１号「裁量労働制の不適正な運用が複数の事
業場で認められた企業の経営トップに対する
都道府県労働局長による指導の実施及び企業
名の公表について」記の３に基づく企業名の
公表をされていないこと。
 その他入札説明書等に記載する競争参加資
格を満たす者であること。

３ 入札書の提出場所等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先
・場所 〒1608507 東京都新宿区四谷１
６１ ＹＯＴＳＵＹＡ ＴＯＷＥＲ ６
階
・交付方法 入札説明書の交付を希望する者
は、当協会ホームページの本調達情報に添
付している受領証を提出すること。
・問合せ先 全国健康保険協会 契約グルー
プ （担当）眞田 優作 電話036680
8199

 入札説明書及び入札仕様書等の配布期間
令和８年４月24日から令和８年６月12日17時
00分まで。
 説明会の開催
・日時 令和８年５月15日10時00分
・場所 東京都渋谷区代々木３丁目22番７号
新宿文化クイントビル ８Ｆ 全国健康
保険協会本部（新宿事務室研修室）
・注意 参加者については、事前に公告して
いる本業務委託の調達に関する書類を持参
すること。

 運用仕様書の事前提出
・日時 令和８年６月15日17時00分
・場所 東京都渋谷区代々木３丁目22番７号
新宿文化クイントビル ８Ｆ 全国健康
保険協会本部 システム部 ＩＴ戦略推進
室

 入札書及び提案書等の受領期限等
・期限 令和８年６月25日12時00分
・場所 上記３と同じ。（郵送する場合も、
上記日時までに必着とする。）

 技術審査委員会（プレゼンテーション）の
日時および場所
・日時 令和８年６月29日11時00分（予定）
・場所 東京都新宿区四谷１６１ ＹＯ
ＴＳＵＹＡ ＴＯＷＥＲ ６階 全国健康
保険協会本部 会議室
運用仕様書にて、技術審査委員会参加資格
等の事前審査を通過した応札希望業者のみ、
当該運用仕様書をベースにして、技術審査委
員会時に活用する応札資料（提案書）を作成
し、当委員会でのプレゼンテーションを認め
るものとする。
 開札の日時及び場所
・日時 令和８年７月２日15時30分
・場所 上記３と同じ。

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除とす
る。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、委託要領に定める運用
仕様書を令和８年６月15日17時00分までに提
出しなければならない。また、競争参加資格
に関する証明書及び提案書等を令和８年６月

25日12時00分までに提出しなければならな
い。入札者は、開札日の前日までの間におい
て、全国健康保険協会事務担当者から当該書
類等に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札条件に違反した入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 落札者の決定は、総合
評価落札方式をもって行うので、本公告に示
した業務を履行できると全国健康保険協会理
事長が判断した資料を添付して入札書を提出
した入札者であって、全国健康保険協会会計
規程第32条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で、価格要件と技術要件
の総合評価が最も高い者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroyasu Kitagawa, the

Chief Director, Japan Health Insurance As‑

sociation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

required : Process management support re‑

lated to the development of the Japan

Health Insurance Association App (Version

1)

 Commission period : as in the specifica‑

tions

 Delivery place : as in the specifications

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under the Article 30 of the

Japan Health Insurance Association Or‑

der concerning the accounts regulations

 Not come under the Article 31 of the

Japan Health Insurance Association Or‑

der concerning the accounts regulations


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 Possess the Grade A in Service in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by the Ministry of Health,

Labour and Welfare (Single qualification

for every ministry and agency) in fiscal

year 2025, 2026, and 2027

 Prove to have actually engaged in ad‑

equate amount of similar matters proper‑

ly

 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering application forms or attached

documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Being the person who does not take

compensation for damages request from

Japan Health Insurance Association

 Do not come out of Japan Health Insur‑

ance Association during a period taking a

nomination stop about duties

 Enterprise have qualification of priva‑

cy mark or ISMS or ISO／IEC27001 or

JIS Q 27001 (If the enterprise does not

have the qualification, there must be

equivalent internal regulations in place)

 Enterprise have qualification of

ISO9001 : 2015 or CMMI Level 2 or higher

(If the enterprise does not have the quali‑

fication, there must be equivalent inter‑

nal regulations in place)

 Anyone who wishes to participate in

the bid must submit a written pledge that

they are not a member of an organzized

crime group as separately designated by

the Association. If a bidder fails to sub‑

mit the pledge, makes a fails pledge, or

violates the pledge, the bid of that person

will be invalidated

 Not having received administrative di‑

sposition for violation of laws and regula‑

tions under the jurisdiction of the Minis‑

try of Health, Labour and Welfare within

the past year. However this does not ap‑

ply if the employee has received a suspen‑

sion order from a labour standards in‑

spection agency for violation of the la‑

bour standards laws listed below, but has

taken corrective measures and received a

Notice of Lifting Suspension Order

⒜ Labour Standards Act

⒝ Industrial Safety and Health Act

⒞ Minimum Wage Law

⒟ Law Concerning Security of Wage

Payment, act

⒠ Domestic Work Law

⒡ Work Environment Measurement

Method

⒢ Pneumoconiosis Act

⒣ Act on Special Measures Concerning

Carbon Monoxide Poisoning Caused by

Coal Mine Accidents

 Within the past year, you have benn

referred to the Ministry of Health, La‑

bour and Welfare for a violation of laws

and regulations, and this fact has not

been made public

 The companys name has not been

made public within the past year under

the disclosure system pursuant to laws

and regulations under the Ministry of

Health, Labour and Welfare, or as a com‑

pany where illegal long working hours or

death from overwork, etc. have been

found at multiple workplaces, pursuant

to item 3 of the Notice from the Director

of the Labour Standards Bureau of the

Ministry of Health, Labour Standards

Notification No.01201, issued on Janu‑

ary 20, 2017, Regarding the implementa‑

tion of guidance by Prefectual Labour

Bureau Directors, etc. to top manage‑

ment of companies where illegal long

working hours and death from overwork,

etc. have been found at multiple workp‑

laces and the disclosure of company

names or item 3 of the Notice from the

Director of the Labour Standards Bureau

of the Ministry of Health, Labour Stan‑

dards Notification No.01251, issued on

January 25, 2019, Regarding the im‑

plementation of guidance by Prefectural

Labour Bureau Directors, etc. to top ma‑

nagement of companies where improper

operation of the discretionary work sys‑

tem has been found at multiple workp‑

laces and the disclosure of company

names

 Other things depend on the Bid Instruc‑

tions

 Time‑limit for Tender : 12 : 00, 25 June,

2026

 Contact point for the notice : Yusaku

Sanada, accounting division, general affairs

department, Japan Health Insurance Asso‑

ciation, YOTSUYA TOWER 6F 161,

Yotsuya, Shinjuku‑ku, Tokyo, 1608507

Japan, TEL 0366808199

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達一室長 松波 秀樹
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 10 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量
プラズマ酸窒化膜成膜装置 一式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。

 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部調達一室 米川 大貴 電話050
35223383
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
４月24日から令和８年５月14日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年５月21日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部調達一室
 入札書の受領期限 令和８年６月16日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年６月17日13
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室
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４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達一室長 松波 秀樹
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 12 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量
マスクレス露光装置 一式

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部調達一室 米川 大貴 電話050
35223383
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
４月24日から令和８年５月14日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年５月21日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部調達一室
 入札書の受領期限 令和８年６月16日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年６月17日14
時 茨城県つくば市東１１１ 国立研究
開発法人産業技術総合研究所 中央事業所１
群１１棟３階 入札室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MATSUNAMI Hideki

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Plasma Enhanced Chemical Va‑

por Deposition System for Silicon Oxide

and Nitride Films 1 set

 Delivery period : March 31, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, June 16,

2026

 Contact point for the notice :

YONEKAWA Hiroki, Tsukuba Central 1,

Procurement Office 1, National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy, 111 Higashi, Tsukuba, Ibaraki,

3058561 Japan. TEL 05035223383

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。な
お、全省庁統一資格において、当該資格を有
する者は、同等級に格付けされているものと
みなす。

 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MATSUNAMI Hideki

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Maskless Aligner 1 set

 Delivery period : March 31, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, June 16,

2026

 Contact point for the notice :

YONEKAWA Hiroki, Tsukuba Central 1,

Procurement Office 1, National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy, 111 Higashi, Tsukuba, Ibaraki,

3058561 Japan. TEL 05035223383
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
契約責任者 東日本高速道路株式会社

新潟支社長 佐久間 仁
◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 15
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 購入等件名及び数量 令和８年度 新潟支
社管内 標識車購入 ６台
 購入等案件の仕様等 仕様書のとおり
 納入期間 契約締結日の翌日から480日間
 納入場所 仕様書のとおり
 入札方法
 入札金額は総価とし、納入に関する一切
の費用を含めた額とすること。
 入札金額は消費税及び地方消費税相当額
を除いた「税抜き額」とすること。なお、
落札決定にあたっては、入札金額に消費税
及び地方消費税相当額を加算した金額（１
円未満の端数は四捨五入）をもって落札価
格（契約金額）とします。
 入札金額の内訳である単価表を添付する
こと。

５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Sakuma Hitoshi, Director

General of Niigata Regional Head Office,

East Nippon Expressway Company Limit‑

ed.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the products to be

purchased : 6 Sign vehicle

 Delivery period : From the next day of a

conclusion of a contract through 480 days

 Delivery place : As shown in the specifi‑

cations

 Time‑Limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 16 : 00, 15, May, 2026

 Time‑Limit for the submission of tender :

16 : 00, 14, July, 2026

 Contact point for tender documentation :

Matsuyama Takeshi, Deputy Manager of

Procurement & Contract Section, Technol‑

ogy & Procurement Department, Niigata

Regional Head Office, East Nippon Ex‑

pressway Company Limited 11, Tenjin,

Chuo‑ku, Niigata City, Niigata 9500917,

Japan TEL 0252415116

E‑mail : ki-r-niigata@e-nexco.co.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
契約担当者
独立行政法人自動車技術総合機構

理事長 杉山 徹
◎調達機関番号 619 ◎所在地番号 13
〇第４号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 ＯＢＤ検査システム
の改修に係る受入テストの委託業務 １式
 調達件名の仕様 仕様書による。
 納入期限 仕様書による。
 納入場所 仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（１円未満切り捨て）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 令和７年度・令和８年度・令和９年度一般
競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の
提供等」において、「Ａ」等級の格付けを有す
る者であること。
 その他は入札説明書による。
 本調達に係る入札説明書、仕様書等を受領
しない者は入札に参加できない。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 国土交通省大臣官房会計課長から指名停止
措置を受けている期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1600003 東京都新宿区四谷本塩町４
41 住友生命四谷ビル４階 独立行政法人自
動車技術総合機構 総務部会計課
電話0353633443
メール nyusatsu-honbu@naltec.go.jp

２ 競争参加資格
競争参加資格確認申請書の提出期限日を審査
基準日とし、審査基準日において以下に該当す
る者であること。なお、審査基準日以降、落札
者決定までの間において以下に該当する者でな
くなった場合、競争参加を認めないものとする。
 東日本高速道路株式会社契約規程実施細則
第６条の規定に該当しない者であること。
 新潟支社が所掌する区域において、東日本
高速道路株式会社から取引停止措置を受けて
いる者ではないこと。
 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、入札手続きに参加する者の間に資
本関係又は人的関係がないこと。
 平成23年度以降における納入実績又は製造
実績について、次のいずれかの条件を満たす
こと。
 同種機械の納入実績又は製造実績がある
ことを証明できること。

 商社又は代理店等で、同種機械の納入実
績がない場合は、同種機械の製造実績があ
る製造者の代理店等であることが証明でき
ること。

 当該購入等に関し迅速なアフターサービス
体制・メンテナンス部品の供給体制が整備さ
れていることを証明できる者であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 不要
 この一般競争に参加を希望する者は、本公
告に示した競争参加資格を満たすことを証明
する書類その他競争参加資格確認申請書とと
もに提出すべき書類を競争参加資格確認申請
書等の提出期限までに、入札書その他入札書
とともに提出すべき書類を入札書等の提出期

限までに、それぞれ提出しなければならない。
入札者は、開札日の前日までの間において、
契約責任者から当該書類に関し説明を求めら
れた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した調達に
係る入札書を提出した入札者であって、契約
制限価格の範囲内で最低価格をもって有効な
入札を行った入札者を落札者とする。
 見積活用の有無 有
 手続におけるその他の交渉の有無 無
 入札に関する一般的な質問については、「調
達に関するよくあるご質問」を参照すること。
（https://www.e-nexco.co.jp/faq/bids/）
 その他 詳細は、入札説明書による。

３ 入札に必要な書類の提出場所等
 入札に必要な書類の提出場所、契約条項を
示す場所及び問合せ先
〒9500917 新潟県新潟市中央区天神１
１ 東日本高速道路株式会社新潟支社 技術
部 調達契約課 松山 健史 電話025
2415116 電子メールアドレス
ki-r-niigata@e-nexco.co.jp

 入札説明書等の交付方法
 交付期間 入札公告の日から令和８年５
月15日までとする。
 交付方法 東日本高速道路株式会社の
ホームページから入手するものとする。
(https://www.e-nexco.co.jp/bids/

public̲notice/search̲service）
 入札に必要な書類の提出方法及び提出期限
 提出方法 競争参加資格確認申請書・参
考見積書等は、電子メール又は書留郵便等
で、入札書は、書留郵便等により提出する
こと。
 提出期限
競争参加資格確認申請書等
令和８年５月15日16時00分
入札書等
令和８年７月14日16時00分

 開札の日時及び場所
 開札日時 令和８年７月15日13時30分
 開札場所 東日本高速道路株式会社新潟
支社 入札室
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 入札説明会の日時及び場所 実施しないも
のとする。但し、独立行政法人自動車技術総
合機構において本公告の日から令和８年５月
28日（木）の土日祝日を除いた期間において
仕様書等必要書類を配布する。
 開札の日時及び場所 令和８年５月29日
（金）14時00分 独立行政法人自動車技術総
合機構 YOTSUYA TOWER 20階大会議
室

４ 契約に係る情報の公表について
独立行政法人が行う契約については、「独立行
政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成
22年12月７日閣議決定）において、独立行政法
人と一定の関係を有する法人と契約をする場合
には、当該法人への再就職の状況、当該法人と
の間の取引等の状況について情報を公開するな
どの取組を進めることとされているところで
す。
このため、落札者においては、以下のとおり、
当法人との関係に係る情報を当法人のホーム
ページで公表することとしますので、所要の情
報の当方への提供及び情報の公表に同意の上
で、応札若しくは応募又は契約の締結を行って
いただくようご理解とご協力をお願いいたしま
す。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって、本取扱いに同意されたものとみ
なさせていただきますが、応札若しくは応募又
は契約の締結を行ったにもかかわらず情報提供
等の協力をしていただけない落札者について
も、その名称等を公表させていただきますので、
ご了知願います。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先が公表の対象となります。
 当法人において役員を経験した者（役員
経験者）が再就職していること又は課長相
当職以上の職を経験した者（課長相当職以
上経験者）が役員、顧問等として再就職し
ていること
 当法人との間の取引高が、総売上高又は
事業収入の３分の１以上を占めていること
※予定価格が一定の金額を超えない契約や
光熱水費の支出に係る契約等は対象外と
なっています。

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、物品役務等の名称及び数
量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等
と併せ、次に掲げる情報を公表します。
 当法人の役員経験者及び課長相当職以上
経験者（当法人ＯＢ）の人数、職名及び当
法人における最終職名
 当法人との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める当法人と
の間の取引高の割合が、次の区分のいずれ
かに該当する旨
３分の１以上２分の１未満、２分の１以
上３分の２未満又は３分の２以上
 一者応札又は一者応募である場合はその
旨

 当方に提供していただく情報
 契約締結日時点で在職している当法人Ｏ
Ｂに係る情報（人数、現在の職名及び当法
人における最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び当法人との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して原
則として72日以内（４月に締結した契約につ
いては原則として93日以内）

５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 独占禁止法に違反する行為があった場合の
措置 独占禁止法に違反する行為があった場
合は、入札は無効となり、契約締結後にあっ
ては、損害賠償金の請求を行うとともに契約
を解除することがある。
 入札の無効 入札説明書による
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 最低価格落札方式
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
国立大学法人弘前大学
契約担当役 理事（総務担当） 中澤 恵太
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 02
１ 調達内容
 品目分類番号 14、27
 借入件名及び数量 弘前大学情報基盤シス
テム 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 借入期間 令和９年３月１日から令和15年
２月28日
 借入場所 契約担当役が指定する場所
 入札方法 入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0368560 青森県弘前市文京町１ 弘前
大学財務部契約課 電話0172393093
E‑Mail : jm3093@hirosaki-u.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３のE‑Mail宛に請求した者に交付する。
 入札書の受領期限 令和８年６月15日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年７月10日14
時00分 弘前大学財務部ミーティングルーム

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品又
はこれと同等のものを貸付けできると契約担
当役が判断した入札者であって、国立大学法
人弘前大学契約事務取扱規程第29条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で、契約担当役が入札説明書で指定する性能、
機能、技術等（以下「性能等」という。）のう
ち、必須とした項目の最低限の要求要件をす
べて満たしている性能等を提案した入札者の
中から、契約担当役が入札説明書で定める総
合評価の方法をもって落札者を定める。
 その他 詳細は、入札説明書による。

６ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SUGIYAMA Toru, Presi‑

dent, National Agencey for Automobile and

Land Transport Technorogy.
 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27
 Nature and quantity of the service to be

required : Outsourcing of acceptance test‑

ing related to modifications of the ePTI

system. 1 Set.

 Nature and quantity of the services to be

purchased : as per the specifications.

 Delivery period : as per the specifica‑

tions.

 Delivery place : as per the specifications.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligiblefor

participating in the proposed tendersare

those who shall :

 Have a Grade A in the service in terms

of qualification for participating in gen‑

eral competition (Single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

year 2025, 2026 and 2027.

 Others are based on a bid description.

 Contact point for the notice : National

Agency for Automobile and Land Trans‑

port Technology, 4F Sumitomoseimei Yot‑

suya Building 441 Yotsuyahonshiocyo

Shinjukuku Tokyo 1600003 Japan.

TEL : 0353633443

Mail : nyusatsu-honbu@naltec.go.jp

 Time limit of tender : 2 : 00 PM 29 May

2026

２ 競争参加資格
 国立大学法人弘前大学契約事務取扱規程第
22条及び第23条の規定に該当しない者。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
本学の競争参加資格において令和８年度に東
北地域の「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣ等
級に格付けされている者であること。

 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 その他入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Keita Nakazawa, Ob‑

ligating Officer, Executive Director (Ge‑

neral Affairs), National University Corpo‑

ration Hirosaki University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 27

 Nature and quantity of the products to be

rent : Hirosaki University Information Sys‑

tem 1 Set
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 Rent period : From 1 March, 2027 th‑

rough 28 February, 2033

 Rent place : The places specified by the

Obligating Officer

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 22 and 23 of the

Regulation concerning the Contract for

Hirosaki University,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Tohoku area in offer of services for par‑

ticipating in tenders by Single qualifica‑

tion for every ministry and agency,

Ｃ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer, Executive Director (Ge‑

neral Affairs), National University Cor‑

poration Hirosaki University.

 Time limit of tender : 17 : 00 15 June,

2026

 Contact point for the notice : Contract Di‑

vision, finance department, Hirosaki Uni‑

versity, 1 Bunkyo‑cho Hirosaki‑shi Aomori

Japan 0368560 Japan, TEL 017239
3093 E‑Mail : jm3093@hirosaki-u.ac.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

国立大学法人お茶の水女子大学
学長 佐々木泰子

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 23
 購入等件名及び数量 GPUサーバシステ
ム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年２月10日
 納入場所 お茶の水女子大学
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に関東・甲信越地域の「物品
の製造又は物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級
に格付けされている者であること。なお、当
該競争参加資格については、令和８年３月31
日付け号外政府調達第58号の官報の競争参加
者の資格に関する公示の別表に掲げる申請受
付窓口において随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を学長が指定する日
時、場所に十分に納入することができること
を証明した者であること。
 国立大学法人お茶の水女子大学契約事務取
扱規程第６条及び第７条に該当しない者であ
ること。（代理人、支配人その他使用人として
使用する者についても同様とする。）
 学長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1128610 東京都文京区大塚２１１
お茶の水女子大学財務課 梨本 葉月 電
話0359785123
Ｅメール youdo-1@cc.ocha.ac.jp

 入札説明書の交付方法 次のＵＲＬから申
請すること。

https://forms.cloud.microsoft/r/

z04M9ErH2J

 入札書の受領期限 令和８年６月８日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月30日10
時00分 お茶の水女子大学第二会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SASAKI Yasuko, Presi‑

dent, Ochanomizu University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 23

 Nature and quantity of the products to be

purchased : GPU Server System 1 Set

 Delivery period : By 10 February, 2027

 Delivery place : The places specified by

the Obligating Officer

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kanto‑Koshinetsu area in manufacture of

product or sales of product for participat‑

ing in tenders by Single qualification for

every ministry and agency,

Ｂ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｃ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｄ not come under Article 6 and 7 of the

Regulation concerning the Contract for

Ochanomizu University,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Presi‑

dent.

 Time limit of tender : 15 : 00 8 June,

2026

 Contact point for the notice :

NASHIMOTO Hazuki, Finance Division,

Ochanomizu University, 211 Otsuka

Bunkyo‑ku Tokyo 1128610 Japan, TEL

0359785123,

Ｅ‑mail : youdo-1@cc.ocha.ac.jp

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、学長から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると学長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人お茶の水女子大学契約事務
取扱規程に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。 入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
国立大学法人九州工業大学学長 安永 卓生
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 40
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 借入件名及び数量 事務用ノートパソコン
一式

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 借入期間 令和８年９月１日から令和13年
８月31日
 借入場所 九州工業大学（戸畑キャンパス
附属図書館）
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
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２ 競争参加資格
 国立大学法人九州工業大学の契約事務取扱
規程第７条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に九州・沖縄地域の「役務の
提供等」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされて
いる者であること。なお、当該競争参加資格
については、令和８年３月31日付け号外政府
調達第58号の官報の競争参加者の資格に関す
る公示の別表に掲げる申請受付窓口において
随時受け付けている。
 国立大学法人九州工業大学の契約事務取扱
規程第８条の規定に基づき、学長が定める資
格を有する者であること。
 学長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒8048550 北九州市戸畑区仙水町１１
九州工業大学 経理課契約企画係 藤崎
由香 電話0938843029
E‑mail：ac-kikaku@jimu.kyutech.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年６月15日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月30日14
時00分 九州工業大学本部棟２Ｆ 会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を貸付けできることを証明す
る書類を添付して入札書の受領期限までに提
出しなければならない。入札者は、開札日の
前日までの間において、学長から当該書類に
関し説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
貸付けできると学長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人九州工業大学の契約事務取
扱規程第13条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YASUNAGA Takuo,

President, Kyushu Institute of Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

rent : Laptop personal computer 1 Set

 Rent period : From 1 September, 2026 th‑

rough 31 August, 2031

 Rent place : Kyushu Institute of Technol‑

ogy (Tobata Campus University Library)

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 7 of the Regula‑

tion concerning the Contract for Kyushu

Institute of Technology Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kyushu・Okinawa area in offer of ser‑

vices for participating in tenders by Sin‑

gle qualification for every ministry and

agency,

Ｃ meet the qualification requirements

which President, Kyushu Institute of

Technology may specify in accordance

with Article 8 of the Regulation,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

Kyushu Institute of Technology.

 Time limit of tender : 17 : 00 15 June,

2026

 Contact point for the notice : FUJISAKI

Yuka, Procurement Section, Accounting

Division, Kyushu Institute of Technology,

11 Sensui‑cho Tobata‑ku Kitakyushu‑shi

8048550 Japan, TEL 0938843029,

E‑mail : ac-kikaku@jimu.kyutech.ac.jp

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

株式会社日本政策金融公庫
管財部長 中田 充郎

◎調達機関番号 127 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 72
 調達件名及び数量 「「お客さま満足度調
査」の実施」に係る業務委託 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 契約期間 入札説明書及び仕様書による。
 履行場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の消費税及び地
方消費税に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税にかか
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、「見積もった金額×100／（100＋消費
税及び地方消費税の税率（パーセント））」に
相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 入札に参加を希望する者は、競争参加資格
申請書に必要事項を記載のうえ、下記３株
式会社日本政策金融公庫 管財部契約課へ提
出すること。申請書及び添付書類等は、株式
会社日本政策金融公庫において審査するもの
とし、合格した者のみ競争参加資格を有する
ものとする。
 令和07・08・09年度全省庁統一資格、「役務
の提供等」において「Ａ」又は「Ｂ」の等級
に格付けされている者であること、又は、申
請書類により同等であると確認できる者であ
ること。
 入札説明書に定める資格を有する者である
こと。なお詳細については入札説明書に記載
のとおり。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1000004 東京都千代田区大手町１

９４ 大手町フィナンシャルシティ ノー
スタワー 株式会社日本政策金融公庫 管財
部契約課 水澤 麻衣 電話0332701552
 入札説明書の交付方法 本公告の日から、
原 則 と し て、 調 達 情 報 サ ー ビ ス
（https://jfc.efftis.jp/PPI/Public/）により交
付する。ただし、システム上の制約等によっ
て調達情報サービスの利用ができない場合
は、電子メールにより交付することができる。
電子メールによる交付を希望する者は、次の
内容の電子メールを、管財部契約課代表アド
レス（pnbid-k@jfc.go.jp）に送信し、担当
者まで電話連絡を行うこと。
ア 電子メールの標題に「入札公告第８
109号に係る入札説明書交付希望」と記載
する。
イ 電子メールの本文に次の内容を記載す
る。
 入札件名「「お客さま満足度調査」の
実施」に係る業務委託
 交付申請者の住所、氏名、電話番号、
メールアドレス（交付申請者が法人の場
合は、住所、法人名、担当部署、担当者
氏名（役職）、電話番号、メールアドレ
ス）、調達情報サービスが利用できない
理由


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公庫が当該電子メールに入札説明書を添付
したうえで交付申請者に返信することによ
り、入札説明書を交付する。なお、窓口での
直接交付を希望する者に対しては、上記３
の交付場所にて交付を行う。（上記３におけ
る「日本公庫エントランス１階総合受付」で
上記アの担当名及び当該案件に係る入札説明
書交付希望の旨を伝えること。）
 入札書の提出期限 令和８年６月26日（金）
12時00分
 開札の日時及び場所 令和８年６月29日
（月）11時00分 大手町フィナンシャルシティ
ノースタワー４階 409会議室

４ 電子入札システムの利用
本件は、電子入札システムを利用した応札及
び入開札手続により実施するものとする。ただ
し、公庫の承認を得た場合は、紙による入札書
の提出も可とする。詳細については、入札説明
書のとおり。
なお、上記３及びについては、電子入札
システムにおいてシステム障害が発生した場合
には、別途通知する日時に変更する場合がある。
５ その他
 入札、契約手続において使用する言語及び
通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 全額免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加する者は、入札書のほかに入札説明書に
示す総合評価のための性能、機能、技術等に
関する書類をそれぞれ入札説明書で指定した
期日までに提出しなければならない。また、
開札日の前日までの間において、契約担当者
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書及び入札に関する条件に違反した入札書は
無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。に従い必要な書類を提出した入札者で
あって、本公告２の競争参加資格をすべて満
たし、当該入札価格があらかじめ決定してあ
る予定価格の制限の範囲内である者のうち、
入札説明書で定める総合評価の方法をもって
落札者を決定する。
 その他 詳細は入札説明書による。

６ Summary

 Contacting entity : NAKADA Mitsuo,

Head, Property Administration Departm‑

ent, Japan Finance Corporation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 72

 Nature and quantity of the products to be

required : Outsourcing of Customer satis‑

faction survey, 1 set

 Fulfillment period : refer to the tender do‑

cumentation.

 Fulfillment place : refer to the tender do‑

cumentation.

 Time‑limit for tender : 12 : 00, 26 June

2026

 Contact point for the notice :

MIZUSAWA Mai, Property Administra‑

tion Department, Japan Finance Corpora‑

tion, 194 Otemachi, Chiyoda‑ku,

Tokyo, 1000004, Japan TEL 033270
1552

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
契約責任者
日本郵便株式会社 本社契約責任者

代理人 林田 博之
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 43
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 件名及び数量 日本郵便株式会社新大阪郵
便局社屋清掃請負一式
 特質等 仕様書による。
 履行期間 令和８年７月１日から令和９年
６月30日まで
 履行場所 仕様書のとおり
 入札、開札の日時及び場所 令和８年６月
23日10時00分 日本郵政コーポレートサービ
ス株式会社九州ＢＰＯセンター

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。

 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算の開始を命じられ、若し
くは同清算開始の申立をされ、又は破産法の
破産手続開始、会社更生法の更生手続開始若
しくは民事再生法の再生手続開始の申立を
し、若しくはされた者。但し、手続終結者を
除く。
 反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務 参加希望者は入札
説明書に示す資料等を令和８年６月15日17時00
分までに下記４に示す場所に提出すること。
４ 問合せ先 〒8608505 熊本県熊本市西区春
日１1210日本郵政コーポレートサービス株
式会社九州ＢＰＯセンター調達担当 山田
豊 電話0963631280
５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札条件に違反した入札
 手続で使用する言語・通貨
日本語・日本国通貨

 契約保証金 不要
 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Contracting entity : HAYASHIDA Hiro‑

yuki, Agent of Head office contracting enti‑

ty, Japan Post Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and quantity of the services to be

required : Cleaning of Shin‑Osaka Post Of‑

fice building, 1 set

 Fulfillment period : From 1 July 2026 th‑

rough 30 June 2027

 Fulfillment place : By specification

 Time limit for tender : 5 : 00 PM 15 June

2026

 Contact point for the notice : YAMADA

Yutaka, Kyusyu BPO Center, Japan Post

Corporate Service Co., Ltd. 11210

Kasuga Nishiku Kumamoto‑City, Kuma‑

moto 8608505, Japan. TEL 096363
1280

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
日本年金機構本部調達管理部長 内藤 啓
◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
〇第５号
１ 調達内容
 品目分類番号 ６
 調達等件名及び数量 リーフレット「扶養
親族等申告書作成と提出の手引き（電子申
請）」の作成 予定数量10986000部 外２件
 リーフレット「扶養親族等申告書作成と
提出の手引き（電子申請）」の作成 予定数
量10986000部
 リーフレット「扶養親族等申告書作成と
提出の手引き（紙）」の作成 予定数量
10481000部
 リーフレット「大切なお知らせ」の作成
予定数量10976000部

 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 履行開始日から令和９年３月19
日まで
 履行場所 日本年金機構が指定する場所
 入札方法 入札は、１部当たりの単価にて
行う。
 入札参加者は当該業務にかかる経費のほ
か、輸送費、保険料等その他一切の諸経費
を含めた入札金額を見積もるものとする。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額をもって判定を行う。
 入札参加者は、消費税等に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額から消費税等に相当す
る金額を控除した金額を入札書に記載する
こと。

 電子入札システムの利用 本案件における
入札手続は電子入札システムにより行う。電
子入札システムの運用及び取扱いは、「日本年
金機構電子入札運用基準」に基づくためあわ
せて確認すること。なお、電子入札システム
により難い者は、日本年金機構が認める場合
に限り、紙入札での参加を認めるものとする。
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２ 競争参加資格
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者に該当しない者であ
ること。ただし、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は除く。
 日本年金機構の調達において、次のいずれ
かに該当し、かつその事実があった後３年（日
本年金機構から競争参加資格停止措置又は厚
生労働省から指名停止の措置を受けている場
合はその期間）を経過していない者でないこ
と。また、その者を代理人、支配人その他の
使用人として使用する者又は入札代理人とし
て使用する者についても、同様とする。
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をしたとき。
 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合したとき。
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げたとき。
 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げたとき。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。
 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ、Ｂ
又はＣの等級に格付けされ、関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。
 全省庁統一資格にかかる資格審査申請書又
は添付書類に虚偽の事実を記載していないと
認められる者であること。
 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。
 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の配付方法及び問い合わせ先
日本年金機構ホームページ・調達情報から
ダウンロードすること。 〒1688505 東京
都杉並区高井戸西３５24 日本年金機構
本部調達管理部契約グループ 立石万莉奈
電話0353441100 内線（6344）
 業務説明会の日時及び場所 業務説明会は
実施しない。
 入札書の受領期限
 令和８年６月４日18時00分まで
 令和８年６月９日18時00分まで
 令和８年６月11日18時00分まで
 開札の日時及び場所
 令和８年６月５日13時30分
 令和８年６月10日13時40分
 令和８年６月12日15時00分
東京都杉並区高井戸西３５24 日本年
金機構本部１階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札参加者に要求される事項 この一般競
争に参加する者は、競争参加に必要な書類を
は令和８年６月３日11時00分まで、は令
和８年６月８日11時00分まで、は令和８年
６月10日11時00分までに提出しなければなら
ない。入札参加者の競争参加に必要な書類等
は日本年金機構において審査するものとし、
採用し得ると判断された場合の入札書のみを
落札決定の対象とする。入札参加者は、日本
年金機構から当該書類等に関し説明を求めら
れた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札参加者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書、その他入札の条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 業務を履行できると日
本年金機構が判断した書類及び入札書を提出
した入札参加者であって、日本年金機構の予
定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって
有効な入札を行った入札参加者を落札者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると認

められるとき、又はその者と契約を締結する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

 shall have Grade A, Grade B or Grade

C on Manufacture of products in the

Kanto‑Koshinetsu Area in terms of quali‑

fication for participating in tenders by

Ministry of Health, Labour and Welfare

(Government‑wide qualification) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 shall meet qualification as indicated in

the tendering instructions.

 Time‑limit for tender :

 18 : 00, 4 June, 2026

 18 : 00, 9 June, 2026

 18 : 00, 11 June, 2026

 Contact point for the notice : Marina Ta‑

teishi, Contracting Group, Procurement

Management Department, Japan Pension

Service, 3524, Takaido‑nishi, Sugina‑

mi‑ku, Tokyo 1688505 Japan TEL : 03
53441100

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
日本年金機構本部調達管理部長 内藤 啓
◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
〇第６号
１ 調達内容
 品目分類番号 ６
 調達等件名及び数量
封筒（水糊付）「扶養親族等申請書送付用の
作成 予定数量10976000枚 外１件
 封筒（水糊付）「扶養親族等申請書送付用」
の作成 予定数量10976000枚
 封筒（色付）「扶養親族等申請書返信用」
の作成 予定数量5147000枚

 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 履行開始日から令和９年３月19
日まで
 履行場所 日本年金機構が指定する場所
 入札方法 入札は、１枚当たりの単価にて
行う。
 入札参加者は当該業務にかかる経費のほ
か、輸送費、保険料等その他一切の諸経費
を含めた入札金額を見積もるものとする。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額をもって判定を行う。
 入札参加者は、消費税等に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額から消費税等に相当す
る金額を控除した金額を入札書に記載する
こと。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of pro‑

curing entity : Akira Naitou, Director of

Procurement Management Department, Ja‑

pan Pension Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 6

 Nature and quantity of the services to be

required :

 Printing of leaflet Guide for pension‑

ers reporting on dependent family mem‑

bers (e‑application) (approximately

10,986,000)

 Printing of leaflet Guide for pension‑

ers reporting on dependent family mem‑

bers (paper) (approximately 10,481,000)

 Printing of leaflet Important Notices

(approximatley 10,976,000)

 Performance period : 19 March, 2027

 Performance place : To be designated by

Japan Pension Service

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 shall have legal capacity to conclude

contracts, and are not being bankrupt.

This includes minors or those who are

subject to guardianship, if their guardian

grants them permission to do so.

 shall not be suspended／debarred by

Japan Pension Service, from participat‑

ing in tenders. This includes suppliers

who employ such persons as their agents

or representatives.
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 電子入札システムの利用 本案件における
入札手続は電子入札システムにより行う。電
子入札システムの運用及び取扱いは、「日本年
金機構電子入札運用基準」に基づくためあわ
せて確認すること。なお、電子入札システム
により難い者は、日本年金機構が認める場合
に限り、紙入札での参加を認めるものとする。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の配付方法及び問い合わせ先
日本年金機構ホームページ・調達情報から
ダウンロードすること。 〒1688505 東京
都杉並区高井戸西３５24 日本年金機構
本部調達管理部契約グループ 立石万莉奈
電話0353441100 内線（6344）
 業務説明会の日時及び場所 業務説明会は
実施しない。
 入札書の受領期限
 令和８年６月４日18時00分まで
 令和８年６月９日18時00分まで
 開札の日時及び場所
 令和８年６月５日13時40分
 令和８年６月10日13時50分
東京都杉並区高井戸西３５24 日本年
金機構本部１階入札室 入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、総合評価落札方式（技術提案評価型
Ｓ型）、「新技術導入促進型」、「余裕期間制度（フ
レックス方式）」、「参加表明段階で技術者の資料を
求めない方式の試行工事」、「建設業法第26条第３
項第一号の規定の適用を受ける監理技術者又は主
任技術者及び建設業法第26条第３項第二号の規定
の適用を受ける監理技術者（以下、「専任特例の監
理技術者等」）の配置を認めない工事」である。
また、本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加点を行う工事である。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 橋本 雅道

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８国道51号神宮橋架替潮来側橋
梁下部工事（電子入札対象案件）（電子契約対
象案件）

２ 競争参加資格
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者に該当しない者であ
ること。ただし、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は除く。
 日本年金機構の調達において、次のいずれ
かに該当し、かつその事実があった後３年（日
本年金機構から競争参加資格停止措置又は厚
生労働省から指名停止の措置を受けている場
合はその期間）を経過していない者でないこ
と。また、その者を代理人、支配人その他の
使用人として使用する者又は入札代理人とし
て使用する者についても、同様とする。
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をしたとき。
 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合したとき。
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げたとき。
 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げたとき。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。
 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ、Ｂ
又はＣの等級に格付けされ、関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。
 全省庁統一資格にかかる資格審査申請書又
は添付書類に虚偽の事実を記載していないと
認められる者であること。

 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。
 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札参加者に要求される事項 この一般競
争に参加する者は、競争参加に必要な書類を
は令和８年６月３日11時00分まで、は令
和８年６月８日11時00分までに提出しなけれ
ばならない。入札参加者の競争参加に必要な
書類等は日本年金機構において審査するもの
とし、採用し得ると判断された場合の入札書
のみを落札決定の対象とする。入札参加者は、
日本年金機構から当該書類等に関し説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札参加者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した
入札書、その他入札の条件に違反した入札は
無効とする。
 契約書作成の要否 要

 落札者の決定方法 業務を履行できると日
本年金機構が判断した書類及び入札書を提出
した入札参加者であって、日本年金機構の予
定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって
有効な入札を行った入札参加者を落札者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of pro‑

curing entity : Akira Naitou, Director of

Procurement Management Department, Ja‑

pan Pension Service

 Classification of the services to be pro‑

cured : 6

 Nature and quantity of the services to be

required :

 Production／printing of adhesive enve‑

lopes for pensioners report forms of de‑

pendent family members (approximately

10,976,000)

 Production／printing of return colored

envelopes for pensioners report forms of

dependent family members (approxi‑

mately 5,147,000)

 Performance period : 19 March,2027

 Performance place : To be designated by

Japan Pension Service

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

 shall have legal capacity to conclude

contracts, and are not being bankrupt.

This includes minors or those who are

subject to guardianship, if their guardian

grants them permission to do so.

 shall not be suspended／debarred by

Japan Pension Service, from participat‑

ing in tenders. This includes suppliers

who employ such persons as their agents

or representatives.

 shall have Grade A,Grade B or Grade C

on Manufacture of products in the Kan‑

to‑Koshinetsu Area in terms of qualifica‑

tion for participating in tenders by Minis‑

try of Health, Labour and Welfare (Go‑

vernment‑wide qualification) in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027.

 shall meet qualification as indicated in

the tendering instructions.

 Time‑limit for tender :

 18 : 00, 4 June, 2026

 18 : 00, 9 June, 2026

 Contact point for the notice : Marina Ta‑

teishi,Contracting Group, Procurement Ma‑

nagement Department, Japan Pension Ser‑

vice, 3524, Takaido‑nishi, Suginami‑ku,

Tokyo 1688505 Japan TEL : 035344
1100
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 工事場所 茨城県潮来市洲崎地先
 工事内容 ＲＣ橋脚工 ３基、鋼管矢板基
礎工 １式、鋼管矢板（杭径φ800 Ｌ＝
595～600ｍ）72本、橋脚躯体工 １式、コ
ンクリート 約930、鉄筋 約185ｔ、鉄筋
機械式継手 372箇所、仮設工 １式、仮橋・
仮桟橋工 １式、土留・仮締切工 １式、汚
濁防止工 １式
 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、余裕期間を設定した
工事である。詳細は入札説明書による。
全体工期：契約締結の翌日から令和11年３
月30日まで
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
930、鉄筋 約185ｔ
 本工事は、入札時に技術提案［ＶＥ提案］
を受け付けるとともに、「工事全般の施工計
画」、「賃上げの実施に関する評価」、「ワーク・
ライフ・バランス関連認定企業の評価」を求
め、価格と価格以外の要素を総合的に評価し
て落札者を決定する［総合評価落札方式（技
術提案評価型Ｓ型）］の工事である。また、品
質確保のための体制その他の施工体制の確保
状況を確認し、施工内容を確実に実現できる
かどうかについて審査し、評価を行う施工体
制確認型総合評価落札方式の試行工事であ
る。また、本工事は、契約締結後に施工方法
等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行
工事である。なお、配置予定技術者の計画的
運用に資することを目的に申請書と合わせて
提出を求めている配置予定技術者の資格要件
に係る資料の提出期限を、落札前まで延伸す
る試行工事である。
 本発注工事は、以下に示す試行等の対象工
事である。詳細は、入札説明書別表１によ
る。
 「工事環境の改善」実施工事
 完成時の工事成績評定の結果により、総
合評価落札方式の加算点等を減ずる試行工
事
 工事コスト調査結果により、工事成績評
定を減ずる試行工事
 建設リサイクル法対象工事
 総価契約単価合意方式
 出来高部分払方式
 「設計・施工技術連絡会議（三者会議）」
の設置対象工事

 「設計審査会」の設置対象工事
 現場代理人と配置予定の主任（監理）技
術者の兼務を認めない試行工事

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を満たしているものにより
構成される特定建設工事共同企業体であっ
て、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年４月24日付け関東地方整備局長）に示すと
ころにより関東地方整備局長（以下「局長」
という。）からＲ８国道51号神宮橋架替潮来側
橋梁下部工事に係る特定建設工事共同企業体
としての競争参加の資格（以下「特定建設工
事共同企業体としての資格」という。）の認定
を受けている者、又は下記のからまでに
掲げる条件を満たしている単体有資格業者で
あること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号。以下「予決令」という。）第70条及
び第71条の規定に該当しない者であるこ
と。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における一般土木工事に係る一般競争参加
資格の認定を受けていること（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者に
ついては、手続開始の決定後、局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再
認定を受けていること。）。

 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における一般土木工事に係る一般競争参加
資格の認定の際に客観的事項（共通事項）
について算定した点数（経営事項評価点数）
が、1200点以上であること（の再認定
を受けた者にあっては、当該再認定の際に、
経営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）。
 会社更生法に基づき、更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。
 平成23年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した下記の要件を満た
す同種工事の施工実績を有すること（共同
企業体の構成員としての実績は、出資比率
が20％以上の場合のものに限る。（ただし、
異工種建設工事共同企業体については適用
しない。））。
 鉄筋コンクリート構造の橋台又は橋脚
の工事であること。
 基礎形式が鋼管矢板基礎で杭長が35ｍ
以上の工事であること。
ただし、上記、は同一工事であるこ
と。
ただし、申請できる同種工事の施工実績
は１件のみとし、これを超える件数の施工
実績を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を実績として認めない。
なお、当該実績が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る実
績である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
経常建設共同企業体にあっては、すべて
の構成員が上記の施工実績を有すること。
特定建設工事共同企業体にあっては、す
べての構成員が上記の施工実績を有するこ
と。
また、異工種建設工事共同企業体として
の実績は、協定書による分担工事の実績の
み同種工事の実績として認める。
 工事全般の施工計画が適正であること。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料【配置
予定技術者】（以下「資料（技術者）」という。）
に係るものを除く競争参加資格確認資料
（以下「資料」という。）の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、局長から工事請
負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和
59年３月29日付け建設省厚第91号）に基づ
く指名停止を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。なお、設計業務等の受託者が設計共同
体である場合は、設計共同体の各構成員又
は当該構成員と資本若しくは人事面におい
て関連がある建設業者でないこと。詳細は
入札説明書による。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずるもの
として、国土交通省発注工事等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。

 次に掲げる基準を満たす主任（監理）技術
者を当該工事に専任で配置できること。なお、
特定建設工事共同企業体として本工事の入札
に参加する場合にあっては、原則として代表
者の技術者を配置すること。また、本発注工
事は受注者が工事の始期と終期を設定するこ
とができる工事であり、契約締結日の翌日か
ら工事の始期までの間は、主任（監理）技術
者の配置を要しない。
また、複数の技術者を申請する場合は、申
請する全ての者について次に掲げる基準を満
たしていること。
 主任技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。あるいは、本発注工事の工
事種別に対応した登録基幹技能者講習修了
証を有する者であること。
監理技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
詳細は入札説明書による。

 ＩＣＴ活用工事【基礎工、構造物工（橋
脚・橋台）】【施工者希望Ⅱ型】
 ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事【発注者指定型】
 工事工程表の開示の試行工事
 新技術導入促進型
 「生産性向上チャレンジ」試行工事
 熱中症対策に資する現場管理費の補正の
試行工事
 条件明示チェックリスト開示の試行工事
 ＣＣＵＳ義務化モデル工事
 契約変更手続きの透明性を確保するため
の第三者による適正性チェックについて
（試行）
 参加表明段階で技術者の資料を求めない
方式
 直轄土木工事における賃金・労働時間等
の実態調査試行工事


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 １人の者が、平成23年４月１日以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した上記
、に掲げる工事の経験を有する者で
あること。ただし、上記期間に育児休業等
を取得していた場合及び事業促進ＰＰＰに
従事していた場合は、その期間と同等の期
間を評価期間に加えることができる。詳細
は入札説明書による。（共同企業体の構成員
としての経験は、出資比率が20％以上の場
合のものに限る。（ただし、異工種建設工事
共同企業体については適用しない。））
ただし、上記、は同一工事であるこ
と。
ただし、申請できる同種工事の工事経験
は１件のみとし、これを超える件数の工事
経験を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を経験として認めない。
なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
ただし、経常建設共同企業体にあっては、
構成員のうち１社の主任（監理）技術者が
上記の工事経験を有していればよい。特定
建設工事共同企業体にあっては、代表者の
主任（監理）技術者が上記の工事経験を有
していればよい。
また、異工種建設工事共同企業体として
の経験は、協定書による分担工事において
の経験のみ同種工事の経験として認める。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 配置予定の主任（監理）技術者にあって
は直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を明示することができる資
料を入札説明書別記様式３で求めてお
り、その明示がなされない場合は入札に参
加できない。詳細は入札説明書による。
 競争参加資格確認資料【配置予定技術者】
（以下、「資料（技術者）という。）の提出を
求められた者は上記からについて確認
出来る書類を提出依頼書に記載の提出期限

までに提出すること。当該書類が提出され
ない場合は、当該者の行った入札は無効と
する。詳細は入札説明書による。

 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。詳細は入札説明書
による。

３ 総合評価に関する事項
 落札方式
 入札参加者は「価格」、「技術提案［ＶＥ
提案］」、「工事全般の施工計画」、「賃上げの
実施に関する評価」、「ワーク・ライフ・バ
ランス関連認定企業の評価」及び「施工体
制」をもって入札し、次の、の要件に
該当する者のうち、「総合評価の方法」
によって得られた数値（以下「評価値」と
いう。）の最も高い者を落札候補者とし、資
料（技術者）の提出を求め、配置予定技術
者の競争参加資格があると認められた場
合、その者を落札者とする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した
数値（「基準評価値」）に対して下回らない
こと。

 において、評価値の最も高い落札候補
者が２人以上あり、配置予定技術者の競争
参加資格があると認められた場合、当該者
にくじを引かせ落札者を決定する。

 総合評価の方法
 「標準点」を100点とし、「施工体制評価
点」の最高点を30点、及び「加算点」の最
高点を63点とする。
 「加算点」の算出方法は、予定価格の制
限の範囲内での入札参加者のうち、下記、
、、のそれぞれの評価項目毎に評価
を行い加算点を算出する。また、「施工体制
評価点」は下記の評価項目を評価して算
出する。なお、「施工体制評価点」の低い者
に対しては「加算点」を減ずる場合がある。
 技術提案［ＶＥ提案］の項目として「橋
梁下部工の品質確保に係わる具体的な提
案」
 工事全般の施工計画
 賃上げの実施に関する評価
 ワーク・ライフ・バランス関連認定企
業の評価
 施工体制（施工体制評価点）

 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は入札参加者の「標準点」と、「加算点」
及び「施工体制評価点」の合計を、当該入
札者の入札価格で除して得た評価値をもっ
て行う。
 、、、、の評価項目につい
て、共通仕様書、特記仕様書及び関係法令
を遵守し、一般的な施工機械により施工（詳
細は入札説明書参照。）及び管理する方法を
用いて作業を行う者で、入札説明書等に記
載された要求要件を実現できると認められ
る場合に標準点（100点）を与え、さらに
の技術提案［ＶＥ提案］、の工事全
般の施工計画、の賃上げの実施に関す
る評価、のワーク・ライフ・バランス
関連認定企業の評価ならびに施工体制
の内容に応じて、それぞれ加算点及び施工
体制評価点を算出し与える。なお、技
術提案［ＶＥ提案］を行わない者は、
の内容に応じて、それぞれ加算点及
び施工体制評価点を算出し与える。
 の「橋梁下部工の品質確保に係わる
具体的な提案」については、予定価格の制
限の範囲内の入札参加者のうち、提案内容
に応じて、それぞれ、Ⅴ（30点）、Ⅳ（23
点）、Ⅲ（15点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（３点）
及び不採用により評価を行い加算点を与え
る。
の「工事全般の施工計画」について
は、予定価格の制限の範囲内の入札参加者
のうち、内容に応じて、Ⅴ（30点）、Ⅳ
（23点）、Ⅲ（15点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（０
点）により評価を行い加算点を与える。な
お、未提出である又は全ての提案が不適切
である場合は欠格とする。
の「賃上げの実施に関する評価」に
ついては、予定価格の制限の範囲内の入札
参加者のうち、賃上げの実施を表明し、評
価基準を満たした企業等に対し、２点の加
算点を与える。なお、賃上げの実施を表明
しない場合、又は表明内容が評価基準を満
たしていない場合は０点とする。
の「ワーク・ライフ・バランス関連
認定企業の評価」については、ワーク・ラ
イフ・バランス関連の認定を受けていると
申請し、評価基準を満たした企業等に対し、
１点の加算点を与える。なお、認定を受け
ていると申請しない場合、又は申請内容が
評価基準を満たしていない場合は０点とす
る。

 、、、の評価基準の詳細は入
札説明書による。
 「橋梁下部工の品質確保に係わる具
体的な提案」については、受注者の責により
入札時の評価内容が実施されていないと判断
された場合は、ペナルティとして、工事成績
評定を減ずることとし、未実施の評価項目毎
に５点減ずる。
 で求めた、工事全般の施工計画につ
いては、履行状況から、受注者の責により入
札時の評価項目の内容が実施されていないと
判断された場合は、工事成績評定を減ずるこ
ととし、５点を減ずる。
 で求めた、賃上げの実施に関する評
価については、中小企業等の場合、受注者の
事業年度等が終了した後、実施の確認を行っ
た結果、実施を確認するための書類が提出さ
れない場合、表明書に記載した賃上げ基準に
達していない場合、本制度の趣旨を意図的に
逸脱していると判断された場合は、別途、関
東地方整備局総務部契約課が通知する減点措
置の開始の日から１年間に政府調達の総合評
価落札方式による入札公告が行われる調達に
参加する場合、本取組により加点する割合よ
りも大きな割合（関東地方整備局（港湾空港
関係を除く。）が調達する案件については１点
大きな配点）の減点を行う。
また、大企業の場合、受注者の事業年度等
が終了した後、実施の確認を行った結果、実
施を確認するための書類が提出されない場
合、表明書に記載した賃上げ基準に達してい
ない場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱して
いると判断された場合は、別途、関東地方整
備局総務部契約課が通知する減点措置の開始
の日から１年間に国土交通省直轄工事・業務
の総合評価落札方式による入札公告が行われ
る調達に参加する場合、本取組により加点す
る割合よりも大きな割合（関東地方整備局（港
湾空港関係を除く。）が調達する案件について
は１点大きな配点）の減点を行う。

４ 入札手続等
 担当部局 関東地方整備局総務部契約課工
事契約調整係 電話0486013151㈹ 内線
2525
電子メール ktr-denshi-baitai@mlit.go.jp





令
和

年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 入札説明書の交付期間及び方法 入札説明
書を電子入札システムにより交付する。ただ
し、やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者に対し
ては、電子メールにより電子データを交付す
るので、上記に電子メールにて依頼を行う
こと。交付期間は令和８年４月24日から令和
８年７月23日までの土曜日、日曜日及び祝日
等（行政機関の休日に関する法律（昭和63年
法律第91号）第１条第１項に規定する行政機
関の休日（以下「休日」という。））を除く毎
日、９時00分から17時00分まで。ただし最終
日は、９時00分から12時00分までとする。
 申請書及び資料（技術者）を除く資料の提
出期間及び方法 令和８年４月24日から令和
８年５月20日までの休日を除く毎日、９時00
分から17時00分まで（最終日は15時00分まで）
電子入札システムにより提出を行うこと。
 歩掛見積参考資料の交付期間及び方法 競
争参加資格を有する者に対しては、歩掛見積
参考資料を電子入札システムにより交付す
る。交付期間は令和８年６月11日から令和８
年７月23日までの休日を除く毎日、９時00分
から17時00分まで。ただし最終日は、９時00
分から12時00分までとする。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 令和８年６月12日から令
和８年７月23日まで 〒3309724 埼玉県さ
いたま市中央区新都心２１ さいたま新都
心合同庁舎２号館17階 関東地方整備局総務
部契約課契約第一係 電話0486013151
㈹ 郵送（書留郵便に限る。提出期間内必着。）
又は託送（書留郵便等、記録の残るものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。入札の締め切りは、令和
８年７月23日12時00分。
開札は、令和８年７月28日10時00分関東地
方整備局総務部契約課にて行う。
なお、落札決定の日はにより配置予定技
術者の競争参加資格があると認められた日以
降を予定する。
 資料（技術者）の送付及び提出方法 落札
候補者に対し、電子メールにて提出依頼書を
送付する。提出方法は提出依頼書によるもの
とする。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行浦和代理店（埼玉りそな銀行さいた
ま営業部））。ただし、利付国債の提供（取
扱官庁 関東地方整備局）又は銀行等の保
証（取扱官庁 関東地方整備局）をもって
入札保証金の納付に代えることができる。
また、入札保証保険契約の締結を行い、又
は契約保証の予約を受けた場合は、入札保
証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行浦和代理店（埼玉りそな銀行さいた
ま営業部））。ただし、利付国債の提供（取
扱官庁 関東地方整備局）又は金融機関若
しくは保証事業会社の保証（取扱官庁 関
東地方整備局）をもって契約保証金の納付
に代えることができる。また、公共工事履
行保証証券による保証を付し、又は履行保
証保険契約の締結を行った場合は、契約保
証金を免除する。なお、契約の締結と同時
に契約の保証を付すこと。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料、資料
（技術者）に虚偽の記載をした者のした入札
及び入札に関する条件に違反した入札は無効
とする。
 落札者の決定方法 上記３に定めると
ころに従い、評価値の最も高い者を落札候補
者とし、資料（技術者）の提出を求め、配置
予定技術者の競争参加資格があると認められ
た場合、その者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき、
又はその者と契約を締結することが公正な取
引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著
しく不適当であると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内で発注者の定める最低限
の要求要件を全て満たして入札した他の者の
うち評価値の最も高い者を落札者とすること
がある。なお、落札者となるべき者の入札価
格が予決令第85条に基づく調査基準価格を下
回る場合は、入札説明書に示す予決令第86条
の調査を行うものとる。

 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、発注者に提案するこ
とができる。提案が適正と認められた場合に
は、設計図書を変更し、必要があると認めら
れる場合には請負代金額の変更を行うものと
する。詳細は特記仕様書等による。
 配置予定監理技術者の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技
術者の専任制違反の事実が確認された場合、
契約を結ばないことがある。なお、種々の状
況からやむを得ないものとして承認された場
合の外は、申請書の差し替えは認められない。
 本工事に係る申請書及び資料の提出にあ
たって、技術提案［ＶＥ提案］により施工し
ようとする場合は、その内容を示した技術提
案書［ＶＥ提案］を提出すること。ただし、
技術提案［ＶＥ提案］が適正と認められなかっ
た場合においては、標準案により入札に参加
ができる。
また、標準案に基づいて施工しようとする
場合は、標準案によって入札に参加する旨を
記載した書面を提出すること（詳細は入札説
明書参照。）。
 専任の監理技術者の配置を義務付けられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある（詳細は入札説明書
参照。）。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 入札書（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格の確認の通知に併せて通知
する。

 競争参加資格の確認の通知において、ＶＥ
提案により競争参加資格を認められた者は当
該提案に基づく入札を行い、標準案を提出し
た者は、標準案に基づく入札を行うことを条
件とし、これに違反した入札は無効とする。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格又は特定建設工事共同企
業体の認定を受けていない者の参加 上記２
に掲げる一般競争参加資格又は特定建設工
事共同企業体の認定を受けていない者も上記
４により申請書及び資料を提出することが
できるが、競争に参加するためには、開札の
時において、当該一般競争参加資格又は特定
建設工事共同企業体の認定を受け、かつ、競
争参加資格の確認を受けていなければならな
い。ただし、配置予定技術者の競争参加資格
の確認は、開札後に落札候補者に対して資料
（技術者）を求め確認する。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常建
設共同企業体である場合においては、その代
表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない
場合においては、日本国内の主たる営業所の
所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に
定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出したと
きに限り、関東地方整備局総務部契約課
（〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１さいたま新都心合同庁舎２号館17階
電話0486013151㈹）においても当該一
般競争参加資格の認定に係る申請を受け付け
る。
 本案件は、提出資料、入札を電子入札シス
テムで行う対象工事である。また、契約手続
きにかかる書類の授受を電子契約システムで
行う対象工事である。ただし、電子入札シス
テム及び電子契約システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式及び紙契
約方式に代えるものとする。電子入札システ
ム等によらない手続きについては入札説明書
による。
 詳細は入札説明書による。


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６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Masa‑

michi Director‑General of Kanto Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the R8 Rout 51 Jingu‑bridge

replacement Itako side substructure.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

3 : 00 P.M. 20 May 2026.

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 23 July 2026 (tenders brought with or

submitted by mail : 3 : 00 P.M 23 July 2026).

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Kanto Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism Sai‑

tama shintoshin National Government Buil‑

ding Tower‑2 21, Shintoshin, Chuou

Ward, Saitama City, Saitama Prefecture

3309724 Japan TEL 0486013151 (ex

2525)

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり、一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

阪神高速道路株式会社契約責任者
管理本部長 髙木 秀之

◎調達機関番号 421 ◎所在地番号 27
〇令和８年阪神高速公告第 14 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 トンネル換気設備更新工事
（2026新）（電子入札対象案件）
 工事場所・内容・工期・概算数量等
［工事場所］
32号新神戸トンネル
第２新神戸トンネル、新神戸駅出路、下
谷上換気所、北電気室、若菜電気室、南
換気所

［工事内容］ 本工事は、トンネル換気設備
の内、排風機設備、集塵設備、消音器設備、
ジェットファン設備の更新および撤去を行
うものである。主な工種は機器費、設置調
整工、配管配線工、撤去工各１式であり、
１トンネルならびに４施設、１出路を予定
している。
［工期］
全体工期 契約締結日の翌日から1290日以
内まで
実工期 工事の始期から1200日間（ただし、
令和８年10月14日（工事着手期限）まで
に工事着工すること）
本工事は余裕期間制度（任意着手方式）の
適用対象工事である。なお、契約締結までの
諸手続（価格協議や低入札価格調査等）によ
り、上記の工事着手期限以降に契約締結と
なった場合には、余裕期間は設定できず、契
約締結の翌日から1200日間で工事を完了させ
ること。
［工事概算数量］
【排風機設備】
排風機（190／ｓ） ２台
排風機機側盤 ２面
排風機盤（高圧盤） ２面
排風機用配管配線 １式
既設設備撤去 １式
【集塵設備】
集塵フィルター設備 ２系統
既設設備撤去 １式
【消音器設備】
消音器 １式
既設設備撤去 １式
【ジェットファン設備】
ジェットファンインバータ盤
（２台用） ２面
（４台用） ３面
ジェットファン用配管配線 １式
既設設備撤去 １式
【改修対象設備】
換気伝送装置 ２面
換気自動制御装置 ２面
換気連動盤 ６面

［入札・契約方式］ 本工事は、以下に示す
入札・契約方式を適用する。
【選定方式】総合評価落札方式（簡易型・
工場製作モデル）
【契約額方式】契約制限価格方式
その他適用する入札・契約方式の詳細は
入札説明書参照のこと。

 本工事は、入札を原則として電子入札シス
テムで行う対象工事であり、阪神高速道路株
式会社ホームページに掲載の電子入札運用基
準を適用する。なお、例外的に電子入札によ
りがたい者は、競争参加資格確認申請書及び
添付書類（以下「申請書等」という。）の提出
時までに、同基準に基づき阪神高速道路株式
会社（以下、旧阪神高速道路公団を含め、「阪
神高速」という。）の承諾を得て紙入札方式に
よることができる。
ただし、紙入札方式は一般書留、簡易書留
又は民間事業者による信書の送達に関する法
律第２条第６項に規定する一般信書便事業者
若しくは同条第９項に規定する特定信書便事
業者による同条第２項に規定する信書便（以
下「郵送等」という。）による入札のみとし、
直接（持参）入札は認めない。

２ 競争参加資格 次に掲げる要件を全て満たし
ている者であること。
 本工事を対象に定める技術的要件 次に掲
げる技術的要件（企業実績・技術者経験等）
を有していること。
 一般競争参加資格の認定及び施工能力点
開札時に阪神高速における機械器具設置
に係る2025年度・2026年度の一般競争参加
資格の認定を受けていること。
 地域要件 地域要件は設定しない。
 施工実績 2011年度以降（過去15年度）
に、元請けとして、下記に示す同種工事の
施工実績（完成し引渡しが済んでいるもの
に限る。以下同じ。）を有すること。なお、
共同企業体としての施工実績の場合は、出
資比率が20％以上の場合のものに限る。た
だし、阪神高速が発注した工事で３者を超
える構成員数を認めた工事については出資
比率を問わない。
また、阪神高速が発注した工事の場合は、
工事成績評定点が65点未満の工事は施工実
績として認めない。国、地方公共団体及び
公共工事の入札契約の適正化の促進に関す

る法律第２条第１項の政令で定める法人
（以下「他の機関」という。）が発注した工
事の場合は、他の機関が施工実績として認
めない点数の工事も施工実績として認めな
い。
その他、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止のため一時中止措置等を行った
ことにより完成していない工事について
も、評価の対象とする。
「同種工事」
道路トンネル用換気設備(軸流送排風機)
を製作、据付け及び調整を行った工事
 配置予定技術者 次に掲げる基準を満た
す監理技術者又は主任技術者（以下「監理
技術者等」という。）を本工事の現場着手時
から専任で配置できること。
なお、現場着手をしていない期間は必ず
しも専任の義務はなく、現場の作業に配置
する監理技術者等と同一でなくてもよい。
また、現場施工をしていない期間に配置
する監理技術者等は、次に掲げる基準のう
ち下記イ）の資格及び下記ロ）の工事経験
を有していなくともよい。
イ）下記に示すいずれかの資格を有する
者、又はこれと同等以上の資格を有する
ものと国土交通大臣が認定した者である
こと。
・建設業法の許可業種「機械器具設置」
にかかる資格

ロ）2011年度以降（過去15年度）に、元請
けの現場代理人、監理技術者、主任技術
者又は担当技術者として、下記に示す同
種工事の工事経験を有する者であるこ
と。評価対象期間に産前休業、産後休業、
育児休業、介護休業又は傷病休業を取得
した場合は、休業期間に応じて工事経験
として求める期間を１年単位で延長する
ための申請を行うことができる。なお、
工事経験の取り扱いは、上記の施工実
績の取り扱いに同じ。
「同種工事」
道路トンネル用換気設備（軸流送排風
機）を据付け及び調整を行った工事
ハ）監理技術者の配置が必要となる工事の
場合、配置予定技術者は、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。
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ニ）専任の監理技術者等にあっては、入札
参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関
係にあること。なお、恒常的な雇用関係
とは、申請書等提出日以前に３か月以上
の雇用関係にあることをいう。
ホ）工場製作モデル等を適用する工事の場
合、現場着手時までに、上記イ）～ニ）
の条件を満たす技術者を配置すること。
また、配置予定技術者の申請に替えて別
に定める誓約書を提出すること。

 技術提案書 技術提案書の作成・提出を求
める工事については、当該工事における技術
提案（又は技術的所見）を記載した技術提案
書が適切であること。また、技術提案書は自
己の責任において作成を行うこと。なお、技
術提案書が他の競争参加者のものと酷似して
いると認められる場合は、当該項目について
最低評価とする。なお、詳細については、入
札説明書を参照すること。
 品質確保体制確認書 本工事における品質
確保のための体制に関する内容を記載した品
質確保体制確認書が適切であること。また、
品質確保体制確認書は自己の責任において作
成を行うこと。なお、品質確保体制確認書が
他の競争参加者のものと酷似していると認め
られる場合は、当該項目について最低評価と
する。なお、詳細については、入札説明書を
参照すること。
 阪神高速道路株式会社契約規則第６条
阪神高速道路株式会社契約規則（平成23年
阪神高速規則第10号）第６条の規定に該当し
ない者であること。
 会社更生法・民事再生法 会社更生法に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者でないこと。
ただし、当該手続開始の決定後、阪神高速
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けた者を除く。
 工事成績評定点 阪神高速が発注した工事
のうち、過去２年度（競争参加資格の確認の
基準日の前年度及び前々年度）に完成し引渡
した工事の実績がある場合は、各年度の工事
成績評定点の平均が２年連続で65点未満でな
いこと。
また、上記に示す一般競争参加資格の認
定と同じ工事工種で2019年７月１日以降の公
告等の手続を開始した工事において、しゅん

工時の工事成績評定点が50点未満の通知を受
けた日の年度、翌年度でないこと、あるいは
40点未満の通知を受けた日の年度、翌年度、
翌々年度でないこと。
 競争参加停止措置 申請書等の提出期限日
から開札時までの期間に、阪神高速道路株式
会社競争参加停止等取扱要領に基づく競争参
加停止措置（以下「競争参加停止措置」とい
う。）を受けていないこと。
また、阪神高速道路株式会社取引停止事務
処理要領（令和５年阪神高速細則第１号）に
基づく取引停止の対象者に該当しない者であ
ること。
 設計業務等の受託者との関連 本工事に係
る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本
若しくは人事面において関連がある建設業者
でないこと。なお、本工事に係る設計業務等
の受託者が設計共同体である場合は、設計共
同体の各構成員又は当該構成員と資本若しく
は人事面において関連がある建設業者でない
こと。（詳細は入札説明書参照）
 入札参加者間の資本・人的関係 入札に参
加しようとする者の間に、資本関係又は人的
関係がないこと。（詳細は入札説明書参照）
 特定建設工事共同企業体 特定建設工事共
同企業体の参加形態を認めている工事におい
て、共同企業体を結成する場合には、入札説
明書を参照すること。

３ 総合評価落札方式に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は、価格を
もって入札し、下記の評価項目の評価に応
じて付与する点数及び品質確保のための体制
の評価に応じて付与する点数などからなる技
術評価点、並びに入札価格を点数評価した価
格評価点から、総合評価値［総合評価値＝技
術評価点＋価格評価点］を算出し、次の条件
を満たす総合評価値の最も高い者を落札者と
する。（詳細は入札説明書参照）
 入札価格が契約制限価格以下の価格であ
ること。
 申請書等が適切であること。
なお、総合評価値の最も高い者が２者以上
あるときは、次の順番で優位性を判定する。
１．技術提案書の評価。
２．くじ引きに移行。

また、落札者となるべき者により、当該契
約内容に適合した履行がなされないおそれが
ある、又はその者と契約を締結することが公
正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく
不適当と認められるときは、契約制限価格以
下の価格をもって入札した他の者のうち最も
総合評価値が高い者を落札者とすることがあ
る。
契約目安価格方式を適用した工事について
は、上記の「落札者」を「落札予定者」、「契
約制限価格以下の価格」を「契約目安価格以
下又は契約目安価格を超える一定の範囲内の
価格」と読み替えるものとする。ただし、こ
の場合において、入札価格が、契約目安価格
を超えている場合、落札予定者が提出した工
事費内訳書の各単価について、価格協議（確
認）を行い、両者合意のうえ落札予定者を落
札者とする（契約目安価格方式の適用有無は
別表１参照のこと）。ただし、価格の合意
に至らなかった場合は、あらかじめ落札予定
者に通知した後、次順位者と価格協議（確認）
を行う。
 技術評価項目 技術評価を行う各評価項目
を以下に示す。なお、具体的な技術的要件及
び入札の評価に関する基準等、詳細について
は入札説明書を参照すること。
イ）企業の取組み等に関する事項（チャレン
ジ型を適用した工事においては技術評価対
象外）
ロ）技術提案（技術的所見）に関する事項
コスト縮減提案に関する評価点がある場
合はこれに加点（技術提案書の作成・提出
を求めた工事において技術評価対象とす
る）
ハ）品質確保のための体制に関する事項
ニ）競争参加資格以外に求める企業の施工実
績（施工能力確認型を適用した工事におい
て技術評価対象とする）

 技術提案書の履行に関する事項 技術提案
書の作成・提出を求めた工事については、技
術提案書に記載した内容は、契約書に添付す
るものとし、履行すること（競争参加資格確
認結果通知書において評価対象外とした項目
は除く）。（詳細は入札説明書参照）
 品質確保体制確認書の履行に関する事項
品質確保体制確認書に記載した内容は、契
約書に添付するものとし、履行すること。（詳
細は入札説明書参照）

４ 入札手続等
 担当部署 〒5520006 大阪市港区石田
３１25 阪神高速道路株式会社 管理本
部 管理企画部経理課 電話0665763881
 交付図書及び閲覧資料 入札説明書、契約
書案、工事請負等入札要領、現場説明書、金
額を記載しない設計書（金抜設計書）、仕様
書、図面、標準案の設計計算書及び基準類等
（以下「交付図書等」という。）は、次のとお
り交付する。
 交付期間 令和８年４月24日から令和８
年６月３日（土曜日、日曜日及び祝日等（行
政機関の休日に関する法律（昭和63年法律
第91号）第１条第１項に規定する行政機関
の休日）（以下「休日」という。）を除く。）午
後４時まで。
 交付方法 下記サイトより入札参加希望
者に無償で交付する。やむを得ない理由に
より、下記サイトから受領できない場合は、
ＣＤＲ等により交付するので、事前に上
記の担当部署へその旨申し出ること。
・阪神高速道路株式会社ホームページ（工
事の入札公告ページ）
https://www.hanshin-exp.co.jp/

company/nyusatsu/koukoku/koji/

 交付図書のダウンロード手順 のサイ
トにて、本工事の交付図書のダウンロード
手続へ進み、交付図書ダウンロード登録
フォームに会社名等の連絡先を登録する。
登録した連絡先に交付図書ダウンロードサ
イトのＵＲＬ情報がメールで届くので、電
子メール記載のダウンロード有効期限まで
に交付図書をダウンロードする。

 申請書等の提出期限、場所及び方法 本競
争の参加希望者は、次に従い、申請書等を提
出すること。
 提出期間 令和８年４月24日から令和８
年６月３日（休日を除く）午前10時から午
前12時まで、午後１時から午後４時まで。
 提出場所 上記に同じ。
 提出方法 下記イ）、ロ）、又はハ）のい
ずれかによること。（詳細は、電子入札運用
基準参照）
イ）電子入札システムにより、申請書及び
資料を提出するものとする。（電子ファイ
ルサイズは合計３ＭＢ以内）



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ロ）電子入札システムにより、必要事項を
記載した電子ファイル（電子入札運用基
準・様式４）を送信し、申請書及び資料
は上記の提出場所へ電子メール又は電
子ファイル送付サービス（以下「電子メー
ル等」という。）により提出するものとす
る。なお、送付後、阪神高速へ着信確認
を行うものとする。（電子ファイルサイズ
が合計10ＭＢを超える場合は、分割送付
又はファイル転送サービスによる送付に
よること）
ハ）上記イ）、ロ）によることが困難な場
合、又は阪神高速の承諾を得て紙入札と
する場合は、上記の提出場所へ持参又
は郵送等によって、申請書等を提出する
ものとする。なお、電送によるものは受
け付けない。
なお、詳細については、入札説明書による
こと。
 入札、開札の予定日時、場所及び入札書の
提出方法
 電子入札による入札の締め切り 令和８
年７月15日午後５時00分
 紙入札方式の承諾を得た場合
に同じ。なお、入札書の提出方法は、
郵送等とし、直接（持参）入札及び電送に
よる入札は受け付けない。郵送等の宛先は
上記に同じ。また、阪神高速が競争参加
資格を有することを認めた旨の通知書の写
しを、入札書を入れた中封筒と共に表封筒
に入れて郵送等すること。
 開札日時 令和８年７月16日午前10時00
分
 開札場所 阪神高速道路株式会社 管理
本部 管理企画部

５ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金は免除する。
 契約保証金は納付すること。
ただし、有価証券の提供又は金融機関等
の保証をもって契約保証金の納付に代える
ことができる。また、公共工事履行保証証
券による保証を付し、又は履行保証保険契
約の締結を行った場合は、契約保証金の納

付を免除する。なお、契約保証金の額、保
証金額又は保険金額は、請負代金額の10分
の３以上とする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者が行った入札、申請書等に虚偽の記
載をした者が行った入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、資
格要件を満たしていないことが判明した場合
や、コリンズ等により配置予定の監理技術者
等の専任制違反の事実が確認された場合、契
約を締結しないことがある。また、他の機関
の工事を含めた他の工事と重複しているにも
かかわらず入札し、専任制違反により契約を
締結できなかった場合は、競争参加停止措置
を行うことがある。また、申請時に若手技術
者が確定しておらず、別に定める誓約書を提
出した者については、契約締結後、資格要件
を満たしていないことが判明した場合や、コ
リンズ等により若手技術者の専任制違反の事
実が確認された場合、競争参加停止措置や契
約解除措置を行うことがある。
工場製作モデル等を適用した工事において
は、申請時に別に定める誓約書を提出するこ
ととし、契約締結後、資格要件を満たしてい
ないことが判明した場合や、コリンズ等によ
り監理技術者等の専任制違反の事実が確認さ
れた場合、競争参加停止措置や契約解除措置
を行うことがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものと
して承認された場合の外は、申請書等の差し
替えは認められない。
 低入札価格調査を受けて、調査基準価格を
下回った価格をもって契約を締結する場合に
おいては、専任の監理技術者等の配置が義務
づけられている作業において、監理技術者等
及び現場代理人とは別に、上記２に定める
要件と同一の要件（上記２に掲げる工事経
験を除く。）を満たす技術者を専任で配置する
こと（詳細は入札説明書参照）。なお、開札
後、専任の技術者を追加配置できないことが
判明した場合は、競争参加停止措置を行うこ
とがある。
 契約書作成の要否 要（本件は電子契約を
推奨する。）

 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を、本工事の請負契約の相手方と随意契約に
より締結する予定の有無 有
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる本工事を対象に定
める技術的要件の「一般競争参加資格の認定」
を受けていない者も、上記４により、申請
書等を提出できるが、競争に参加するために
は、開札時において、当該資格の認定を受け、
かつ、競争参加資格の確認を受けていなけれ
ばならない。
 申請書等の内容についてのヒアリングを実
施する場合は、その実施日時及び場所等を別
途通知する。（詳細は入札説明書参照）
 手続における交渉の有無 有
 詳細は、入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of contract of the pro‑

curing entity : TAKAGI Hideyuki, Director

of Business and Maintenance Management

Headquarters of Hanshin Expressway

Company Limited.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Tunnel

ventilation equipment renewal work in the

Shin‑kobe Tunnel

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 3, June, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

5 : 00 P.M. 15, July, 2026 (tenders submitted

by mail 5 : 00 P.M. 15, July, 2026)

 Contact point for tender documentation :

Business and Maintenance Management

Headquarters, Business and Maintenance

Planning Department, Accounting Group,

Hanshin Expressway Company Ltd. 31
25 Ishida, Minato‑ku, Osaka City, Japan

TEL 0665763881

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日
本州四国連絡高速道路株式会社
坂出管理センター所長 藤田 太

◎調達機関番号 422 ◎所在地番号 37
〇本州四国連絡高速道路株式会社坂出管理セン
ター公告 2026 年第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 菰池高架橋他４橋支承補強工事
 工事場所
自）岡山県倉敷市児島柳田町 （ＫＰ134）
至）岡山県倉敷市菰池 （ＫＰ184）
 工事内容 本工事は、瀬戸中央自動車道の
陸上部橋梁のうち、水島ＩＣ～児島ＩＣ間の
第一柳田高架橋、第二柳田高架橋、鴻ノ池Ｓ
Ａランプ橋、通生橋及び菰池高架橋の５橋に
ついて、水平力分担構造の設置、支承取替等
を行うものである。
 工事概算数量
支承補強（水平力分担構造、支承取替等）
約200基
制震装置 約10基
伸縮装置取替 約５箇所

 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間（契約締結日から工事の始期日までの期間)
を設定した工事であり、発注者が定めた一定
の期間内において落札者が工事の始期日を任
意に設定することができる工事である。なお、
受注者は、発注者との協議を経た上で、落札
後７日以内に工期通知書により工事の始期日
を通知すること。
余裕期間内は、現場代理人、主任技術者、
監理技術者又は監理技術者補佐を設置するこ
とを要しない。また、現場に搬入しない資材
等の準備を行うことができるが、資材の搬入、
仮設物の設置、工場製作を含む工事における
工場製作等、工事の着手を行ってはならない。
なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責に
より行うものとする。
工期：工事の始期日から1540日間
（ただし、令和９年１月21日(工事開始期

限)までに工事を開始すること）

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なお、低入札価格調査等により、上記の工
事開始期限以降に契約締結となった場合に
は、余裕期間を設定することはできず、契約
日の翌日から1540日間で工事を完了させる
こと。したがって、落札決定後から契約日ま
での間に実施する工事の始期日に関する協議
は実施しない。
 本工事は、「企業の高度な技術力」として入
札説明書に参考として示した図面及び仕様書
（以下「設計図書」という。）又はそのうちあ
らかじめ指定する部分(以下「標準案」とい
う。）に係る具体的な施工計画その他の提案及
び「企業の信頼性・社会性」として、施工体
制、社会貢献度等の提案（以下「技術提案」
という。）について記述した確認資料の提出を
求め、標準案に基づき算定する予定価格の範
囲内において、価格と価格以外の要素を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落札
方式技術提案評価型の工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、予定価格の算定に必要な項目に
ついて、入札参加者から見積価格を記載した
見積書及び根拠資料の提出を求め、その妥当
性が確認できた見積価格を予定価格の基とな
る積算価格に反映する「見積活用方式」の対
象工事である。
 入札方法 本工事は、資料提出及び入札等
を電子入札システムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムにより難い者は、
本州四国連絡高速道路株式会社（以下「本四
会社」という。)の承諾を得た場合に限り、従
来の紙による入札（以下「紙入札」という。）
に代えることができる。
 本工事は「共通仮設費(率分)のうち営繕費」
及び「現場管理費のうち労務管理費」の下記
に示す費用（以下「実績変更対象費」という。）
について、工事実施にあたって不足する技術
者や技能者を広域的に確保せざるを得ない場
合も考えられることから、契約締結後、大規
模災害等により労務及び建設資材がひっ迫し
たことにより、労働者確保に要する方策に変
更が生じ、当初契約の金額相当では適正な工
事の実施が困難になった場合は、実績変更対
象費の支出実績を踏まえて最終設計変更時点
で設計変更する試行工事である。

 本工事は、週休２日を前提とした工事費及
び工期を確保した週休２日工事（発注者指定
方式）であり、対象期間内の全ての週におい
て週休２日を確保するものとする。週休２日
を確保できなかった場合は、工事成績評定に
おいて減点措置等を行う場合がある。詳細は、
特記仕様書による。
本工事は、工期設定の根拠とした工事に必
要な関係機関との協議、地元協議、用地確保
等の進捗状況を踏まえた工事工程表を開示す
ることにより、適切な工期設定の取組みを行
う「工事工程表の開示工事」である。
 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項ただし書の規定の適用を受
ける監理技術者の配置は認めない。

２ 競争参加資格
当該工事に係る競争に参加する者に必要な資
格を有する者は、次に掲げる条件を全て満足し、
かつ、本四会社による当該工事に係る競争参加
資格確認の結果、資格があると認められた者と
する。
また、特定建設工事共同企業体（以下「共同
企業体」という。）を結成する場合にあっては、
構成員のいずれもが、次に掲げる条件を全て満
足し、かつ、本四会社による当該工事に係る競
争参加資格確認の結果、共同企業体として資格
があると認められた者とする。
 次の各号の一に該当しない者であること。
 建設業法第３条の規定に基づく国土交通
大臣又は知事の許可及び同法第27条の23第
２項に規定する経営事項審査（告示（平成
20年国土交通省告示第85号をいう。）第１第
１号の２に規定する審査基準日が入札及び
開札の日の１年７月前の日以後のものに限
る。）を受けていない者

 前号に規定する経営事項審査を受けてい
るが、建設業法施行規則（昭和24年建設省
令第14号）第21条の４に規定する総合評定
値通知書の雇用保険、健康保険又は厚生年
金保険の加入状況が「未加入」となってい
る者（ただし、当該通知書において雇用保
険、健康保険又は厚生年金保険の加入状況
が「未加入」であった後に、当該未加入の
保険について「加入」又は「適用除外」と
なったものを除く。）
 契約を締結する能力を有しない者（未成
年者、成年被後見人、被保佐人又は被補助
人。ただし、未成年者、被保佐人又は被補
助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者を除く。）及び破産者で復権
を得ない者
 本四会社の過去２年以内において次の
からまでの一に該当したと認められる者
 契約の履行に当たり、故意に工事を粗
雑にし、又は材料等の品質若しくは数量
に関して不正の行為をした者
 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得
るため連合した者
 落札者が契約を締結すること又は契約
者が契約を履行することを妨げた者
 監督又は検査の実施に当たり、社員の
職務の執行を妨げた者
 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者
 本四会社に提出した書類に虚偽の記載
をした者
 その他本四会社に著しい損害を与えた
者
 からまでのいずれかに該当する事
実があった後２年を経過しない者を、契
約の履行に当たり、代理人、支配人その
他これらに準ずる者として使用した者

 経営状態が著しく不健全であると認めら
れる者
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとし
て、公共工事等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者

 本四会社における令和７・８年度一般競争
(指名競争)参加資格者のうち、「保全土木工
事」の認定を受け、希望工事内容に「橋梁補
修」がある者又はそれらの者により結成され

 本四会社における「保全土木工事」に係る
令和７・８年度一般競争（指名競争）参加資
格の認定の際に、客観事項について算定した
点数（総合点数）が、1150点以上であるこ
と。ただし、共同企業体の場合は、構成員の
うち代表者以外の総合点数は900点以上であ
ること。
 令和６・７年度における当該工種の工事成
績の平均点（各年度毎）が２年連続して65点
未満でないこと。なお、当該工種とは、２
有資格者の認定を受けた「保全土木工事」(橋
梁補修)をいう。（各年度で本四会社における
当該工種の工事実績がない者は、65点とみな
す。）
 施工実績 平成23年度以降に元請として完
成及び引渡しが完了した、次の同種工事の実
績を有すること。
施工実績については、本四会社が発注し、
完成及び引渡しが完了した工事である場合に
あっては、請負工事成績評定要領第６条に規
定する評定表の評定点合計（以下「評定点合
計」という。）が65点未満のもの並びに国、地
方公共団体及び公共工事の入札及び契約の適
正化の促進に関する法律（平成12年法律第
127号）第２条第１項の政令で定める法人（以
下「他の機関」という。）が発注した工事であ
る場合にあっては、工事成績評定が一定の点
数未満であるために、当該機関の競争入札に
おいて施工実績として認めていないものを除
く（施工実績が、本四会社及び他の機関が発
注した工事で工事成績がないものについて
は、65点とみなす。）
なお、特定建設工事共同企業体及び経常建
設共同企業体の構成員としての施工実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限る。
 単体業者による申請の場合
下記ａ）及びｂ）を有すること。

た共同企業体であること。なお、会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手続
開始の申立てがなされている者又は民事再生
法（平成11年法律第225号）に基づき再生手
続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、社長が別に定める手
続に基づく一般競争(指名競争)参加資格の再
認定を受けていること。この場合において、
共同企業体の構成員となった者は、単体企業
としては当該工事に係る競争に参加する者に
必要な資格がない。

営繕費：労働者の送迎費、宿泊費、借上費
（宿泊費、借上費については労働者確保
に係るものに限る。）
労務管理費：募集及び解散に要する費用、
賃金以外の食事、通勤等に要する費用

 本工事は、施工箇所が点在する工事であり、
共通仮設費及び現場管理費について標準積算
と施工実態に乖離が考えられるため、地区ご
とに共通仮設費及び現場管理費を算出する
「施工箇所が点在する工事積算方法」の試行
工事である。
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 共同企業体による申請の場合
共同企業体を構成する代表者は、下記ａ）
及びｂ）の実績を有し、共同企業体を構成
する代表者以外の構成員は、ａ）の実績を
有すること。
同種工事 （成績評定があるものについ
ては、65点以上のものとする。）
ａ）既設の道路橋において支承取替又は水
平力分担(支承補完・変位制限)構造を施
工した工事
ｂ）高速道路又は高速道路以外の自動車専
用道路において車線規制（全面通行止め
は除く。）を実施した工事
なお、ａ）及びｂ）の施工実績を、同
一の工事において有する必要はない。

 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格
確認資料の提出期限の日から開札の時までの
期間に、「工事請負契約に係る指名停止等に関
する達」(本四会社達平成17年第48号)に基づ
き、「地域２(岡山県、香川県)のうち岡山県」
において、指名停止を受けていないこと。
 技術提案が適正であること。
 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本若しくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 共同企業体の結成は、次によること。
 構成員の数は、２又は３社とする。
 本工事に対応する建設業法の許可業種に
つき、許可を有しての営業年数が５年以上
あること。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工が確保できると認
められる場合においては、許可を有しての
営業年数が５年未満であっても、これを同
等として取扱うことがある。
 構成員の出資比率は、全ての構成員が、
均等割の10分の６以上の出資比率であるこ
と。
 代表者の出資比率は、構成員中最大であ
ること。
 結成方式は、甲型とする。
 １の工事について、同一会社が２以上の
共同企業体の構成員となることはできない
ものとする。

 特定建設工事共同企業体結成届（以下「結
成届」という。）を、４の競争参加資格確
認申請書に添付して提出すること。なお、
支店長等代理人の名義で提出する場合は、
委任状を提出すること。

 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格確認結果の通知に併せて通
知する。
なお、競争参加資格確認結果の通知におい
て、技術提案による競争参加資格を認められ
た者は、当該提案に基づく入札を行い、技術
提案による競争参加資格を認められなかった
者は、標準案に基づく入札を行うことを条件
とし、これに違反した入札は無効とする。

３ 総合評価に関する事項
 総合評価落札方式の仕組み
総合評価落札方式は、技術提案の評価結果
に応じて付与する技術評価点と入札価格を基
に以下に示す価格評価式により求める価格評
価点を合算した評価値を算出し、落札予定者
を決定する加算方式とする。
その概要を以下に示すが、具体的な評価項
目、評価基準及び入札時の評価に関する基準
については、技術資料作成要領による。
 評価項目及び評価基準
１）技術評価点の最高点を32点とする。
なお、次の場合、次の付加点を付与する
ものとする。
イ）技術評価点１位の者が２者以上の場合
技術提案または施工計画の評価結果及び
質的内容に着目の上で優劣を判断し、最
も優位な１者に対し05点
ロ）技術評価点１位の者と２位の者との差
が05点未満の場合 １位の者に対し２
位の者との技術評価点の差が05点とな
る点数

２）技術評価点は、あらかじめ定めた技術評
価基準に基づいて、次の評価項目ごとに評
価して得られた数値を合算することにより
算出する。
イ）企業の高度な技術力
 性能・強度等
・既設構造物へのアンカー削孔精度及
び鉄筋切断防止に関する具体的な品
質確保対策
・支承補強に関する具体的な精度確保
対策

 社会的要請
・菰池高架橋についての工事中の現場
周辺への騒音・振動・粉塵に対する
具体的な環境対策

 施工計画
・菰池高架橋についての鋼製ブラケッ
ト等の重量物取り付けにおける具体
的な安全対策
・支承撤去・取替(ジャッキアップ)時
に本体構造及び本線交通への影響を
抑えるための具体的な方法及び施工
の安全対策

ロ）企業の信頼性・社会性
 施工体制
・ＣＣＵＳ（建設キャリアアップシス
テム）の活用

 社会貢献度
・カーボンニュートラルの取組み ４ 入札手続等

 担当部署 〒7620025 香川県坂出市川津
町下川津4388１ 本州四国連絡高速道路株
式会社 坂出管理センター 総務課 電話
0877455511
(E‑mail)keiyaku-sakaide@jb-honshi.co.jp
 設計図書等の入手方法 設計図書等(技術
資料作成要領、入札公告の写し、契約書案、
入札及び見積り手引き、入札及び見積り手引
き補足事項、電子入札運用基準、図面、仕様
書、単価表、割掛対象表及び契約事項説明書
を含む。以下同じ。)は、入札情報公開サービ
スの発注図書ファイルをそれぞれダウンロー
ドして取得すること。ただし、やむを得ない
事由により、上記交付方法による取得ができ
ない入札参加者に対しては、本四会社が指定
する方法により無料で交付するので、４の
担当部署へその旨を申し出ること。なお、交
付期間は、入札公告の日から令和８年６月26
日(金)までの土曜日、日曜日及び祝日を除く
毎日６時00分から23時00分までとする。
※ 発注情報閲覧 案件パスワード：

KS20260001(半角英数字)
（注）本工事は、設計図書等を分割して掲
載している。設計図書等の入手を希望する
者は、全案件の発注図書ファイルをそれぞ
れダウンロードして取得すること。

 評価及び落札者の決定方法 評価値は加算
方式により算出することとし、技術評価点と
以下に示す価格評価式により求める価格評価
点を合算した評価値の最も高い者を落札者と
なるべき者とする。
【価格評価式】
Ｘ≧ＸＯの場合 Ｙ＝－((Ｘ－ＸＯ)２／

(２×(100－ＸＯ)))＋
100

ＸＯ＞Ｘの場合 Ｙ＝０
この式において、Ｘ、ＸＯ及びＹは、それ
ぞれ次の値を表すものとする。
Ｘ 入札率＝入札価格(税抜き)／予定
価格(税抜き)×100
ＸＯ 価格評価基準額(税抜き)／予定
価格(税抜き)×100
Ｙ 価格評価点
価格評価基準額は、価格評価点を算定する
ための基準額であり、調査基準価格と同額
とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容
に適合した履行がなされないおそれがある
と認められるとき、又はその者と契約を締
結することが、公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって、著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限

の範囲内で発注者の決める最低限の要求要
件を全て満たして入札した他の者のうち、
評価値が最も高い者を落札者とすることが
ある。
なお、落札者となるべき条件については、
次に掲げる要件に該当する者である。
 入札価格が、予定価格の制限範囲内であ
ること。
 技術提案の内容が、発注者の設定してい
る最低限の要求要件を下回らないこと。

 ３において、評価値の最も高い者が２人
以上あるときは、くじ引きにより落札者を決
定する。
 技術提案の履行に関する事項
受注者の責により、入札時の評価内容を満
足できない場合は、その程度により請負工事
成績評点を最大16点減点する。
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 競争参加資格確認申請書（別記様式第１)
（以下「申請書」という。）及び競争参加資格
確認資料（以下「資料」という。）並びに結成
届の提出期間及び場所等
 期間 令和８年４月24日（金）から令和
８年６月26日（金）までの土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日８時00分から22時00分
まで
 場所 ４に同じ。
 方法 電子入札システムにより提出する
こと。ただし、本四会社の承諾を得た場合
に限り、書面を郵送等(書留郵便又は信書
便。提出期間内必着)又は持参により提出
することができる。

５ 配置予定の技術者の確認
本工事は、競争参加資格として配置予定技術
者の配置基準を設けず、契約締結後に配置要件
を確認する工事である。なお、契約締結後に確
認する配置要件は以下のとおりとする。
 主任技術者又は監理技術者（以下「主任(監
理)技術者」という。）は、当該工事に建設業
法に基づく配置ができること。
 現場代理人又は主任(監理)技術者が平成23
年度以降において元請として完成及び引渡し
が完了した下記の同種工事の経験を有するこ
と（同種工事の経験における従事役職は問わ
ない。）。共同企業体にあっては、代表者が下
記の同種工事の経験を有する主任（監理）技
術者を配置すること。ただし、元請としての
施工実績は、本四会社が発注し、完成・引渡
しが完了した工事である場合にあっては、評
定点合計が65点未満のもの並びに国、地方公
共団体及び他の機関が発注した工事である場
合にあっては、工事成績評定が一定の点数未
満であるために当該機関の競争入札において
施工実績として認めていないものを除く。同
種工事のうち成績評定があるものは代表的な
ものを１名につき１件記載する。
また、特定建設工事共同企業体及び経常建設
共同企業体の構成員としての施工実績は、出
資比率が20％以上の場合のものに限る。
同種工事 既設の道路橋において支承取替又
は水平力分担（支承補完・変位制限）構造を
施工した工事
 契約締結後に上記に記載する配置予定技術
者の配置要件を満足しないことが判明した場
合は、契約解除かつ指名停止を行うことがあ
る。

 主任(監理)技術者が、建設業法等で定める
資格を有する者であること。なお、主任(監
理)技術者が同種工事の経験を有さない者で、
別の現場代理人が同種工事の経験を有する者
として申請する場合、現場代理人は建設業法
等で定める資格を有しなければならない。
 主任(監理)技術者にあっては、入札参加希
望者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあるこ
と。なお、恒常的雇用関係とは、３ヶ月以上
の雇用関係にあることをいう。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格者
証及び監理技術者講習修了証を有する者であ
ること。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格者
証の写し（表裏とも）及び監理技術者講習修
了証の写し（表のみ）を添付すること。また、
監理技術者資格者証により直接的かつ恒常的
な雇用関係が明確に判断できない場合は、共
通使用書１７に示す、直接的かつ恒常的な
雇用関係が確認できる資料を添付すること。
 本工事は余裕期間を設定することができる
工事であり、余裕期間内は、現場代理人、監
理技術者又は主任技術者の配置を要しない。

 見積書及び根拠資料の提出期間並びに場所
等
 期間 令和８年４月24日（金）から令和
８年９月15日（火）までの土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日８時00分から22時00分
まで
 場所 ４に同じ。
 方法 ４に定める申請書の提出期限ま
でに提出可能である場合は、申請書と合わ
せて、電子入札システムにより提出するこ
と。４に定める申請書の提出期限日の翌
日以降に提出する場合又は紙入札の場合
は、書面を郵送等（書留郵便又は信書便。
提出期間内必着）又は持参により提出する
こと。
 その他 提出された根拠資料のみでは妥
当性が確認できない場合は、追加資料の提
出又は必要に応じてヒアリング等の実施を
求める場合がある。

 入札書の提出期限及び場所等
 期限 令和８年10月21日（水）22時00分
（令和８年10月19日（月）から受付を開始
する。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を
除く毎日８時00分から22時00分まで。)
 場所 ４に同じ。
 方法等 電子入札システムにより提出す
ること。ただし、電子入札システムにより
難い者は、本四会社の承諾を得た場合に限
り紙入札に代えることができる。

 開札の日時及び場所等
 日時 令和８年10月22日（木）
10時00分 14時00分（予定）

 場所 ４の会議室
 その他 開札の結果は、電子入札システ
ムにより通知する。電子入札をした者は、
本四会社からの連絡に備え、開札日時にお
いて、電子入札システムを確認すること。
なお、紙入札により入札に参加した者又は
その代理人は、原則として、開札に立ち会
うこと。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 競争に参加するために必要な各書類の提出
提出期間内に到達がない場合は、その後に
到達がなされた場合でも無効として取り扱う
こととし、各書類は廃棄する。
 提出された申請書等は、返却しない。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付。ただし、金融機関又
は保証事業会社の保証をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料若しく
は結成届に虚偽の記載をした者のした入札及
び入札に関する条件に違反した入札は、無効
とする。
 技術提案資料の作成及び提出 本工事の施
工に当たって、標準案の内容について、技術
提案で施工しようとする場合は、その内容を
示した技術提案資料を作成し提出すること。

技術提案が適正と認められない場合に、標準
案に基づいて施工する意思がある場合には、
その旨を技術提案資料に記載すること。また、
技術提案によらず、標準案に基づいて施工し
ようとする場合には、その旨を技術提案資料
に記載すること。
 手続における交渉の有無 無
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、当該工事の請負契約の相手方との随意
契約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 ４
に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 ２に掲げる一般競争参加資格の認
定を受けていない者も、４により申請書及
び資料を提出することができるが、競争に参
加するためには、開札の時において、当該資
格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認
を受けていなければならない。
 申請時期 令和８年６月26日まで
 申請場所 〒6510088 兵庫県神戸市中
央区小野柄通４１22 本州四国連絡高
速道路株式会社 経理部契約課 電話
0782911035(直通)

 総合評価に関する詳細は、技術資料作成要
領による。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては、契約保証金の額を請負代金額の10分の
３以上とするとともに、前払金の額を請負代
金額の10分の２以内とする。また、契約が解
除された場合の違約金は、請負代金額の10分
の３に相当する額とする。なお、本措置は工
事が進捗した場合の部分払の請求を妨げるも
のではない。
 契約書作成の要否 要

なお、本四会社が利用している電子契約
サービスにより、電子契約書を使用した電子
契約によることができる。
（詳細は、本四会社ホームページ
https://www.jb-honshi.co.jp/corp̲index/

keiyaku/denshikeiyaku/による。)
 公告日から申請書等の提出期限の前日まで
の間に設計業務成果を貸与することができ
る。
 本工事において、入札がない場合又は２回
目の入札、入札説明書12に付しても落札
者がいないときは随意契約に移行する場合が
ある。
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入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年４月 24 日

東京地下鉄株式会社
不動産開発部長 早川 壮太

◎調達機関番号 414 ◎所在地番号 13
〇第 22 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 北青山三丁目共同ビル開発事業地
下解体及び新築工事
 工事場所 東京都港区北青山三丁目38４
他
 工事内容 既存建物地下解体及び建物新築
工事
 工期 72か月間
 使用する主要な資機材
コンクリート：約8060㎥、鉄骨：2900ton
鉄筋：約985ton、外装・内装材他一式

 この工事は、入札時にあたり施工計画等の
技術提案を受け付け、品質確保や安全管理の
ための施工体制の確保状況を確認し、施工内

容を確実に実現できるかどうかについて審査
し、価格以外の要素と価格を総合的に評価し
て落札者を決定する総合評価方式の試行工事
である。
 この工事は、契約締結後に施工方法等につ
いてＶＥ提案を受け付ける契約後ＶＥの実施
対象工事である。
 この工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄
物の再資源化の実施が義務付けられた工事で
ある。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件をすべて満足し、かつ、５
の手続きにより契約責任者による当該工事に係
る競争参加資格の確認を受けた者（以下「有資
格者」という。）による単体又は有資格者で構成
する２者若しくは３者の特定建設工事共同企業
体（以下「共同企業体」という。）とする。
 契約を締結する能力を有しない者でないこ
と。
 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない
者でないこと。
 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条
の規定による許可その他法令の規定により営
業に関し資格を必要とする業種について、そ
の資格を有しない者でないこと。

 技術提案にあたっては、工事全般の施工計
画、安全管理計画、施工体制等が不適切でな
いこと。なお、施工計画書（安全管理計画を
含む。）等の作成にあたっては、入札説明書に
よること。
 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、会社から取引先資格停止基
準に基づく資格停止を受けていないこと。
 １に示した工事に係る設計業務等の受託
者又は当該受託者と資本若しくは人事面にお
いて関連がある建設会社でないこと。
 の「１に示した工事に係る設計業務等
の受託者」とは、次に掲げる者である。
・株式会社久米設計
 の「当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある建設会社」とは、次のア又
はイに該当する者である。
ア 当該受託者の発行済株式総数の100分の
50を超える株式を有し、又はその出資の総
額の100分の50を超える出資をしている建
設会社。
イ 建設会社の代表権を有する役員が当該受
託者の代表権を有する役員を兼ねている場
合における当該建設会社。

 共同企業体による場合については、次のと
おりとすること。
ア からに規定する２者又は３者を構成
員とすること。この場合において、同一の
者が２以上の共同企業体の構成員となるこ
とは認めない。
イ 出資比率は、すべての構成員が、２者の
共同企業体の場合は30％以上、３者の共同
企業体の場合は20％以上であること。

 次のアからサまでのいずれかに該当すると
認められる者で、その事実があった後３年を
経過しない者でないこと。
ア 東京地下鉄株式会社（以下「会社」とい
う。）との契約の履行に当たり、故意に履行
を粗雑にし、又は品質若しくは数量に関し
て不正の行為をした者
イ 会社との契約において、公正な競争の執
行を妨げた者、又は公正な価格を害し、若
しくは不正の利益を得るために連合した者
ウ 会社との契約において、他者の競争の参
加又は契約の締結若しくは履行を妨げた者
エ 正当な理由なく、会社との契約を履行し
なかった者
オ 監督又は検査の実施に当たり会社の社員
の職務の執行を妨げた者
カ 会社との契約に関し、不正若しくは不当
の行為又はこれに類似した行為により事故
を起こし、その他信義誠実に欠ける行為を
した者

キ 正当な理由なく、契約に関し、会社との
間において係争を行った者
ク 会社との契約に関し、履行遅滞となった
者
ケ 会社との契約の履行成績又はアフター・
サービスが著しく不良な者
コ 会社に提出した申請書類中の重要な事項
について虚偽の記載をし、又は重要な事実
について記載をしなかった者その他会社に
提出した書類に虚偽の記載をした者
サ アからキまでのいずれかに該当する事実
があった後３年を経過しない者を契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用した者

 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者（更生手続開始の決定を受けた者及び再生
手続開始の決定を受けた者を除く。）若しくは
手形交換所による取引停止処分、主要取引先
から取引停止等の事実があり、経営状況が著
しく不健全であると認められる者でないこ
と。
 暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢
力であると認められる者又はそれらの者との
関係を有すると認められる者でないこと。
 建設業法第27条の29第１項の総合評定値通
知における直近の建築一式及び土木一式の総
合評定値が1800点以上であること。
 単体又は共同企業体の場合の代表者は、単
体又は共同企業体の出資比率が40％以上の構
成員として、平成28年４月以降、元請けとし
て、市街地におけるア及びイの施工実績（公
告時点で施工中は除く。）を有すること。
共同企業体の場合の代表者以外の構成員

は、単体又は共同企業体の出資比率が15％以
上の構成員として、平成28年４月以降、元請
けとして、市街地におけるア又はイの施工実
績（公告時点で施工中は除く。）を有すること。
ただし、外国でのア及びイの施工実績につ
いては、日本国内での建築工事における安全
対策と同等の対策を必要とした工事と会社が
認めたものに限る。
ア 都市鉄道地下駅と地下接続を伴う民地内
建物新築における建築工事
イ 施設用途にホテル（ホテル部分の専有面
積10000以上且つプールが設置されてい
る）を含む建物新築における建築工事

 次に掲げる基準を満たす監理技術者及び施
工責任者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
ア 監理技術者は、１級建築施工管理技士又
は１級建築士の資格を有する者であって、
ア、イに掲げる建築工事の経験を有する
者であること。
イ 監理技術者資格者証及び監理技術者講習
修了証を有する者であること。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Futoshi Fujita, General

Manager of Sakaide Operation Center,

Honshu‑Shikoku Bridge Expressway Com‑

pany Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Bridge

Bearing reinforcing work of Komoike Via‑

duct and 4 other bridges

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 10 : 00 P.M. 26 June, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

10 : 00 P.M. 21 October, 2026

 Contact point for tender documentation :

General Affairs Section, Sakaide Operation

Center, Honshu‑Shikoku Bridge Express‑

way Company Limited 43881, Shimo‑

kawatsu, Kawatsu‑cho, Sakaide city,

Kagawa Prefecture, 7620025, Japan. TEL

0877455511
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ウ 代表者の出資比率は、構成員中最大であ
ること。
エ 共同企業体の有効期間は、確認の日から
当該工事完成の日までとする。ただし、落
札者以外の者にあっては当該工事の契約が
締結された日までとする。
オ 共同企業体の名称は、「〇〇・〇〇建設工
事共同企業体」とすること。

３ 総合評価に関する事項
 入札の評価に関する事項 この工事の総合
評価に関する評価項目は、次のとおりとする。
ア 加算点
配置予定技術者の能力及び技術提案に基
づく事項について評価する。
イ 施工体制評価点
品質確保の実効性及び施工体制確保の確
実性を評価する。

 総合評価の方法
ア 標準点
２に示す競争参加資格を満たし、標準案
の施工に伴う要求要件を満たした入札参加
者には標準点100点を与える。
イ 加算点
加算点は、３アに示す評価項目につい
て、最大60点を与える。
ウ 施工体制評価点
施工体制評価点は、３イに示す評価項
目について、最大30点を与える。
エ 価格及び提案に係わる総合評価は、ア、
イ及びウにより得られる標準点、加算点と
施工体制評価点の合計を当該入札者の入札
価格で除して得た数値（以下「評価値」と
いう。）をもって行う。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Souta Hayakawa, Direc‑

tor, Real Estate Development Dept., Tokyo

Metro Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Base‑

ment Demolition and New Construction

Work for the Kita‑Aoyama 3‑chome Joint

Building Development Project.

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 30 PM, 29, June, 2026.

 Time limit for the submission of tenders :

3 : 00 PM, 3, September, 2026. (Tenders sub‑

mitted by mail must reach the contact point

mentioned in article by 5 : 00 PM, 2, Sep‑

tember, 2026.)

 Contact point for tender documentation :

Design Section 1, Real Estate Development

Dept., Tokyo Metro Co., Ltd. 333 Hi‑

gashi‑ueno, Taito‑ku Tokyo 1100015 Ja‑

pan TEL 0338377216

 落札者の決定方法
ア 入札参加者は、価格及び３に示す評価
項目により入札し、次のからまでの全
ての要件に該当する者のうち、３エに
よって算出された評価値の最も高い者を落
札者とする。ただし、落札者となるべき者
の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がなされないお
それがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められるときは、次のか

らまでの全ての要件に該当する他の者の
うち、評価値の最も高い者を落札者とする
ことがある。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 技術提案が最低限の要求要件（標準案）
を満たしていること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（以下「基準評価値」と
いう。）に対して下回らないこと。

イ アにおいて、評価値の最も高い者が２者
以上あるときは、最低価格を提示した者を
落札予定者とする。なお、最低価格を提示
した者が複数者いる場合は、抽選により決
定する。

 評価内容の担保 実際の施工に際しては、
施工計画書等の資料に記載した施工方法と同
等以上の施工体制を確保し、技術提案内容を
満たす施工を行うものとする。請負者の責に
より技術提案の内容を満たす施工が行われな
い場合は、再度の施工を行うこと。ただし、
再度の施工が困難あるいは合理的でない場合
は、請負者に対して契約不適合責任に基づく
請求を行う可能性がある。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 免除。
イ 契約保証金 納付。ただし、利付国債の
提供又は金融機関若しくは保証事業会社の
保証をもって契約保証金の納付に代えるこ
とができる。また、公共工事履行保証証券
による保証を付し、又は履行保証保険契約
の締結を行った場合は、契約保証金を免除
する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 専任の監理技術者の配置が義務づけられて
いる工事において、低入札価格調査基準価格
を下回った価格をもって契約する場合におい
ては、監理技術者とは別に同等の要件を満た
す技術者の配置を求めることがある（入札説
明書参照）。

 配置予定監理技術者の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技
術者の専任制違反の事実が確認された場合、
契約を結ばないことがある。なお、種々の状
況からやむを得ないものとして承認された場
合のほか、申請書の差し替えは認めない。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 契約書案により、契約
書を作成するものとする。
 当該工事に直接関連する他の工事又は業務
の請負契約を当該工事の請負契約の相手方と
の随意契約により締結する予定の有無 有。
 関連情報を入手するための窓口 ５に同
じ。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、請負
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、会社に提案すること
ができる。提案が適性と認められた場合には、
設計図書の変更及び請負代金額の変更を行
う。詳細は、請負工事に対する注意事項によ
る。
 詳細は入札説明書による。

４ 技術提案に関する事項
 この工事では、仮設計画の安全性向上、既
存地下躯体解体の安全性向上、新築工事計画、
ＤＸの導入・活用、環境に配慮した施工方法
に関する技術提案を受け付ける。
 技術提案にあたっては、標準案の施工にお
ける要求要件を満たした適切な施工計画と
し、その具体的な提案について「技術提案総
括表」「技術提案施工計画書」に記載すること。
（入札説明書参照。）

５ 入札手続等
 担当部課 〒1100015 東京都台東区東上
野三丁目３番３号 東京地下鉄株式会社 不
動産開発部 設計第一担当
電話0338377216
メールアドレスta.tanaka@tokyometro.jp

 入札説明書の交付期間、場所及び方法 令
和８年４月27日（月）から令和８年５月20日
（水）までの土曜日、日曜日及び国民の祝日
を除く毎日、10時00分から17時00分まで（12
時00分から14時00分を除く）。５において
直接交付する。交付を受ける際には事前に連
絡すること。

 一般競争参加資格審査申請書（共同企業体
の場合は、一般競争参加資格審査申請書、競
争参加資格確認申請書（共同企業体）､建設
工事共同企業体協定書及び委任状）（以下「申
請書」という。）、一般競争参加資格を確認す
るための資料（以下「一般競争参加資格確認
資料」という。）、技術提案を確認するための
資料（以下「技術提案書」という。）及び施工
体制を確認するための資料（以下「施工体制
確認資料」という。）の提出期間、場所及び方
法 令和８年４月27日（月）から令和８年６
月29日（月）までの土曜日、日曜日及び国民
の祝日を除く毎日、10時00分から17時30分ま
で（12時00分から14時00分までを除く。）５
の場所に持参すること。
 入札・開札の日時及び場所並びに入札書の
提出方法 令和８年９月３日（木）15時00分
東京地下鉄株式会社 ヒューリック東上野
三丁目ビル４階大会議室 持参又は郵送する
こと（ただし、郵便による入札書の受領期限
は、令和８年９月２日（水）17時00分（必着）
５へ郵送すること。）。
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２ 競争参加資格
 審査基準日（下記４に示す競争参加資格
確認申請書等の提出期間の最終日をいう。以
下同じ。）において、東日本高速道路株式会社
の契約規程実施細則第６条の規定に該当しな
い者であること。
 参加者募集の事項は、東日本高速道路株式
会社のホームページに掲載する本工事に係る
入札公告（説明書）（以下「入札公告（説明書）」

という。）、入札公告（説明書）の「競争参加
資格要件等一覧表」及び「競争参加資格要件
早見表」に記載のとおり。
 審査基準日において、会社更生法に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者、又
は民事再生法に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者でないこと。（ただし、当該
申立てに係る手続開始の決定後、あらためて
競争参加資格の再認定を受け、上記に示す
条件を満たす場合を除く。）
 審査基準日から設計業務に係る契約の相手
方と決定する日までの期間（期首及び期末の
日を含む）において、東日本高速道路株式会
社から「地域３（関東支社が所掌する区域）」
において、競争参加資格停止を受けていない
こと。ただし、技術提案書提出期限の翌日か
ら、建設工事の契約の相手方決定の日までの
期間については、東日本高速道路株式会社が
本工事に関し、特に競争参加を認める場合を
除く。なお、特定建設工事共同企業体の場合
は、すべての構成員が本項の条件を満たすこ
と。

３ 優先交渉権者の選定に関する事項
 技術提案の評価に関する基準 本工事で求
める技術提案項目は下記のとおりとする。な
お、詳細は入札公告（説明書）による。
 設計業務の実施方法及び実施体制に関す
る提案
 夜間工事における近隣への騒音・振動の
影響が少ない施工計画の提案能力
 一般道の車線幅員への影響を必要最小限
にするための施工計画の提案能力
 実施設計及び工事の費用抑制に有効な施
工計画等の提案能力
 外環浦和ＩＣ橋の高架下の自動車教習所
内の走行コース及び坂路への影響を最小限
にするための施工計画の提案能力

 優先交渉権者の選定 上記３による評価
の結果、技術評価点が最も高い者を優先交渉
権者として選定する。

４ 手続等
 担当部署 〒3300854 埼玉県さいたま市
大宮区桜木町１1120 東日本高速道路株
式会社 関東支社 技術部 調達契約課 三
木千絵子 電話0486310020
 契約図書の交付期間、場所及び方法
 交付期間 入札公告の日から令和８年６
月１日まで

 交付場所 上記４に同じ
 交付方法 東日本高速道路株式会社の
ホームページに掲載

 競争参加資格確認申請書等の提出期間、場
所及び方法
 提出期間 入札公告の日から令和８年６
月１日16時まで
 提出場所 上記４に同じ
 提出方法 電子メール又は書留郵便等
 技術提案書の提出期間、場所及び方法
 提出期間 令和８年６月18日から令和８
年７月28日16時まで
 提出場所 上記４に同じ
 提出方法 上記４に同じ

５ その他
 契約の手続きにおいて使用する言語及び通
貨日本語及び日本国通貨に限る。
 契約保証の要否 要
 契約書作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無
 技術提案書等についてヒアリング（技術対
話）を行う。
 技術提案ヒアリング（技術対話）を通じて、
技術提案書等について改善を求める場合があ
る。
 技術提案書を提出した者の中から、技術評
価点が最も高い者を優先交渉権者として選定
する。優先交渉権者の選定後、設計業務に係
る見積合わせを行ったうえで、設計業務に係
る契約を締結すると同時に、建設工事の契約
に至るまでの手続きに関する基本協定を締結
し、価格等の交渉を行う。交渉の結果、合意
に至らなかった場合は、交渉不成立とし、次
順位の者に対して優先交渉権者となった旨を
通知する。次順位の者に対しては、価格等の
交渉の意思の有無を確認したうえで、技術提
案を反映した設計を改めて実施する。
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記４に同じ。
 詳細は入札公告（説明書）による。
６ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Toshihiro Matsuzaka,

Director General of Kanto Regional

Head Office, East Nippon Expressway

Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41, 42
 Subject matter of the contract : Seismic

Reinforcement Work of Wako area Tokyo

Gaikan Expressway

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 1 June 2026
 Time limit for the submission of propos‑

als : 4 : 00 P.M. 28 July 2026
 The contact point for documentation re‑

lating to the proposal : Chieko Miki,
Deputy Manager of Procurement & Con‑

tract Section, Technology & Procurement

Department, Kanto Regional Head Office,

East Nippon Expressway Co., Ltd. 1
1120 Sakuragi‑cho, Omiya‑ku, Saitama

city, Saitama, 3300854, Japan TEL :
0486310020

競争参加者の資格に関する公示
Ｒ８国道51号神宮橋架替潮来側橋梁下部工事に
係る特定建設工事共同企業体としての競争参加者
の資格（以下「特定建設工事共同企業体としての
資格」という。）を得ようとする者の申請方法等に
ついて、次のとおり公示します。
令和８年４月 24 日

関東地方整備局長 橋本 雅道
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 工事名 Ｒ８国道51号神宮橋架替潮来側橋梁
下部工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案
件）
２ 工事場所 茨城県潮来市洲崎地先
３ 工事内容 ＲＣ橋脚工 ３基、鋼管矢板基礎
工 １式、鋼管矢板（杭径φ800 Ｌ＝595～
600ｍ）72本、橋脚躯体工 １式、コンクリー
ト 約930、鉄筋 約185ｔ、鉄筋機械式継手
372箇所、仮設工 １式、仮橋・仮桟橋工

１式、土留・仮締切工 １式、汚濁防止工 １
式
全体工期：契約締結の翌日から令和11年３
月30日まで

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を含む））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
令和８年４月 24 日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 松坂 敏博

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
１ 工事概要
 品目分類番号 41、42
 工事名 東京外環自動車道 和光地区耐震
補強工事
 工事場所 契約図書に記載のとおり
 工事内容 契約図書に記載のとおり
 本工事は、公共工事の品質確保の促進に関
する法律第18条に規定する「技術提案の審査
及び価格等の交渉による方式」（技術提案・交
渉方式）の設計交渉・施工タイプの対象工事
であり、優先交渉権者として選定された者と
設計業務の契約を締結した後、発注者と優先
交渉権者との間で締結される基本協定に基づ
き価格等の交渉を実施し、交渉が成立した場
合には建設工事の契約を締結する工事であ
る。
 本工事は、競争参加資格確認申請を行った
者のうち、競争参加資格があることが確認さ
れた者に対して技術提案書の提出要請を行
い、技術提案書の提出を行った者と技術提案
書の内容に関するヒアリング（技術対話）を
実施し、技術評価点が最も高い者を優先交渉
権者として選定する。なお、優先交渉権者と
の価格交渉が成立しなかった場合は、次順位
の者と同様の手続きを行い、以降交渉が成立
するまで次順位以降の者と同様の手続きを行
う。
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４ 申請の時期
令和８年４月24日から令和８年５月20日まで
（日曜日、土曜日及び祝日を除く。）。
なお、令和８年５月21日以降当該工事に係る
開札の時まで（日曜日、土曜日、及び祝日を除
く。）においても、随時、申請を受け付けるが、
当該開札の時までに審査が終了せず、競争に参
加できないことがある。
５ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（特定建設工事）」（以下「申請書」とい
う。）は、関東地方整備局ホームページ
（https://www.ktr.mlit.go.jp）から入手する
ものとする。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付して電子入札システムに
より提出すること。ただし、電子入札システ
ムによりがたいものは、発注者の承諾を得て
紙入札方式に代えるものとし、申請書の提出
方法等は、入札説明書による。
 特定建設工事共同企業体協定書（甲）（６
の条件を満たすものに限る。）の写し。
 ６の要件を満たすことを判断できる工
事の施工実績を記載した書類（様式は、当
該工事の「入札公告（建設工事）」（令和８
年４月24日付け支出負担行為担当官関東地
方整備局長）に示すところにより交付する
入札説明書の別記様式２を使用するこ
と。

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

６ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査「競争参加者の資格に関する公示」（令和
８年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。
以下「令和８年３月31日付け公示」という。）５
（建設工事）のからまでに該当する者を構
成員に含む特定建設工事共同企業体及び次に掲
げる条件を満たさない特定建設工事共同企業体
については、特定建設工事共同企業体としての
資格がないと認定する。それ以外の特定建設工
事共同企業体については、令和８年３月31日付
け公示６の（建設工事）に掲げる客観的事項
（共通事項）の項目及びに掲げる主観的事項

（特別事項）の項目について総合点数を付与し
て特定建設工事共同企業体としての資格がある
と認定する。
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成は、次の条件を満たす
者２社の組合せとする。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における一般土木工事に係る一般競争参加
資格の認定を受けていること（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者、又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、関東地方
整備局長（以下「局長」という。）が別に定
める手続に基づく一般競争参加資格の再認
定を受けていること。）。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における一般土木工事に係る一般競争参加
資格の認定の際に客観的事項（共通事項）
について算定した点数（経営事項評価点数）
が、1200点以上であること（の再認定
を受けた者にあっては、当該再認定の際に、
経営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）。
 会社更生法に基づき、更生手続開始の申
立てがなされている者、又は民事再生法に
基づき再生手続開始の申立がなされている
者（の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。
 当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から認定を行う日までの期間に局長から工
事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚発第91号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずるもの
として、国土交通省発注工事等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、令和８年５月20日におい
て次の要件を満たすものとする。
 平成23年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した下記の要件を満た
す同種工事の施工実績を有すること。（共同
企業体の構成員としての実績は、出資比率
20％以上の場合のものに限る。（ただし、異
工種建設工事共同企業体については適用し
ない。））
 鉄筋コンクリート構造の橋台又は橋脚
の工事であること。
 基礎形式が鋼管矢板基礎で杭長が35ｍ
以上の工事であること。
ただし、上記、は同一工事であるこ
と。
ただし、申請できる同種工事の施工実績
は１件のみとし、これを超える件数の施工
実績を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を実績として認めない。
なお、特定建設工事共同企業体にあって
は、すべての構成員が上記の施工実績を有
すること。
なお、当該実績が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る実
績である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。また、異工種建設工事共同企業体とし
ての実績は、協定書による分担工事の実績
のみ同種工事の実績として認める。
 建設業法（昭和24年法律第100号）の土
木工事業につき、許可を有しての営業年数
が５年以上あること。ただし、相当の施工
実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確
保できると認められる場合においては、許
可を有しての営業年数が５年未満であって
もこれを同等として取扱うことができるも
のとする。
 建設業法の土木工事業に係る監理技術者
又は国家資格を有する主任技術者を当該工
事に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、30％以上の出資比率であ
るものとする。
 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。

 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」（昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771
号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」によるものとする。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
６の認定（６の再認定を含む。以下同
じ。）を受けていない者を構成員に含む特定建設
工事共同企業体も４及び５により申請をするこ
とができる。この場合において、特定建設工事
共同企業体としての資格が認定されるために
は、６の認定を受けていない構成員が６
の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに特定建設工事共同企業体としての
資格の審査が終了せず、競争に参加できないこ
とがある。また、この場合において、６の
認定を受けていない構成員が当該工事に係る開
札の時までに６の認定を受けていないとき
又は６の一般競争参加資格がないとの認定
（６の局長が別に定める手続における一般
競争参加資格がないとの認定を含む。）を受けた
ときは、特定建設工事共同企業体としての資格
がないと認定する。
８ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
９ 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から当該工事の完成する日までとする。た
だし、当該工事に係る契約の相手方以外の者に
あっては、当該工事に係る契約が締結される日
までとする。
10 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「Ｒ８国
道51号神宮橋架替潮来側橋梁下部工事 ・
特定建設工事共同企業体」とする。

 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。
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意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年４月 24 日

外務省大臣官房会計課長 菅原 清行
◎調達機関番号 014 ◎所在地番号 13
〇第 74 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 外務省情報ネッ
トワーク・ＬＡＮシステム（Ｌ２Ｌ１システ
ム）の運用管理業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年５月14日午前10
時00分
 提出先 〒1008919 東京都千代田区霞が
関２２１ 外務省大臣官房情報システム
総括課 古頭 涉 電話0335803311
内線4217
Email：kibanseibihan@mofa.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年４月24日から令和８年
５月13日
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the Services etc to be

procured and the services : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : System operation and manage‑

ment tasks 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 10 : 00 a.m. May 14, 2026

 Contact point for the notice : FURUTO

Sho Information Systems Management Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Foreign Affairs, 221 Kasumigaseki,

Chiyoda‑ku, Tokyo 1008919 Japan. TEL

0335803311 ext. 4217

E‑mail : kibanseibihan@mofa.go.jp

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年４月 24 日

九州地方整備局副局長 酒井 浩二
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 20
 購入等物品及び数量
令和８年度八代港港湾業務艇建造工事

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限（郵送の場合は必着のこ
と。） 令和８年５月22日16時30分
 提出先 〒8120013 福岡市博多区博多駅
東２10７福岡第二合同庁舎３Ｆ 九州地
方整備局総務部経理調達課契約管理第二係
電話0924183345

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年４月24日から令和８年
５月22日まで
 交付場所 上記２及び電子調達システム
にて交付する。

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 20

 Nature and quantity of the services to be

required : Construction of a harbor business

boat for use in Yatsushiro Port

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 16 : 30, 22 May, 2026

 Contact point for the notice :

SUETSUGU Yaeko, Accounting and Pro‑

curement Division, General Affairs Depart‑

ment, Kyushu Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastru‑

cture, Transport and Tourism, 2107

Hakataekihigashi, Hakataku, Fukuoka‑

city, 8120013 Japan TEL 0924183345

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年４月 24 日
国立大学法人広島大学
分任契約担当職 霞地区運営支援部長

山下 洋一

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 34
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 22
 購入等物品及び数量 高精度放射線治療シ
ステム 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年５月25日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒7348553 広島市南区霞一丁目
２番３号 広島大学霞地区運営支援部会計グ
ループ主査（契約主担当） 神笠 研也 電
話0822575027

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年４月24日から令和８年
５月25日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22

 Nature and quantity of the products to be

purchased : High‑precision radiotherapy

systems 1 Set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 25 May, 2026

 Contact point for the notice :

KAMIGASA Kenya, Chief, Accounting

Group, Kasumi Campus Management Sup‑

port Office, Hiroshima University, 123

Kasumi Minami‑ku Hiroshima‑shi 734
8553 Japan, TEL 0822575027 意見招請に関する公示

次のとおり調達役務の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年４月 24 日
独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・

郵便局ネットワーク支援機構
総務部長 廣重 憲嗣

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等特定役務及び数量 郵便局へのポス
ター掲出の委託 一式

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年４月 24 日

国立大学法人高知大学長 受田 浩之
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 39
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等物品及び数量 ＳＰＥＣＴＣＴシ
ステム 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年５月29日17時15
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒7838505 南国市岡豊町小蓮
高知大学医学部・病院事務部会計課病院担当
係 久保 直毅 電話0888802242

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年４月24日から令和８年
５月29日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年５月１日13時30分
 開催場所 高知大学医学部管理棟第１会議
室

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Single Photon Emission Com‑

puted Tomography‑Computed Tomograp‑

hy system 1 Set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 15 29 May, 2026

 Contact point for the notice : KUBO

Naoki, Expert Official, Accounting Divi‑

sion, Kochi Medical School, Kochi Univer‑

sity, Kohasu Oko‑cho Nankoku‑shi 783
8505 Japan, TEL 0888802242
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４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the service to be

procured : 2028VIS operation management

services for KEIRIN Information System, 1

set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 12 : 00, 14th, May, 2026

 Contact point for the submission of com‑

ments : KOMURO, NAKAYAMA, Finance

and Treasury Section, Department of gen‑

eral affairs, JKA 1270 Konan, Minato‑

ku, Tokyo 1088206, Japan TEL 03
42263504 E‑mail : systemnyuusatsu3@‑

keirin-autorace.or.jp
Every comment on the above system

(refer to ) shall be stated on the prescrib‑

ed form and be submitted by E‑mail to us.

Note : All the comments and questions

should be submitted in Japanese language.

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年５月14日午前11
時（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1050001 東京都港区虎ノ門
５13１虎ノ門40ＭＴビル３階 独立行政
法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネッ
トワーク支援機構 総務部会計課 電話03
54727103 担当 富田 昌宏

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年４月24日から令和８年
５月14日まで
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

required : Commissioning for posters post‑

ing at post offices

 Time limit for the submission of com‑

ments : 11 : 00 AM, May 14, 2026

 Contact point for the notice : TOMITA

Masahiro, General Affairs Department, Or‑

ganization for Postal Savings, Postal Life

Insurance and Post Office Network, 131

Toranomon 5‑chome, Minato‑ku, Tokyo

1050001, Japan. TEL 0354727103

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年４月 24 日
公益財団法人ＪＫＡ 会長 木戸 寛

◎調達機関番号 432 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 2028ＶＩＳにおける
システム運用管理業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年５月14日（木）
12時00分

 提出先 〒1088206 東京都港区港南一丁
目２番70号 品川シーズンテラス25階 公益
財団法人ＪＫＡ 総務部財務出納課 （担当
小室・中山） 電話番号0342263504

E‑mail：
systemnyuusatsu3@keirin-autorace.or.jp
意見については、仕様書案交付時に交付さ
れた回答記入用紙の体裁に従って記入した上
で、電子メールにより提出するものとする。

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年４月24日（金）から令
和８年５月８日（金）までの土日・祝日を除
く、10時00分から17時00分まで（ただし12時
00分から13時00分までを除く）。
 交付方法 電子メールにより交付する。交
付を希望する者は、件名・会社名・所属・担
当者名・連絡先（住所、電話番号及びメール
アドレス等）を明記して令和８年５月７日
（木）17時00分までに、上記２の部署に電子
メールで申し込むものとする（メールの件名
を「【ＪＫＡ意見招請】2028ＶＩＳにおける
システム運用管理業務」とすること）。

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長 菅原 清行

◎調達機関番号 014 ◎所在地番号 13
〇第 75 号（№75）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 領事業務情報システ
ム（顔照合システム更改）一式

２ 随意契約の予定日 令和８年５月14日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
日本電気㈱

５ 担当部局 〒1008919 東京都千代田区霞が
関２２１ 外務省領事局政策課領事デジタ
ル化推進室 山田 次紀 電話0335803311
内線9983

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Maintenance for the Consul Ope‑

rational information system 1 unit.

 Expected date of the contract award :

May 14, 2026.

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : YAMADA

Tsuginori, Consular Digital Transforma‑

tion Division, Consular Affairs Bureau, Mi‑

nistry of Foreign Affairs 221

Kasumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo 100
8919 Japan. TEL. 0335803311 ext. 9983

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年４月 24 日
支出負担行為担当官
デジタル庁会計担当参事官 田邉 国治

◎調達機関番号 027 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
令和８年度デジタル庁内開発情報システム
におけるデザイン・開発支援サービスツール
（Figma）のライセンス調達 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年５月25日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称

Figma, Inc

５ 担当部局 〒1020094 東京都千代田区紀尾
井町１番３号東京ガーデンテラス紀尾井町 デ
ジタル庁戦略・組織グループ会計担当契約班
宇田川 奎 電話番号07074169924
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Procurement of Licenses for De‑

sign and Development Support Service

Tool (Figma) in the Digital Agency Internal

Development Information System for Fis‑

cal Year 2026 1 set

 Expected date of the contract award : 25

May, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice :

UDAGAWA Kei, Accounting Division, Di‑

gital Agency, 13 Kioi‑cho, Chiyoda‑ku,

Tokyo 1020094 Japan TEL 0707416
9924
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〇第 76 号（№76）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 顔照合システムのク
ラウドリフトに伴う基盤環境構築設定作業

２ 随意契約の予定日 令和８年５月14日
３は、第75号の３に同じ。
４ 随意契約を予定している相手方の名称 富士
通㈱
５は、第75号の５に同じ。
６ The same with Notice above (No. 75)

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年４月 24 日
契約責任者
株式会社かんぽ生命保険 専務執行役

立花 淳
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入品名及び数量 ＳＳＰＭにおけるライ
センスの購入 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年５月15日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社マクニカネットワークスカンパニー

５ 担当部局 〒1008794 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号大手町プレイスウエストタ
ワー12階 株式会社かんぽ生命保険総務部契約
担当 谷 謙一 電話0334772581
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Purchasing a License in SSPM

 Expected date of the contract award : 15

May 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : Kenichi

Tani, General Affairs Department, JAPAN

POST INSURANCE Co., Ltd. Otemachi

Place Westtower 31 Otemachi 2‑chome

Chiyoda‑ku Tokyo 1008794, Japan. TEL

0334772581

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和８年４月 24 日 分任支出負担行為担当官 迎賓館京都事務所長 高野 厚

（京都府京都市上京区京都御苑23）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 26
26 令和８年度京都迎賓館で使用する電気 予定契約電力 800kW 年間使用予定電力量
1960600kWh 購入等 一般  8. 2.17 株式会社イーセル（広島県広島市西区井口

５丁目６番４号） 46616991円  7.12.26 最低価格 51319143円

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和８年４月 24 日 支出負担行為担当官 福岡県警察会計担当官 住友 一仁

（福岡市博多区東公園７７）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 40
24 ＤＮＡ型鑑定用等消耗品（ＥＺ１＆２ ＤＮＡインベスティゲーターキット外）単価契約
一式 購入等 一般  8. 3.26 正晃株式会社（福岡市東区松島三丁目34番33号） 
47020435円  8. 1.26 最低価格

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和８年４月 24 日

支出負担行為担当官 国立医薬品食品衛生研究所総務部長 藤沼 義和
（神奈川県川崎市川崎区殿町３2526）

［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 14
24 レーザーマイクロダイセクション装置 一式 購入 購入等 一般  8. 3. 6 
株式会社バイオテック・ラボ 東京都墨田区緑１８９ 21150000円  8. 1.13 最低
価格 25520000円

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年４月 24 日
契約担当者 株式会社日本政策投資銀行

産業調査部長 宮川 暁世
◎調達機関番号 128 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 63
 調達役務等件名及び数量 インターネット
企業情報サービスによる情報提供 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年８月11日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称

Bloomberg L.P.
５ 担当部 〒1008178 東京都千代田区大手町
１９６ 株式会社日本政策投資銀行産業調
査部情報センター 電話0332441870
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 63

 Nature and quantity of the services to be

required : Internet‑based business informa‑

tion services

 Expected date of the Contract award : 11

August 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c interc‑

hangeability

 Contact Point for the notice : Information

Service Center, Development Bank of Ja‑

pan Inc., Otemachi Financial City South

Tower, 96, Otemachi 1‑chome, Chiyoda‑

ku, Tokyo 1008178, Japan. TEL 03
32441870
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